
目
次

は
じ
め
に

Ⅰ
問
題
の
所
在

Ⅱ
「
就
業
の
喪
失
」
と
は

Ⅲ
積
極
的
行
為
に
よ
る
自
己
都
合
退
職

Ⅳ
自
己
都
合
退
職
の
「
重
大
な
理
由
」

Ⅴ
給
付
制
限
の
効
果
の
制
約

お
わ
り
に

は
じ
め
に

　

労
働
者
は
、
労
働
契
約
に
期
間
の
定
め
が
な
い
限
り
、
い
つ
で
も
退
職
の
申
し
入
れ
が
で
き
、
退
職
の
自
由
は
保
障
さ
れ
る
。
し
か

し
、
雇
用
保
険
法
で
は
、
被
保
険
者
が
正
当
な
理
由
が
な
く
自
己
の
都
合
に
よ
っ
て
退
職
し
た
場
合
に
は
、
自
己
の
責
め
に
帰
す
べ
き
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「
重
大
な
理
由
」
に
よ
っ
て
解
雇
さ
れ
た
場
合
と
同
様
に
、
三
カ
月
の
給
付
制
限
が
な
さ
れ
る
（
雇
用
保
険
法
三
三
条
一
項
）。
ま
た
、

失
業
し
た
被
保
険
者
の
退
職
事
由
に
よ
っ
て
基
本
手
当
の
給
付
日
数
が
区
別
さ
れ
、
自
発
的
退
職
に
つ
い
て
は
給
付
日
数
が
短
縮
さ
れ

た
。
本
稿
で
は
、「
自
発
的
退
職
」
に
対
す
る
給
付
が
過
剰
に
制
約
さ
れ
て
い
な
い
の
か
を
批
判
的
に
検
討
し
た
い
。

　

Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
レ
ポ
ー
ト
（
二
〇
〇
八
年
）
に
よ
れ
ば
、
雇
用
保
険
を
受
給
し
て
い
な
い
失
業
者
の
割
合
は
わ
が
国
で
は
七
七
％
で
あ

り
、
雇
用
保
険
が
所
得
保
障
と
し
て
多
く
の
失
業
者
に
機
能
し
て
い
な
い
こ
と
が
改
め
て
突
き
付
け
ら
れ（

１
）
た
。
雇
用
保
険
が
機
能
を
縮

小
し
て
い
る
の
は
、
受
給
者
比
率
の
低
下
、
と
く
に
短
す
ぎ
る
受
給
期
間
に
加
え
て
、
事
業
主
の
適
用
手
続
の
懈
怠
、
保
険
加
入
期
間

が
短
い
等
の
多
く
の
原
因
が
あ（

2
）

る
。
本
稿
は
、
そ
の
原
因
の
一
つ
で
あ
る
、
自
己
都
合
退
職
に
よ
る
給
付
制
限
に
対
象
を
限
定
し
、
わ

が
国
の
雇
用
保
険
法
三
三
条
に
匹
敵
す
る
、
ド
イ
ツ
雇
用
保
険
法
（
社
会
法
典
三
編
）［
以
下
、
社
会
法
典
三
編
］
の
解
釈
を
検
討
す

る
。
検
討
対
象
を
限
定
す
る
の
は
、
わ
が
国
で
は
、
雇
用
保
険
の
受
給
資
格
が
あ
る
の
に
給
付
制
限
に
か
か
る
人
が
多
く
、
し
か
も
受

給
権
へ
の
制
約
が
大
き
い
か
ら
で
あ
る
。
厚
生
労
働
省
「
雇
用
保
険
事
業
年
報
」（
平
成
二
三
年
度
）
に
よ
れ
ば
、
初
回
受
給
者
数
が

一
六
四
万
人
に
対
し
、
給
付
制
限
八
〇
・
九
万
人
で
あ
り
、
ほ
ぼ
半
数
が
給
付
制
限
に
か
か
っ
て
い（

3
）
る
。
社
会
法
典
三
編
の
給
付
制
限

を
検
討
す
る
こ
と
で
、
わ
が
国
に
重
要
な
示
唆
を
得
る
こ
と
に
し
た
い
。

注

（
1
）　ILO

, T
he Financial and Econom

ic Crisis:A
 D

ecent W
ork Response?, 2008,16. 

（
2
）　

失
業
者
に
占
め
る
受
給
者
割
合
の
低
下
要
因
の
経
済
的
分
析
と
し
て
、
酒
井
正
「
雇
用
保
険
の
受
給
者
割
合
は
な
ぜ
低
下
し
て
き
た
の
か
」IPSS 

D
iscussion Paper Series （N

o.2011-J02

） （
二
〇
一
二
年
）
が
あ
る
。
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（
3
）　

雇
用
保
険
改
革
の
課
題
を
検
討
す
る
も
の
と
し
て
、
さ
し
あ
た
り
、
布
川
日
佐
史
「
失
業
時
生
活
保
障
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
：
雇
用
保
険
制
度
改

革
の
課
題
」『
静
岡
大
学
経
済
研
究
』
四
巻
三
号
（
二
〇
〇
〇
年
）
一
九
頁
以
下
。

Ⅰ
問
題
の
所
在

１　

積
極
的
行
為
に
よ
る
退
職
か

　

わ
が
国
の
失
業
保
険
法
（
一
九
四
七
年
）
が
、
自
己
都
合
退
職
に
対
す
る
給
付
制
限
と
し
て
一
ヵ
月
以
上
二
ヵ
月
以
内
に
給
付
を
し

な
い
期
間
を
設
け
た
の
は
、
惰
眠
要
請
の
危
険
を
防
ぐ
意
図
か
ら
で
あ
り
、
同
法
は
、「
失
業
者
を
職
に
就
か
し
め
る
こ
と
を
第
一
義

と
し
、
給
付
を
第
二
義
と
し
て
い
る
」
も
の
で
あ
っ
た
（
1
）。
雇
用
保
険
法
（
一
九
七
五
年
）
も
、
同
様
の
給
付
制
限
規
定
を
定
め
、
自
発

的
に
失
業
状
態
を
つ
く
り
出
し
た
者
を
「
当
面
一
応
労
働
の
意
思
を
欠
く
と
推
定
す
る
こ
と
が
妥
当
な
者
」
と
し
、
労
働
の
意
思
及
び

能
力
は
時
の
経
過
と
と
も
に
変
化
す
る
の
で
、「
当
初
は
任
意
的
失
業
が
一
定
の
期
間
の
経
過
に
よ
り
非
任
意
的
失
業
に
転
化
し（

2
）
た
」

と
捉
え
ら
れ
て
い
る
。
一
九
八
四
年
改
正
は
、
停
止
期
間
を
一
ヵ
月
か
ら
原
則
と
し
て
三
ヵ
月
間
に
延
長
し
、
安
易
な
離
職
を
防
止
し

よ
う
と
し
た
。
現
在
も
行
政
の
運
用
で
は
、
正
当
な
理
由
の
な
い
自
己
都
合
退
職
で
あ
れ
ば
、
基
本
手
当
は
原
則
と
し
て
三
ヵ
月
間
停

止
さ
れ
る
。
し
か
し
、
失
業
後
に
劣
悪
な
雇
用
に
つ
か
な
い
よ
う
に
、
労
働
者
に
失
業
時
の
所
得
を
保
障
し
、
求
職
を
支
援
す
る
に

は
、
給
付
制
限
の
要
件
と
効
果
を
批
判
的
に
検
討
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
数
カ
月
間
再
就
職
で
き
な
い
者
だ
け
が
雇
用
保
険
を
必

要
と
す
る
失
業
者
で
あ
る
と
い
う
考
え
方
を
と
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

　

ま
た
、
二
〇
〇
〇
年
の
雇
用
保
険
法
改
正
に
よ
り
、
離
職
理
由
に
よ
る
区
分
が
導
入
さ
れ
、
予
見
可
能
な
失
業
と
そ
う
で
な
い
失
業
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に
応
じ
て
、
所
定
給
付
日
数
が
異
な
っ
て
い
る
。
そ
も
そ
も
解
雇
・
倒
産
等
に
よ
る
離
職
の
特
定
受
給
資
格
者
に
該
当
し
な
い
と
、
多

く
が
自
発
的
退
職
と
し
て
給
付
制
限
の
対
象
に
な
る
。
自
発
的
退
職
者
は
再
就
職
の
準
備
が
可
能
で
あ
る
と
強
調
さ
れ
、
給
付
制
限
や

給
付
日
数
の
短
縮
が
正
当
化
さ
れ
て
い
る
。
行
政
の
運
用
に
よ
れ
ば
、
有
期
雇
用
の
期
間
満
了
に
よ
る
終
了
ま
で
も
が
自
発
的
退
職
に

含
ま
れ
て
い
る
。
し
か
も
、
給
付
制
限
規
定
が
適
用
さ
れ
る
と
、
失
業
後
に
三
カ
月
間
は
基
本
手
当
が
な
く
て
も
生
活
が
可
能
な
労
働

者
し
か
、
雇
用
保
険
を
実
際
に
は
利
用
で
き
な
い
（
3
）。

　

給
付
制
限
を
対
象
に
す
る
の
は
、
次
の
二
点
か
ら
で
あ
る
。
一
つ
は
、
わ
が
国
で
は
自
己
都
合
退
職
に
よ
る
雇
用
終
了
が
多
い
が
、

そ
も
そ
も
「
自
己
都
合
退
職
」
の
判
断
基
準
が
明
確
で
は
な
い
こ
と
で
あ
る
。
期
間
満
了
に
よ
る
終
了
と
使
用
者
の
圧
力
に
耐
え
か
ね

て
退
職
し
た
と
い
う
二
つ
の
離
職
事
由
を
例
に
し
よ
う
。
ま
ず
、
わ
が
国
の
行
政
の
運
用
で
は
、
期
間
の
満
了
を
も
っ
て
雇
用
契
約
が

終
了
す
れ
ば
、
雇
用
保
険
法
の
自
己
都
合
退
職
で
あ
り
、
給
付
制
限
が
か
か
る
。
二
〇
一
三
年
四
月
施
行
の
労
働
契
約
法
に
よ
り
有
期

雇
用
の
期
間
満
了
に
よ
る
失
職
が
増
加
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
。
し
か
も
、
契
約
の
更
新
回
数
を
設
定
す
る
有
期
労
働
契
約
を
締
結

し
て
お
く
と
、
そ
れ
を
超
え
た
雇
用
へ
の
期
待
が
生
じ
な
い
た
め
、
特
定
受
給
資
格
者
に
該
当
し
な
い
ケ
ー
ス
が
多
く
な
る
で
あ
ろ

う
。
さ
ら
に
、
原
則
半
年
の
ク
ー
リ
ン
グ
期
間
を
設
け
れ
ば
そ
れ
以
前
の
契
約
期
間
は
計
算
し
な
い
の
で
、
労
働
者
は
五
年
未
満
の
有

期
雇
用
と
、
ク
ー
リ
ン
グ
期
間
の
失
業
を
繰
り
返
す
こ
と
に
な
る
。
労
働
契
約
法
が
も
た
ら
す
影
響
に
雇
用
保
険
法
は
ど
の
よ
う
に
対

応
す
る
べ
き
で
あ
る
の
か
、
解
決
が
求
め
ら
れ（

4
）
る
。
そ
も
そ
も
、
期
間
満
了
に
よ
る
終
了
は
「
正
当
な
理
由
の
な
い
自
己
都
合
退
職
」

な
の
だ
ろ
う
か
。

　

他
方
、
使
用
者
の
圧
力
に
耐
え
か
ね
て
退
職
届
を
だ
し
た
場
合
に
は
、
形
式
的
に
は
労
働
者
の
意
に
反
す
る
退
職
で
あ
る
の
に
、

「
自
己
都
合
退
職
」
と
な
り
、
雇
用
保
険
法
上
は
給
付
制
限
に
か
か
る
。
雇
用
保
険
法
に
お
け
る
給
付
制
限
過
程
に
お
い
て
労
働
者
の

行
為
・
態
度
が
適
切
に
評
価
さ
れ
て
い
な
い
。
こ
れ
ら
の
二
つ
の
「
自
己
都
合
退
職
」
に
対
す
る
わ
が
国
の
運
用
を
検
討
す
る
上
で
、
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類
似
の
規
定
を
定
め
る
社
会
法
典
三
編
の
「
重
大
な
理
由
の
な
い
自
己
都
合
退
職
」
の
基
準
は
重
要
な
示
唆
を
与
え
る
（
Ⅲ
・
Ⅳ
章
参

照
）。
と
く
に
注
目
さ
れ
る
の
は
、
自
己
都
合
退
職
と
認
定
さ
れ
る
の
は
、
労
働
者
が
離
職
に
「
積
極
的
な
行
為
」
に
よ
り
関
与
し
て

い
る
こ
と
が
必
要
と
さ
れ
る
点
で
あ
る
。
時
間
の
経
過
を
も
っ
て
雇
用
が
終
了
す
る
場
合
に
、
労
働
者
の
「
積
極
的
な
行
為
」
が
介
在

し
て
い
る
と
い
え
る
の
だ
ろ
う
か
。
本
稿
で
は
、
雇
用
保
険
の
給
付
制
限
手
続
過
程
に
お
い
て
も
被
保
険
者
・
要
保
障
者
の
行
為
・
態

度
を
評
価
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
こ
と
を
解
明
し
た
い
。

　

二
つ
に
、
自
己
都
合
退
職
に
正
当
な
理
由
が
な
い
場
合
に
は
、
給
付
制
限
に
よ
り
原
則
三
カ
月
停
止
す
る
。
し
か
も
、
二
〇
〇
〇
年

雇
用
保
険
法
改
正
の
「
特
定
受
給
資
格
者
」
の
導
入
に
よ
り
、「
非
特
定
受
給
資
格
者
」
に
と
っ
て
、
実
質
的
に
は
給
付
日
数
が
短
縮

す
る
結
果
に
な
る
。
わ
が
国
で
は
そ
れ
ほ
ど
の
不
利
な
結
果
を
甘
受
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
状
況
で
多
く
の
労
働
者
が
退
職
し
て
い
る

の
だ
ろ
う
か
。
安
定
し
た
雇
用
が
み
つ
か
ら
ず
期
間
満
了
に
よ
り
終
了
す
る
、
又
は
過
密
労
働
に
耐
え
ら
れ
な
い
、
い
じ
め
等
を
受
け

る
、
さ
ら
に
使
用
者
に
退
職
を
す
る
よ
う
に
圧
力
を
う
け
る
と
い
っ
た
状
況
に
お
か
れ
、
退
職
届
を
書
く
と
す
れ
ば
、
そ
れ
は
ま
さ
に

デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・
ワ
ー
ク
で
は
な
い
状
況
か
ら
の
脱
却
で
あ
る
。
そ
う
し
た
局
面
も
雇
用
保
険
法
は
「
失
業
」
と
し
て
捉
え
、
求
職
時

の
所
得
保
障
を
基
本
手
当
が
担
う
と
考
え
ら
れ
る
。
給
付
制
限
の
適
用
対
象
は
、
少
な
く
と
も
、
そ
う
し
た
イ
ン
・
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・

ワ
ー
ク
か
ら
脱
却
す
る
労
働
者
・
被
保
険
者
で
は
な
い
。
受
給
権
へ
の
制
約
を
比
例
原
則
に
照
ら
し
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
（
後

述
）。

２　

給
付
制
限
の
意
義

（
１
）
社
会
法
典
三
編
に
お
け
る
給
付
制
限
規
定

　

わ
が
国
の
雇
用
保
険
法
は
基
本
手
当
の
受
給
要
件
を
、
被
保
険
者
が
「
失
業
し
た
場
合
」
に
、
離
職
の
二
年
間
に
被
保
険
者
期
間
が
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通
算
し
て
十
二
箇
月
以
上
で
あ
る
と
き
と
定
め
て
い
る
だ
け
で
あ
り
（
雇
用
保
険
法
十
三
条
）、
受
給
要
件
と
し
て
の
「
失
業
」
を
定
め

て
お
ら
ず
、
議
論
の
蓄
積
も
ほ
ぼ
な
い
。
ド
イ
ツ
で
は
、
社
会
法
典
三
編
に
よ
る
と
、
わ
が
国
の
雇
用
保
険
の
基
本
手
当
に
匹
敵
す
る

失
業
手
当
Ⅰ
の
要
件
は
、「
失
業
」
し
て
い
る
者
が
、
労
働
行
政
に
失
業
を
届
け
出
て
、
資
格
取
得
期
間
を
充
足
す
る
こ
と
で
あ
る

（
一
三
七
条
、
一
三
八
条
）。
資
格
取
得
期
間
は
、
原
則
と
し
て
、
失
業
前
の
二
年
の
枠
期
間
（
一
四
三
条
）
の
う
ち
保
険
加
入
義
務
期
間

が
少
な
く
と
も
十
二
ヵ
月
必
要
で
あ
る
（
一
四
二（

5
）

条
）。
失
業
手
当
の
要
件
を
充
足
す
れ
ば
、
被
保
険
者
の
保
険
加
入
期
間
に
応
じ
た

受
給
期
間
が
定
め
ら
れ
て
い
る
（
一
四
七
条
）。

　

も
っ
と
も
、
社
会
法
典
三
編
一
五
九
条
は
、
給
付
制
限
が
認
め
ら
れ
る
、
保
険
に
違
反
す
る
行
為
に
対
し
「
重
大
な
理
由
」
が
な
い

場
合
に
は
、
失
業
手
当
は
給
付
制
限
の
期
間
、
停
止
す
る
旨
を
定
め
て
い
る
（
一
項
一
文
）。
停
止
の
始
期
は
、
給
付
制
限
を
生
じ
さ

せ
た
事
柄
の
翌
日
で
あ
り
（
一
五
九
条
二
項
一
文
）、
自
己
都
合
退
職
の
停
止
期
間
は
、
原
則
と
し
て
一
二
週
間
で
あ
る
が
（
三
項
一

文
）、
給
付
制
限
を
生
じ
さ
せ
た
事
柄
か
ら
六
週
間
経
過
後
に
、
給
付
制
限
が
生
じ
な
け
れ
ば
労
働
関
係
が
終
了
し
た
で
あ
ろ
う
場
合

に
は
、
三
週
間
に
短
縮
さ
れ
る
（
三
項
二
文
一
号
）。
受
給
期
間
は
支
給
停
止
期
間
の
日
数
分
、
短
く
な
る
が
、
給
付
停
止
期
間
が
一
二

週
間
に
及
ぶ
場
合
に
は
請
求
で
き
る
日
数
の
四
分
の
一
が
短
縮
さ
れ
る
（
一
四
八
条
一
項
四
号
）。

社
会
法
典
三
編
　
一
三
八
条
　
失
業

（
１
）　

労
働
者
で
あ
る
者
が
次
の
各
号
を
充
足
す
る
場
合
に
は
、
失
業
で
あ
る
。

　
　

一
号　

就
業
関
係
に
な
い
（
就
業
の
喪
失
）

　
　

二
号　

自
己
の
就
業
喪
失
を
終
了
さ
せ
る
努
力
を
し
て
い
る
こ
と
（
自
己
努
力
）

　
　

三
号　

連
邦
労
働
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
の
紹
介
努
力
を
受
け
入
れ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
（
紹
介
を
受
け
る
能
力
）

雇用保険法における給付制限規定の検討―「自己都合」退職とは何か〔上田　真理〕

124



（
以
下
、
省
略
）

一
五
九
条
　
給
付
制
限
期
間
（Sperrzeit

）
の
停
止

（
１
）　

労
働
者
が
、
保
険
に
違
反
す
る
行
為
を
「
重
大
な
理
由
」
が
な
い
の
に
と
っ
た
場
合
に
は
、
請
求
権
は
給
付
制
限
の
期
間
に
つ

き
停
止
す
る
。
保
険
に
違
反
す
る
行
為
は
以
下
の
各
号
に
定
め
る
場
合
を
い
う
。

一
号　

失
業
者
が
就
業
関
係
を
解
消
し
又
は
労
働
契
約
に
違
反
す
る
行
為
態
度
を
通
じ
て
就
業
関
係
の
解
消
の
き
っ
か
け
を
与
え

又
は
そ
れ
を
通
じ
て
故
意
又
は
重
大
な
過
失
に
よ
り
失
業
を
惹
起
し
た
場
合
（
退
職
の
給
付
制
限
）

二
号
な
い
し
七
号
（
省
略
）

保
険
に
違
反
す
る
行
為
を
と
っ
た
者
は
、「
重
大
な
理
由
」
を
判
断
す
る
基
準
と
な
る
事
実
が
自
己
の
領
域
又
は
そ
の
責
任
領
域
に
あ

る
場
合
に
は
、
そ
れ
ら
の
事
実
を
説
明
し
（darlegen

）、
そ
し
て
証
明
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
２
）　

給
付
制
限
の
期
間
は
、
給
付
制
限
を
理
由
づ
け
る
事
柄
（Ereignis

）
の
生
じ
た
翌
日
を
も
っ
て
開
始
し
、
又
は
当
該
発
生
日

が
給
付
制
限
期
間
に
含
ま
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
進
行
し
て
い
る
給
付
制
限
期
間
の
終
了
を
も
っ
て
開
始
す
る
。
複
数
の
給
付
制
限
期

間
が
同
一
の
事
柄
に
よ
り
生
じ
る
場
合
に
は
、
一
項
二
文
一
号
な
い
し
七
号
の
順
に
よ
る
。

（
３
）　

離
職
に
つ
い
て
の
給
付
制
限
の
期
間
は
、
一
二
週
間
と
す
る
。
給
付
制
限
の
期
間
は
、
次
の
各
号
に
定
め
た
場
合
に
は
、
短
縮

す
る
。一

号　

給
付
制
限
を
生
じ
さ
せ
る
事
柄
か
ら
六
週
間
以
内
に
、
労
働
関
係
が
、
そ
れ
が
な
け
れ
ば
終
了
し
た
場
合
に
は
、
三
週
間

に
短
縮
す
る
。

二
号　

次
の
各
号
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
六
週
間
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⒜　

給
付
制
限
を
理
由
づ
け
る
事
柄
が
生
じ
た
後
一
二
間
以
内
に
、
労
働
関
係
が
、
給
付
制
限
が
生
じ
な
く
て
も
終
了
し
た
で
あ
ろ
う

場
合　

又
は

⒝　

給
付
制
限
の
発
生
の
基
準
と
な
る
事
実
か
ら
判
断
す
れ
ば
失
業
者
に
と
り
一
二
週
間
の
給
付
制
限
が
特
別
に
過
酷
で
あ
る
場
合

（
４
）
か
ら
（
６
）
省
略

　

確
か
に
、
日
本
に
限
ら
ず
、
任
意
失
業
に
対
す
る
制
裁
を
規
定
す
る
国
は
少
な
く
な
い
。
あ
る
研（

6
）

究
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
又
は
Ｅ
Ｕ
の

三
六
カ
国
の
雇
用
保
険
制
度
を
、
資
格
取
得
の
条
件
、
求
職
活
動
へ
の
要
求
、
求
職
活
動
の
証
明
、
職
業
紹
介
の
拒
否
に
対
す
る
制
裁

の
四
グ
ル
ー
プ
を
九
項
目
に
分
け
、
五
段
階
の
ス
コ
ア
（
三
が
「
標
準
」
と
さ
れ
、
厳
し
い
ほ
ど
ス
コ
ア
が
大
き
く
な
る
）
を
つ
け
て
い

る
。
給
付
制
限
は
、「
受
給
に
必
要
な
雇
用
期
間
（
項
目
一
）」
と
並
ん
で
「
任
意
失
業
の
制
裁
（
項
目
二
）」
と
し
て
資
格
取
得
の
条
件

の
グ
ル
ー
プ
に
含
ま
れ
る
事
柄
で
あ
り
、
わ
が
国
は
「
標
準
」
で
あ
る
。
そ
の
研
究
に
よ
れ
ば
、
日
本
は
、
保
険
加
入
要
件
は
厳
し
く

は
な
く
（
ス
コ
ア
二
）、
給
付
制
限
の
要
件
・
効
果
も
標
準
（
ス
コ
ア
三
）
と
さ
れ
て
い
る
。
ド
イ
ツ
の
給
付
制
限
も
わ
が
国
と
同
じ
評

価
を
う
け
て
い
る
。
給
付
制
限
の
項
目
は
労
働
者
に
失
業
を
生
じ
さ
せ
た
責
め
、
過
失
が
あ
る
場
合
に
適
用
さ
れ
る
制
裁
を
示
す
が
、

「
正
当
な
理
由
」
の
定
義
は
国
に
よ
り
多
様
で
あ
る
、
と
い
う
。
定
義
の
多
様
さ
だ
け
で
は
な
く
、
争
訟
を
通
じ
た
事
後
審
査
の
あ
り

方
が
、
少
な
く
と
も
日
独
の
給
付
制
限
規
定
に
よ
る
失
業
者
の
受
給
権
の
制
約
に
大
き
な
相
違
を
も
た
ら
し
て
い
る
の
で
は
な
い
だ
ろ

う
か
。
わ
が
国
で
は
給
付
制
限
に
対
す
る
争
訟
が
少
な（

7
）
く
、
事
後
審
査
を
通
じ
た
ル
ー
ル
が
形
成
さ
れ
て
い
な
い
。

（
２
）
給
付
制
限
の
検
討
の
視
点

（
ⅰ
）
比
例
原
則
及
び
過
剰
介
入
の
禁
止
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自
己
退
職
に
対
す
る
給
付
制
限
規
定
の
適
用
に
あ
た
っ
て
は
、
失
業
者
の
受
給
権
を
過
度
に
制
約
す
る
こ
と
は
法
治
国
家
原
理
に
抵

触
し
な
い
の
か
が
基
準
に
な
る
。
ド
イ
ツ
で
は
、
給
付
制
限
規
定
要
件
及
び
効
果
の
審
査
で
も
強
調
さ
れ
て
い
る
の
が
、
法
治
国
家
原

理
（
基
本
法
二
〇
条
三
項
）
に
基
づ
く
比
例
原
則
と
過
剰
介
入
の
禁
止
（Ü

berm
aßverbot

）
で
あ（

8
）
る
。
詳
細
は
二
章
以
下
で
紹
介
す
る

こ
と
に
し
、
こ
こ
で
は
比
例
原
則
に
つ
い
て
簡
潔
に
言
及
し
て
お
き
た
い
。
比
例
原
則
と
は
、
一
般
的
に
は
、「
適
合
性
原
則
」「
必
要

性
原
則
」「
狭
義
の
比
例
原
則
」
を
含
む
も
の
で
あ
る
。
と
り
わ
け
社
会
保
障
法
で
争
点
に
な
る
の
は
狭
義
の
比
例
原
則
で
、
総
合
的

に
評
価
を
す
る
さ
い
に
適
切
で
（angem

essen

）、
そ
れ
ゆ
え
に
当
事
者
に
過
度
の
負
担
で
は
な
く
、
期
待
可
能
な
（zum

utbar

）
も

の
で
あ
る
の
か
否
か
で
あ
る
。
比
例
原
則
は
、
警
察
権
限
の
制
約
の
た
め
に
用
い
ら
れ
て
き
た
が
、
し
だ
い
に
公
法
の
み
な
ら
ず
、
民

法
、
労
働
法
な
ど
個
別
領
域
に
も
適
用
さ
れ
て
い
る
。
自
由
の
制
約
は
、
正
当
な
（legitim

）
目
的
の
達
成
に
適
合
し
た
手
段
で
あ
り

（geeinget

）、
目
的
達
成
に
必
要
な
も
の
で
（erforderlich

）、
措
置
に
よ
る
侵
害
が
目
的
で
あ
る
利
益
と
均
衡
（Proportionalität

）
を

失
わ
な
い
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
つ
ま
り
、
立
法
者
が
意
図
し
た
目
的
を
達
成
す
る
介
入
は
、
適
性
が
あ
り
、
か
つ
必
要
な
も

の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
れ
は
、
当
該
目
的
が
、
個
人
に
ほ
ぼ
負
担
を
与
え
な
い
他
の
方
法
で
は
達
成
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ

と
、
か
つ
個
人
に
生
じ
る
負
担
は
、
本
人
及
び
公
共
に
生
じ
る
利
益
と
合
理
的
な
関
係
が
保
た
れ
て
い
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
過
剰
介

入
の
禁
止
に
よ
り
、
介
入
は
、
そ
の
対
象
に
な
る
当
該
基
本
権
の
重
要
性
及
び
意
義
と
適
切
な
関
係
に
あ
る
こ
と
が
必
要
に
な
る
（
9
）。

（
ⅱ
）
給
付
制
限
の
意
義

　

給
付
制
限
規
定
は
、
そ
の
目
的
と
、
憲
法
上
の
過
剰
介
入
の
禁
止
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な（

10
）
い
。
連
邦
社
会
裁
判（

11
）
所
は
、
自
己
都

合
退
職
に
給
付
制
限
を
設
け
て
い
る
目
的
は
、
失
業
の
発
生
に
対
す
る
責
任
を
被
保
険
者
自
身
が
負
っ
て
い
る
、
又
は
失
業
を
克
服
す

る
協
力
を
、
被
保
険
者
自
身
が
理
由
な
く
行
わ
な
い
と
い
っ
た
リ
ス
ク
か
ら
、
被
保
険
者
集
団
（
被
保
険
者
共
同
体
と
よ
ば
れ
る
）
を
ま
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も
る
こ
と
に
あ
る
と
い
う
。
そ
れ
ゆ
え
、
給
付
が
制
限
さ
れ
る
の
は
、
あ
ら
ゆ
る
個
別
事
情
を
考
慮
に
入
れ
、
被
保
険
者
自
ら
の
利
益

と
被
保
険
者
共
同
体
の
利
益
を
衡
量
す
れ
ば
、
別
の
行
動
を
と
る
こ
と
が
被
保
険
者
で
あ
る
労
働
者
に
期
待
で
き
る
場
合
で
あ
る
、
と

判
示
し
て
い
る
。
た
と
え
ば
、
使
用
者
の
圧
力
を
う
け
、
解
雇
に
瀕
し
て
い
た
労
働
者
が
、
解
雇
さ
れ
る
前
に
自
ら
退
職
し
た
場
合

に
、
自
己
都
合
退
職
と
な
る
こ
と
が
あ
る
。
そ
う
し
た
場
合
で
も
、
連
邦
社
会
裁
判
所（

12
）

は
、
連
帯
に
よ
る
被
保
険
者
共
同
体
に
と
っ
て

使
用
者
に
よ
る
解
雇
に
利
益
が
あ
る
こ
と
が
明
白
で
な
い
と
す
れ
ば
、
労
働
者
が
有
し
て
い
る
利
益
、
と
く
に
労
働
関
係
の
終
了
を
自

己
に
有
利
に
形
成
す
る
こ
と
へ
の
固
有
の
利
益
を
考
慮
し
な
い
の
で
あ
れ
ば
、
過
剰
介
入
の
禁
止
に
抵
触
す
る
疑
い
が
生
じ
る
と
判
示

し
て
い
る
。

　

本
稿
は
、
給
付
制
限
の
前
提
と
な
る
「
失
業
し
て
い
る
」
状
況
の
判
断
を
次
章
で
検
討
し
、
そ
し
て
、
給
付
制
限
の
「
自
己
都
合
」

退
職
の
基
準
を
明
確
に
し
た
上
で
、「
自
己
都
合
」
退
職
で
あ
る
と
し
て
も
個
別
事
例
ご
と
に
「
重
大
な
理
由
」
の
有
無
が
な
お
審
査

さ
れ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
そ
れ
に
は
個
別
の
決
定
に
つ
い
て
の
「
適
切
性
（A

ngem
essenheit

）」
が
審
査
さ
れ
る
意
義
が
あ（

13
）
る
。

最
後
に
、「
重
大
な
理
由
」
が
な
い
「
自
己
都
合
」
退
職
で
も
、
と
く
に
失
業
者
の
行
為
に
照
ら
し
て
給
付
制
限
の
効
果
も
「
適
切
」

で
あ
る
と
い
え
る
の
か
が
問
題
に
な
る
。

注

（
1
）　

労
務
行
政
研
究
所
『
逐
条
解
説　

失
業
保
険
法
の
詳
解
』（
労
務
行
政
研
究
所
、
一
九
四
八
年
）
八
三
頁
。

（
2
）　

加
藤
孝
『
改
正
雇
用
保
険
の
理
論
』（
財
形
福
祉
協
会
、
一
九
八
五
年
）
二
八
六
頁
。

（
3
）　

木
下
秀
雄
「
失
業
労
働
者
の
生
活
保
障
と
雇
用
保
険
法
」『
労
働
法
律
旬
報
』
一
六
九
七
号
（
二
〇
〇
九
年
）
五
六
頁
。
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（
4
）　

こ
の
論
点
に
つ
い
て
、
丸
谷
浩
介
「
失
業
労
働
法
の
今
日
的
意
義
―
求
職
者
法
試
論
―
」
良
永
彌
太
郎
、 

柳
澤
旭
編
『
労
働
関
係
と
社
会
保
障
法
、

荒
木
誠
之
先
生
米
寿
祝
賀
論
文
集
』（
法
律
文
化
社
、
二
〇
一
三
年
）
一
二
一
頁
以
下
。

（
5
）　

な
お
、
短
期
就
業
者
に
つ
い
て
は
、
例
外
と
し
て
保
険
加
入
期
間
を
六
カ
月
と
し
て
い
る
が
、
な
お
十
分
で
は
な
い
と
す
る
研
究
も
あ
る
（Elke/

Gesine,Leistungsansprüche bei kurzen Beschäftigungszeiten: A
rbeitslosengeld - w

ie lange m
an dafür arbeiten m

uss,IA
B- 

K
urzbericht, 19/2012

）。

（
6
）　V

enn, Eligibility Criteria for U
nem

ploym
ent Benefits: Q

uantitative Indicators for O
ECD

 and EU
 Countries

”, O
ECD

 Social, 

Em
ploym

ent and M
igration W

orking Papers, N
o. 131,2012,15,36.

（
7
）　

平
成
二
四
年
三
月
三
一
日
現
在
の
労
働
保
険
再
審
査
関
係
統
計
表
に
よ
れ
ば
、
雇
用
保
険
全
体
の
再
審
査
の
請
求
数
は
平
成
二
二
年
度
で
五
七
件
、

二
三
年
度
三
八
件
で
あ
り
、
区
分
別
に
み
れ
ば
「
給
付
制
限
」
は
二
二
年
度
二
件
、
二
三
年
度
七
件
で
あ
る
。
特
定
受
給
資
格
該
当
性
に
つ
い
て
は
「
そ

の
他
」
の
区
分
に
含
ま
れ
る
が
、
再
審
査
裁
決
一
覧
を
み
れ
ば
、
有
期
雇
用
労
働
者
の
期
間
満
了
に
よ
る
離
職
が
特
定
受
給
資
格
に
該
当
す
る
か
等
も
争

い
に
な
っ
て
い
る
。

（
8
）　BSG U

rt.v.09.02.1995 E 76,12,15.A
uch BSG U

rt.v.15.11.1995 E 77,61,64;BSG U
rt.v.25.04.2002 E 89,243,248.

（
9
）　V

gl. BV
erfG U

rt.v.20.6.1984 E 67,157,173.

（
10
）　BSG U

rt.v.09.02.1995 E 76, 12, 15;BSG U
rt.v.05.08.1999 E 84,225;BSG U

rt.v.25.04.2002 E 89, 243.Bieback,Sperrzeiten im
 SGB III 

und ihre V
erhältnism

äßigkeit, Soziales Recht 2011,21ff..

（
11
）　BSG U

rt.v.26 10.2004 SozR 4-4300

§144 N
r.9.

（
12
）　BSG U

rt.v.25.04.2002 E 89,243,248.

（
13
）　Schluz, D

ie Sperrzeit beim
 Bezug von A

rbeitslosengeld,SGb 2005,S.89,97.
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Ⅱ　
「
就
業
の
喪
失
」
と
は

１　

事
実
上
の
失
業

（
１
）「
失
業
」
を
捉
え
る
視
点

　

ま
ず
、
就
業
の
喪
失=

失
業
の
捉
え
方
の
特
徴
を
確
認
し
た
い
。
日
本
で
は
、
雇
用
関
係
が
解
雇
に
よ
ら
な
く
と
も
、
使
用
者
の

「
圧
力
」
や
過
酷
な
労
働
条
件
に
よ
り
、
労
働
者
が
退
職
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
場
合
に
、
退
職
届
を
だ
し
、
雇
用
関
係
が
「
自
発
的
」

に
終
了
す
る
形
式
が
容
易
に
と
ら
れ
る
。
労
働
法
で
は
雇
用
終
了
を
い
か
に
制
限
し
、
雇
用
存
続
を
は
か
る
の
か
が
重
要
な
課
題
に
な

る
の
に
対
し
、
雇
用
終
了
＝
失
業
を
前
提
に
、
失
業
労
働
者
の
所
得
を
い
か
に
保
障
す
る
の
か
が
社
会
保
障
法
で
は
生
存
権
の
観
点
か

ら
、
確
か
に
重
要
に
な
る
。
換
言
す
れ
ば
、
労
働
者
の
意
に
反
す
る
雇
用
終
了
を
い
か
に
制
限
す
る
の
か
、
と
い
う
労
働
法
の
課
題

と
、
雇
用
終
了
を
前
提
に
い
か
に
失
業
時
に
失
業
手
当
を
保
障
す
る
の
か
と
い
う
社
会
保
障
法
の
課
題
は
、
一
見
両
立
し
な
い
。
し
か

し
、
こ
れ
を
同
時
に
解
決
す
る
解
釈
論
を
連
邦
社
会
裁
判
所
が
展
開
し
て
き
た
。
ド
イ
ツ
で
は
、
雇
用
関
係
が
容
易
に
終
了
せ
ず
、
存

続
す
る
。
社
会
保
険
で
も
事
業
主
に
対
す
る
被
用
者
保
険
の
保
険
料
徴
収
関
係
が
存
続
す
る
。
そ
れ
ゆ
え
に
、「
失
業
」
は
容
易
に
は

生
じ
な
い
こ
と
に
な
る
。
雇
用
終
了
を
制
限
す
る
ル
ー
ル
が
確
立
し
て
い
る
か
ら
こ
そ
、
少
な
く
と
も
形
式
上
は
失
業
で
は
な
い
一
方

で
、
し
か
し
現
実
に
は
、
た
と
え
ば
使
用
者
に
よ
る
受
領
拒
否
が
な
さ
れ
る
と
、
労
働
者
が
就
労
し
て
い
な
い
場
合
に
、
使
用
者
と
賃

金
を
支
払
う
合
意
に
至
ら
な
い
限
り
、
賃
金
も
雇
用
保
険
も
当
然
に
請
求
で
き
る
わ
け
で
は
な
い
。
だ
か
ら
こ
そ
、
ド
イ
ツ
で
は
、
雇

用
保
険
の
基
本
手
当
に
該
当
す
る
失
業
手
当
の
受
給
権
に
よ
り
、
労
務
不
提
供
の
た
め
事
実
上
は
失
業
し
て
い
る
労
働
者
に
い
か
に
所

得
を
保
障
す
る
の
か
、
が
争
わ
れ
て
き
た
。
具
体
的
に
は
、
就
業
関
係
が
事
実
上
終
了
し
て
い
る
、
い
わ
ば
「
事
実
上
の
失
業
」
状
態
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の
労
働
者
が
、
労
働
行
政
に
失
業
手
当
の
申
請
を
し
た
場
合
に
、
当
初
は
、
行
政
は
こ
れ
を
認
容
し
な
か
っ
た
た
め
、
多
く
の
訴
訟
が

提
起
さ
れ
た
。
雇
用
関
係
の
存
続
中
に
現
実
に
は
労
務
の
提
供
を
し
て
い
な
い
状
態
に
対
し
て
（
受
領
拒
否
を
含
む
解
雇
、
私
傷
病
労
働

者
の
休
職
期
間
満
了
後
、
退
職
前
の
労
務
の
停
止
等
）
だ
れ
が
所
得
を
保
障
す
る
の
か
が
争
い
に
な
っ
て
き
た
。
ド
イ
ツ
連
邦
社
会
裁
判

所
は
、
雇
用
関
係
及
び
保
険
料
徴
収
に
か
か
る
保
険
関
係
存
続
中
で
も
、
事
実
上
仕
事
を
し
て
い
な
い
状
態
を
、
失
業
＝
「
就
業
の
喪

失
」
と
評
価
し
て
き
た
。

（
２
）
事
実
上
の
失
業
＝
「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
の
不
存
在
」
の
意
義

　

一
九
九
七
年
ま
で
施
行
さ
れ
て
い
た
雇
用
促
進
法
（A

rbeitsförderungsgesetz

）［
Ａ
Ｆ
Ｇ
］
は
一
〇
一
条
に
失
業
概
念
を
定
め
、

そ
の
一
項
一
文
に
「
こ
の
法
律
で
失
業
と
は
、
一
時
的
に
（vorübergehend

）
就
業
関
係
（Beschäftigungsverhältnis

）
に
な
い
又

は
些
少
の
（
一
九
七
六
年
一
二
月
二
三
日
法
に
よ
る
変
更
（BGBl.Ⅰ

S. 3845

）
一
九
七
七
年
か
ら
「
短
時
間
の
」
就
業
に
変
更
さ
れ
た
）

就
業
に
し
か
つ
い
て
い
な
い
労
働
者
で
あ
る
」
と
し
て
い
た
。
社
会
法
典
三
編
一
三
八
条
（
二
〇
一
二
年
三
月
三
一
日
ま
で
一
一
九
条
）

は
失
業
手
当
の
支
給
要
件
で
あ
る
失
業
を
一
項
二
文
に
定
義
し
て
い
る
。
そ
こ
で
は
、
労
働
者
が
次
に
掲
げ
る
状
態
に
あ
る
場
合
に
、

失
業
で
あ
る
と
し
、
一
号
に
就
業
関
係
に
な
い
こ
と
（「
就
業
の
喪
失
（Beschäftigungslosigkeit

）」）、
二
号
に
就
業
の
喪
失
を
終
了
さ

せ
る
努
力
を
し
て
い
る
こ
と
（
自
己
努
力
）［Eigenbem

ühungen
］、
三
号
に
労
働
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
の
紹
介
の
努
力
に
対
応
で
き
る

こ
と
（
紹
介
を
受
け
る
能
力
が
あ
る
こ
と
）［V

erfügbarkeit

］
を
定
め
て
い
る
。
一
三
八
条
一
項
二
文
一
号
の
「
就
業
関
係
」
に
な
い

こ
と=

就
業
の
喪
失
と
は
ど
の
よ
う
な
状
態
を
い
う
の
だ
ろ
う
か
。
そ
の
具
体
的
判
断
を
み
る
前
に
、
雇
用
保
険
法
の
受
給
に
関
わ

る
就
業
関
係
に
つ
い
て
の
裁
判
所
の
判
示
を
確
認
し
て
お
こ
う
。「
就
業
関
係
」
は
、「
就
業
関
係
に
な
い
こ
と
」
の
と
ら
え
方
に
加
え

て
、
給
付
制
限
が
行
わ
れ
る
労
働
者
に
よ
る
「
就
業
関
係
の
解
消
（Lösung der Beschäftigungsverhältnis

）」
の
要
件
（
三
編
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一
五
九
条
一
項
一
号
）
及
び
効
果
（
一
五
九
条
二
項
・
三
項
）
を
理
解
す
る
上
で
、
か
か
る
就
業
関
係
の
解
釈
を
確
認
し
て
お
く
こ
と
が

有
意
義
で
あ
る
。

　

失
業
手
当
受
給
権
の
要
件
の
一
つ
で
あ
る
「
就
業
関
係
に
な
い
」
も
、
給
付
制
限
の
要
件
で
あ
る
「
就
業
の
解
消
」
も
、「
就
業
し

て
い
な
い
」
状
態
を
捉
え
る
も
の
で
あ
り
、
労
働
関
係
が
存
続
し
て
い
た
と
し
て
も
、
そ
れ
と
は
別
に
実
際
に
就
業
し
て
お
ら
ず
、
賃

金
も
受
け
取
っ
て
い
な
い
場
合
を
対
象
に
し
て
い
る
。
一
般
的
な
概
念
と
し
て
は
、
労
働
関
係
と
区
別
し
、「
就
業
関
係
」
が
用
い
ら

れ（
1
）

る
。

　

保
険
料
に
関
す
る
法
的
関
係
は
い
っ
た
ん
成
立
す
る
と
、
雇
用
関
係
が
短
期
的
に
断
続
的
に
中
断
す
る
場
合
に
も
、
保
険
の
保
護
機

能
を
発
揮
す
る
た
め
に
存
続
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
う
で
あ
れ
ば
、
失
業
時
の
生
活
保
障
機
能
を
果
た
す
失
業
手
当
の
受
給
権
は
成

立
し
な
い
、
と
い
う
こ
と
に
な
る
の
で
は
な
い
か
。
と
い
う
の
も
、
就
業
関
係
が
存
続
し
て
い
る
な
ら
ば
そ
れ
は
失
業
し
て
い
な
い
か

ら
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
裁
判
所
は
、「
就
業
」
と
い
う
同
一
の
文
言
（
二
五
条
一
項
、
一
三
八
条
一
項
一
号
）
を
機
能
に
応
じ
て
区
別
す

る
立
場
を
と
り
、
一
方
で
保
険
料
支
払
い
期
間
・
加
入
期
間
に
か
か
わ
る
法
的
関
係
（
こ
れ
は
労
働
関
係
に
類
似
す
る
）
を
「
保
険
料
法

上
の
就
業
関
係
」
と
よ
び
、
他
方
で
、
受
給
に
か
か
わ
る
法
的
関
係
を
「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
」
と
よ
ん
で
い
る
（
後
述
）。

　

労
働
関
係
は
ま
だ
終
了
し
て
い
な
い
が
、
事
実
上
、
労
務
提
供
を
し
て
い
な
い
場
合
に
（
例
え
ば
、
使
用
者
の
受
領
拒
否
）、
労
働
関

係
も
「
保
険
料
法
上
の
就
業
関
係
」
も
存
続
し
て
い
る
が
、
失
業
し
て
い
る
＝
「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
」
は
な
い
、
と
い
う
考
え
方

で
あ
る
。
こ
の
考
え
方
に
よ
り
労
働
者
が
失
業
手
当
を
受
給
す
る
要
件
の
「
失
業
」
を
充
足
す
る
こ
と
に
も
な
る
。
こ
の
受
給
権
を
生

じ
さ
せ
る
「
失
業
」
を
、
雇
用
関
係
が
形
式
的
に
存
す
る
の
か
で
は
な
く
、
事
実
上
労
務
提
供
を
し
て
い
た
の
か
、
賃
金
が
支
払
わ
れ

て
い
た
の
か
を
実
際
の
機
能
か
ら
判
断
す
る
こ
と
で
、
賃
金
も
失
業
手
当
も
何
ら
提
供
さ
れ
て
い
な
い
状
態
を
回
避
で
き
る
わ
け
で
あ

る
。
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２　

就
業
関
係
の
二
面
性

（
１
）
二
つ
の
就
業
関
係

　

連
邦
社
会
裁
判
所
は
、
就
業
関
係
を
二
つ
の
概
念
に
分
け
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
」（
三
編
一
三
八
条
一
項

二
文
一
号
）
と
「
保
険
料
法
上
の
就
業
関
係
」（
三
編
二
五
条
）
で
あ
る
。
本
稿
で
は
、「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
」
を
中
心
に
と
り
あ

げ
る
が
、「
保
険
料
法
上
の
就
業
関
係
」
に
つ
い
て
簡
単
に
確
認
し
て
お
き
た
い
。

　
「
保
険
料
法
上
の
就
業
関
係
」
は
、
労
働
関
係
と
ほ
ぼ
一
致
し
、
被
用
者
保
険
が
、
就
業
者
に
保
険
加
入
義
務
を
課
す
こ
と
に
よ
り
、

保
険
に
よ
る
保
障
機
能
を
果
た（

2
）
す
。
就
業
者
は
原
則
と
し
て
そ
の
職
業
生
活
の
全
体
の
期
間
の
間
、
稼
得
能
力
の
減
少
の
リ
ス
ク
や
失

業
に
中
断
な
く
保
護
さ
れ
る
べ
き
で
あ（

3
）
る
。
そ
の
必
要
性
は
、
労
務
を
実
際
に
提
供
し
な
い
間
に
小
さ
く
な
る
わ
け
で
は
な
い
。
し
た

が
っ
て
、
就
労
し
な
い
期
間
が
一
定
続
く
と
し
て
も
、
そ
の
つ
ど
労
働
関
係
を
終
了
さ
せ
な
い
の
と
同
様
に
、
保
険
関
係
も
存
続
さ
せ

る
。
労
働
関
係
と
、
失
業
手
当
の
受
給
に
必
要
な
加
入
期
間
を
規
定
す
る
「
保
険
料
法
上
の
就
業
関
係
」
が
、
原
則
と
し
て
一
致
す
る

の
は
、
使
用
者
が
労
働
関
係
の
終
了
前
に
一
方
的
に
「
保
険
料
法
上
の
就
業
関
係
」
か
ら
解
消
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
を
、
明
ら

か
に
す
る
も
の
で
あ
る
。
労
働
者
の
意
思
に
基
づ
き
就
業
関
係
を
終
了
さ
せ
る
こ
と
は
自
由
で
あ
る
の
に
対
し
、
使
用
者
の
恣
意
に
よ

り
社
会
保
険
の
保
護
が
奪
わ
れ
な
い
よ
う
に
、
労
働
関
係
が
存
続
す
る
限
り
、
労
務
提
供
が
な
く
と
も
、
就
業
関
係
は
存
続
す（

4
）
る
。

（
２
）
雇
用
保
険
の
機
能
と
「
事
実
主
義
」

　

雇
用
保
険
で
は
「
事
実
主
義
」
を
貫
徹
し
て
、
労
働
者
の
失
業
に
適
切
に
か
つ
適
時
に
保
障
す
る
法
理
が
蓄
積
さ
れ
て
い
る
。
ド
イ

ツ
被
用
者
保
険
法
で
は
、
被
保
険
者
資
格
の
取
得
時
を
判
断
す
る
際
に
は
、
保
険
者
と
事
業
主
間
で
の
保
険
料
上
の
法
的
関
係
が
主
た
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る
問
題
に
な
る
の
で
、
そ
れ
を
「
保
険
料
法
上
の
就
業
関
係
」
と
呼
ん
で
い
る
わ
け
で
あ
る
。
連
邦
社
会
裁
判
所
一
九
八
一
年
九
月

二
五
日
判（

5
）

決
が
「
保
険
料
法
上
の
就
業
関
係
」
の
存
続
を
示
し
た
よ
う
に
、
労
働
者
が
要
保
障
事
故
で
あ
る
失
業
、
障
害
、
傷
病
、
老

齢
が
生
じ
た
場
合
に
、
立
法
者
は
被
保
険
者
に
所
得
保
障
を
予
定
し
て
い
る
が
、
そ
の
保
障
機
能
を
可
能
に
す
る
に
は
被
保
険
者
の
資

格
取
得
期
間
を
充
足
す
る
こ
と
が
条
件
に
な
る
。
そ
の
点
を
さ
し
て
被
用
者
の
社
会
保
険
加
入
義
務
に
は
「
保
護
機
能
」
が
あ
る
と
表

現
さ
れ
て
い
る
。
他
方
で
、
雇
用
保
険
法
で
は
そ
う
し
た
解
釈
だ
け
で
は
、
む
し
ろ
労
働
者
の
受
給
権
か
ら
み
れ
ば
不
利
に
機
能
す
る

こ
と
が
あ
る
。
そ
れ
は
、
保
険
関
係
が
存
続
す
る
＝
失
業
し
て
い
な
い
、
と
解
さ
れ
る
な
ら
ば
、
雇
用
保
険
の
対
象
に
な
る
「
失
業
」

の
要
保
障
事
故
は
、
ま
だ
生
じ
て
い
な
い
こ
と
に
な
り
、
三
編
一
三
八
条
一
項
二
文
一
号
の
「
就
業
関
係
に
な
い
」（「
就
業
の
喪
失
」）

と
い
う
要
件
を
充
足
し
て
い
な
い
こ
と
に
な
る
。
そ
こ
で
、
連
邦
社
会
裁
判
所
は
、
保
険
者
の
事
業
主
に
対
す
る
保
険
料
の
徴
収
に
か

か
る
適
用
と
は
別
に
、
保
険
者
の
被
保
険
者
と
の
受
給
に
か
か
る
関
係
を
「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
」
と
よ
び
、
就
業
関
係
を
二
元
的

に
捉
え
る
解
釈
を
示
し
て
き
た
。
雇
用
保
険
法
で
は
事
実
上
の

4

4

4

4

「
就
業
の
喪
失
」（
傍
点
筆
者
）
を
認
め
る
こ
と
に
よ
り
、「
給
付
法
上

の
就
業
関
係
」
は
な
い
、
と
帰
結
さ
れ（

6
）

る
。
連
邦
社
会
裁
判
所
は
就
業
関
係
を
こ
の
よ
う
に
解
釈
す
る
こ
と
は
「
機
能
的
に
区
別
さ
れ

た
解
釈
（funktionsdifferente A

uslegung

）」
で
あ
り
、
必
要
で
あ
る
、
と
強
調
し
て
い
る
。

　

連
邦
社
会
裁
判
所
一
九
七
九
年
九
月
四
日
事（

7
）

件
で
は
、
使
用
者
の
受
領
遅
滞
が
生
じ
て
い
る
が
、
失
業
手
当
の
支
給
要
件
で
あ
る

「
失
業
」
が
当
該
労
働
者
に
生
じ
て
い
な
い
の
か
が
争
点
に
な
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
連
邦
社
会
裁
判
所
は
、
社
会
保
険
加
入
関
係
そ

し
て
保
険
料
支
払
い
関
係
と
は
別
に
、
受
給
す
る
局
面
を
「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
」
と
い
う
概
念
を
用
い
て
、
事
実
上
「
給
付
法
上

の
就
業
関
係
」
が
不
存
在
＝
事
実
上
の
失
業
で
あ
る
、
と
い
う
判
断
を
示
し
た
。
本
件
で
は
、
事
実
上
の
就
業
の
喪
失
は
、
使
用
者
が

指
揮
命
令
権
の
行
使
す
る
意
思
を
有
し
て
お
ら
ず
、
被
用
者
の
労
働
力
が
事
実
上
求
め
ら
れ
な
い
場
合
に
す
で
に
認
め
ら
れ
る
、
と
し

て
い
る
。
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最
近
も
雇
用
保
険
に
関
し
て
、
連
邦
社
会
裁
判
所
二
〇
一
二
年
七
月
四
日
判（

8
）

決
は
、
雇
用
保
険
法
で
は
「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
」

概
念
と
保
険
料
法
上
の
概
念
を
区
別
し
て
お
り
、
給
付
法
上
の
「
就
業
の
喪
失
」
は
、
労
働
関
係
の
存
続
と
は
別
に
、
実
際
に
そ
の
労

務
給
付
を
も
は
や
提
供
し
て
い
な
い
者
に
認
め
ら
れ
て
い
る
、
と
い
う
。
使
用
者
が
指
揮
命
令
権
を
放
棄
し
て
い
る
又
は
労
働
者
の
そ

れ
以
降
の
労
務
の
受
領
を
拒
否
し
て
い
る
場
合
に
は
「
就
業
の
喪
失
」
で
あ
る
。「
保
険
料
法
上
の
就
業
関
係
」
は
、
契
約
又
は
法
律

上
は
賃
金
の
継
続
支
払
い
請
求
権
が
存
す
る
限
り
、
労
働
関
係
の
法
的
終
了
に
い
た
る
ま
で
存
続
し
う
る
。
他
方
で
、「
給
付
法
上
の

就
業
関
係
」
は
、
雇
用
関
係
と
は
別
に
判
断
さ
れ
、
労
務
提
供
と
賃
金
が
実
際
に
提
供
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
終
了
し
て
い
る
と
判
断
さ

れ
る
。
前
者
の
「
保
険
料
法
上
の
就
業
関
係
」
は
保
険
加
入
義
務
及
び
個
々
の
社
会
保
険
の
加
入
者
（M

itgliedschaft

）
の
基
準
に
な

る
の
に
対
し
、
給
付
法
上
の
就
業
関
係
は
「
就
業
の
喪
失
」（
三
編
一
三
八
条
一
項
二
文
一
号
）
の
問
題
に
か
か
わ
り
、
雇
用
保
険
に
よ

り
カ
バ
ー
す
る
「
失
業
」
を
規
定
す
る
。

　

こ
の
よ
う
な
就
業
関
係
の
二
面
性
の
把
握
は
、
一
方
で
、
保
険
者
が
被
保
険
者
に
対
し
て
保
障
す
る
機
能
を
、
雇
用
保
険
法
で
の
失

業
を
「
事
実
主
義
」
に
基
づ
き
、
雇
用
関
係
と
は
別
に
認
定
す
る
こ
と
に
よ
り
果
た
す
意
味
が
あ
る
。
他
方
で
、
だ
か
ら
と
い
っ
て
、

使
用
者
が
恣
意
的
に
雇
用
関
係
を
終
了
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
る
わ
け
で
は
な
く
、
む
し
ろ
容
易
に
終
了
さ
せ
て
失
業
を
惹
起
さ
せ
る
使

用
者
は
、
雇
用
関
係
の
存
続
と
一
致
さ
せ
た
、
保
険
料
に
か
か
わ
る
、
保
険
者
と
の
保
険
関
係
を
切
断
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
。
そ

れ
を
裁
判
所
は
、「
保
険
料
法
上
の
就
業
関
係
」
は
存
続
す
る
と
判
示
し
て
き
た
。
具
体
的
に
は
、
例
え
ば
、
事
業
主
は
、
た
と
え
労

働
者
が
労
務
不
提
供
で
も
、
雇
用
関
係
の
存
続
に
基
づ
き
契
約
又
は
協
約
に
よ
り
、
あ
る
い
は
法
令
に
よ
り
賃
金
支
払
義
務
を
負
う
こ

と
が
あ
り
（
例
え
ば
、BGB

六
一
五
条
、
六
一
六
条
、
有
給
休
暇
法
一
条
、
一
一
条
、
賃
金
継
続
支
払
法
三
条
一
項
一
文
に
よ
る
私
傷
病
労
働

者
に
対
す
る
賃
金
継
続
支
払
い
義
務
）、
そ
う
で
あ
れ
ば
、
賃
金
支
払
い
に
基
づ
き
当
該
被
保
険
者
に
対
し
て
雇
用
保
険
法
の
保
険
料
支

払
い
義
務
か
ら
事
業
主
は
免
れ
な
い
。
と
い
う
の
も
、
賃
金
支
払
い
義
務
を
基
本
と
し
て
、
当
該
被
保
険
者
は
、
雇
用
保
険
法
上
の
関
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係
が
強
制
保
険
と
し
て
成
立
し
て
い
る
の
で
あ
り
（
三
編
二
五
条
一
文
）、「
保
険
料
法
上
の
就
業
関
係
」
は
終
了
し
て
い
な
い
か
ら
で

あ（
9
）

る
。

　

社
会
保
険
の
な
か
で
も
雇
用
保
険
法
で
の
「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
」
は
失
業
の
要
件
の
認
定
が
問
題
に
な
る
の
で
、
労
働
者
の
保

障
の
た
め
に
、「
保
険
料
法
上
の
就
業
関
係
」
の
有
無
に
つ
い
て
の
判
断
か
ら
独
立
し
て
お
こ
な
う
、
と
い（

10
）

う
。
す
な
わ
ち
、
失
業
手

当
請
求
権
の
要
件
の
失
業
の
判
断
は
、
連
邦
社
会
裁
判
所
は
事
実
上
の
関
係
を
基
準
と
す
る
こ
と
を
強
調
し
て
き（

11
）

た
。
そ
の
点
を
「
事

実
主
義
ド
グ
マ
」
と
批
判
的
に
よ
ぶ
立
場
も
あ（

12
）

る
。
し
か
し
、
一
貫
し
て
連
邦
社
会
裁
判
所
は
、「
機
能
に
応
じ
た
解
釈
」
が
必
要
で

あ
る
と
強
調
し
、
雇
用
保
険
法
上
の
受
給
の
局
面
に
つ
い
て
展
開
し
て
き
た
わ
け
で
あ
る
。
こ
れ
は
社
会
保
険
の
中
で
も
雇
用
保
険
で

は
重
要
な
意
味
を
も
っ
て
い
る
。
と
い
う
の
も
、
被
保
険
者
が
失
業
手
当
を
受
給
す
る
に
は
資
格
期
間
を
充
足
す
る
必
要
が
あ
る
の

で
、
被
保
険
者
を
社
会
的
に
保
障
す
る
た
め
に
は
、
そ
の
よ
う
な
保
険
法
上
の
加
入
資
格
期
間
の
面
で
は
使
用
関
係
の
存
続
の
思
考
が

極
め
て
重
要
に
な
る
。
他
方
で
、
雇
用
保
険
の
保
険
事
故
で
あ
る
失
業
は
使
用
関
係
の
終
了
を
意
味
す
る
た
め
、
使
用
関
係
が
存
続
し

て
い
る
な
ら
ば
保
険
事
故
は
生
じ
て
い
な
い
、
と
解
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
連
邦
社
会
裁
判
所
は
、「
就
業
関
係
」
と
い
う

概
念
を
機
能
に
応
じ
て
解
釈
す
る
べ
き
で
あ
る
と
の
立
場
を
明
確
に
と
り
、
労
働
者
の
「
保
護
の
必
要
性
」
か
ら
雇
用
保
険
法
に
お
い

て
「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
」
概
念
を
示
し（

13
）

た
。

（
３
）「
就
業
の
喪
失
」
の
一
時（

14
）

性

（
ⅰ
）
就
業
と
不
就
業
の
反
復

　

雇
用
保
険
の
守
備
範
囲
の
「
就
業
の
喪
失
」=

失
業
は
、
一
時
的
な
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
失
業
が
予
測
さ
れ
て
い
る
、
又

は
繰
り
返
さ
れ
る
場
合
、
失
業
は
一
時
的
で
は
な
く
、
雇
用
保
険
の
保
障
に
適
し
て
い
な
い
の
だ
ろ
う
か
。
わ
が
国
で
は
「
予
定
さ
れ
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た
失
業
」
に
対
し
て
保
障
は
消
極
的
で
あ
る
。

　

短
期
間
の
雇
用
と
失
業
を
繰
り
返
し
て
い
る
状
態
は
、
確
か
に
、
安
定
し
た
雇
用
関
係
に
あ
っ
た
労
働
者
に
予
測
不
可
能
に
失
業
が

生
じ
た
の
と
は
異
な
る
。
失
業
手
当
が
「
一
時
的
な
（vorübergehend

）」
失
業
に
対
応
す
る
（
二
〇
一
二
年
三
月
ま
で
三
編
一
一
八
条

一
項
一
号
）
と
い
う
規
定
か
ら
す
れ
ば
、
不
安
定
な
断
続
的
な
雇
用
労
働
者
に
と
っ
て
失
業
は
、「
一
時
的
」
と
は
い
え
ず
、
予
測
さ

れ
う
る
な
ら
ば
、
失
業
手
当
受
給
権
の
要
件
を
満
た
さ
な
い
の
だ
ろ
う
か
。
二
〇
〇
四
年
一
二
月
三
一
日
ま
で
社
会
法
典
三
編
は
、
就

業
の
喪
失
は
「
一
時
的
」（
三
編
一
一
八
条
一
項
一
号
）
で
あ
る
場
合
に
限
定
す
る
旨
の
規
定
を
お
い
て
い
た
。
そ
の
後
、
三
編
一
三
八

条
か
ら
、
就
業
の
喪
失
が
「
一
時
的
」
で
あ
る
こ
と
は
削
除
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、「
就
業
の
喪
失
」
の
定
義
を
変
更
し
て
い
る
わ

け
で
は
な（

15
）
い
。
し
た
が
っ
て
、
従
来
の
判
決
を
踏
ま
え
て
、
就
業
の
喪
失
の
「
一
時
性
」
に
つ
い
て
の
判
断
を
確
認
し
て
お
き
た
い
。

わ
が
国
の
「
予
定
さ
れ
る
失
業
」
に
対
す
る
保
障
を
排
除
し
よ
う
と
す
る
考
え
を
見
直
す
こ
と
に
も
な
る
。

　

一
方
で
、「
一
時
的
な
」
就
業
の
喪
失
か
否
か
は
、
個
々
の
事
情
に
よ
り
判
断
さ
れ
る
が
、
重
要
な
の
は
、
退
職
の
理
由
が
労
働
者

4

4

4

4

4

4

4

4

4

個
人
の
事
情
に
よ
る
も
の
で
は
な
い
な
ら
ば

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

、
就
業
の
喪
失
の
一
時
的
性
格
も
否
定
さ
れ
な
い
。
労
働
市
場
の
状
況
に
よ
っ
て

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

労
働
者

が
長
期
に
わ
た
り
、
し
か
も
仕
事
に
就
く
ま
で
の
期
間
が
不
確
定
で
予
測
で
き
な
い
場
合
に
、
だ
か
ら
と
い
っ
て
失
業
で
は
な
い
、
と

は
い
え
な
い
（
傍
点
、
筆（

16
）

者
）。
相
対
的
に
長
期
の
、
予
測
で
き
な
い
失
業
と
い
う
リ
ス
ク
も
、
そ
れ
を
保
障
す
る
の
は
雇
用
保
険
の
目

的
で
あ
る
か
ら
で
あ
る
、
と
。
他
方
で
、
労
働
が
一
時
的
で
、
有
期
の
就
業
関
係
し
か
成
立
し
て
い
な
い
場
合
で
も
、
短
期
就
業
の
間

に
生
じ
る
就
業
の
喪
失
も
、
失
業
と
し
て
捉
え
ら
れ（

17
）
る
。
連
邦
社
会
裁
判
所
の
判
示
に
よ
れ（

18
）
ば
、
失
業
は
、
労
働
者
の
業
務
が
、
将
来

に
対
し
て
、
期
間
が
限
定
さ
れ
て
い
な
い
又
は
一
定
の
意
味
あ
る
期
間
に
達
成
さ
れ
る
こ
と
は
必
ず
し
も
前
提
に
さ
れ
な
い
。
予
定
さ

れ
た
就
業
の
喪
失
は
、
保
障
さ
れ
る
べ
き
失
業
で
は
な
い
（「
予
定
さ
れ
た
失
業
」
は
失
業
で
は
な
い
）、
と
は
い
え
な
い
。
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（
ⅱ
）
争
訟
事
例

　
「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
」
の
解
消
に
つ
い
て
、
連
邦
社
会
裁
判
所
一
九
九
八
年
九
月
一
〇
日
事（

19
）

件
で
は
、
原
告
の
労
働
者
は
大
学

食
堂
で
働
い
て
い
た
が
、
春
休
み
の
一
九
九
六
年
二
月
八
日
か
ら
三
月
一
二
日
は
労
働
関
係
が
停
止
し
て
い
た
た
め
、
失
業
手
当
の
申

請
を
し
た
と
こ
ろ
、
被
告
の
労
働
行
政
は
、
原
告
の
業
務
は
停
止
（A
usseztung

）
し
て
い
る
が
、
期
間
の
定
め
の
な
い
就
業
関
係
が

な
お
存
続
中
で
あ
り
、
失
業
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
と
い
う
理
由
で
、
失
業
手
当
の
支
給
拒
否
処
分
を
行
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、

連
邦
社
会
裁
判
所
第
七
小
法
廷
は
、
被
告
の
上
告
を
棄
却
し
て
い
る
。
本
件
で
は
労
働
者
に
就
業
の
準
備
（dienstbereich

）
が
な
く
、

使
用
者
の
事
実
上
の
指
揮
命
令
権
に
従
っ
て
い
な
い
場
合
で
あ
る
。
労
働
関
係
が
な
お
存
続
し
て
い
て
も
、
就
業
が
実
際
に
終
了
し
て

い
る
と
判
断
さ
れ
れ
ば
、「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
」
は
終
了
し
て
い（

20
）

る
。
一
九
九
八
年
判
決
で
は
、
労
働
関
係
は
存
続
し
て
い
る

が
、
就
業
が
事
実
上
終
了
し
て
い
る
場
合
、
つ
ま
り
就
業
者
の
就
業
関
係
を
形
成
す
る
人
的
従
属
性
、
そ
れ
は
使
用
者
の
実
際
の
指
揮

命
令
権
と
労
働
者
の
就
労
の
準
備
に
現
れ
て
い
る
が
、
人
的
従
属
性
が
な
い
場
合
に
は
雇
用
促
進
法
一
〇
一
条
の
就
業
関
係
は
な
い
、

と
し
て
い
る
。
そ
の
際
に
重
要
な
意
味
が
あ
る
の
は
、
個
別
事
例
に
お
け
る
あ
ら
ゆ
る
事
実
上
の
諸
事
情
の
総
合
的
判
断
で
あ
る
、
と

一
九
九
三
年
九
月
九
日
判（

21
）

決
を
確
認
し
て
い
る
。
そ
し
て
、
本
件
の
原
審
の
事
実
認
定
に
よ
れ
ば
、
原
告
の
労
働
義
務
及
び
使
用
者
の

賃
金
支
払
い
義
務
は
当
該
争
わ
れ
て
い
る
期
間
に
つ
き
停
止
し
て
い
る
点
で
一
致
し
て
い
る
。
原
審
は
、
そ
し
て
、
原
告
の
労
働
義
務

も
使
用
者
の
賃
金
支
払
い
義
務
も
な
く
、
そ
し
て
就
業
関
係
は
（
一
時
的
に
）
実
際
に
終
了
し
て
い
る
と
評
価
し
た
。
当
該
期
間
に
つ

い
て
使
用
者
の
処
分
の
可
能
性
（Zugriffsm

öglichkeit

）
は
な
い
と
い
う
。
さ
ら
に
本
判
決
は
、
雇
用
促
進
法
一
〇
一
条
一
項
一
文
の

い
う
「
就
業
の
喪
失
」
は
一
時
的
な
も
の
で
あ
る
、
と
し
、
そ
の
こ
と
は
、
労
働
契
約
上
の
停
止
期
間
で
あ
り
、
失
業
の
予
見
さ
れ
る

（voraussichtlich

）
期
間
が
約
五
週
間
に
限
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
と
矛
盾
し
な
い
、
と
い
う
の
も
失
業
は
予
見
さ
れ
る
就
業
の
喪
失
が

単
に
僅
か
な
期
間
だ
け
で
は
な
い
場
合
に
は
じ
め
て
存
す
る
わ
け
で
は
な
い
。
一
時
的
と
い
う
の
は
、
従
属
労
働
者
と
し
て
の
職
業
生
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活
か
ら
永
久
に
排
除
さ
れ
る
人
と
区
別
す
る
も
の
で
あ
る
と
、
と
判
示
す
る
。

　

こ
う
し
た
連
邦
社
会
裁
判
所
の
判
断
は
、
例
え
ば
バ
イ
エ
ル
ン
州
社
会
裁
判
所
二
〇
一
〇
年
五
月
五
日
判（

22
）

決
で
も
確
認
さ
れ
て
い

る
。
本
件
事
件
で
は
、
長
期
の
私
傷
病
の
労
働
者
と
使
用
者
は
雇
用
関
係
を
存
続
さ
せ
る
意
思
を
も
っ
て
い
た
が
、
従
来
の
労
務
を
提

供
で
き
な
い
労
働
者
に
別
の
職
場
を
提
供
し
た
と
こ
ろ
、
こ
れ
を
労
働
者
が
拒
否
し
、
失
業
手
当
を
申
請
し
て
い
る
。
本
件
で
は
、
労

務
の
提
供
さ
れ
て
い
な
い
期
間
中
も
使
用
者
は
さ
ら
に
別
の
職
場
を
探
す
努
力
を
し
て
い
た
が
、
労
働
者
は
就
労
し
て
い
な
い
し
、
使

用
者
も
賃
金
を
支
払
っ
て
い
な
か
っ
た
期
間
を
「
就
業
の
喪
失
」
と
い
え
る
の
か
否
か
が
争
点
に
な
り
、
失
業
手
当
を
拒
否
し
た
労
働

行
政
を
相
手
に
支
払
い
を
求
め
た
。
バ
イ
エ
ル
ン
州
社
会
裁
判
所
は
行
政
の
控
訴
を
棄
却
し
、
上
告
を
却
下
し
て
い
る
。

　

労
働
者
が
負
傷
・
疾
病
で
一
時
的
に
働
く
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
、
そ
の
つ
ど
就
業
関
係
（
わ
が
国
の
使
用
関
係
）
も
存
続
し
な

い
な
ら
ば
、
雇
用
保
険
は
も
と
よ
り
被
用
者
保
険
に
よ
る
保
障
は
き
わ
め
て
そ
の
機
能
が
脆
弱
に
な
る
。
同
様
に
、
労
働
す
る
能
力
が

あ
る
の
に
、
使
用
者
が
受
領
を
拒
否
す
る
、
あ
る
い
は
短
期
の
雇
用
期
間
と
不
就
労
期
間
を
反
復
す
る
よ
う
な
関
係
で
し
か
働
く
こ
と

が
で
き
な
い
と
す
れ
ば
、
労
働
力
に
依
拠
し
て
生
活
し
て
い
る
労
働
者
と
そ
の
家
族
に
対
し
て
被
用
者
の
社
会
保
険
と
し
て
機
能
す
る

は
ず
の
失
業
や
傷
病
等
の
保
障
は
実
現
し
に
く
い
。
そ
の
典
型
例
が
、
細
切
れ
雇
用
と
呼
ば
れ
る
、
定
期
的
に
安
定
し
て
就
労
で
き
ず

に
、
就
労
と
不
就
労
の
期
間
を
繰
り
返
す
働
き
方
で
あ
り
、
労
働
者
が
不
就
労
の
期
間
に
つ
き
失
業
手
当
を
求
め
て
い
る
。
行
政
の
運

用
で
は
、
就
労
期
間
の
終
了
と
同
時
に
そ
の
つ
ど
保
険
関
係
が
終
了
し
て
い
る
と
評
価
さ
れ
、
失
業
手
当
の
請
求
は
資
格
期
間
不
充
足

を
理
由
に
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
そ
れ
に
対
し
て
、
連
邦
社
会
裁
判
所
一
九
九
八
年
一
二
月
三
日
判（

23
）
決
は
、
労
働
者
が
就
労
し
た
後

に
、
賃
金
が
支
払
わ
れ
な
い
不
就
労
の
期
間
が
続
き
、
そ
の
後
ま
た
同
様
に
就
労
・
不
就
労
を
繰
り
返
す
、
継
続
的
な
労
務
の
提
供
で

な
い
場
合
に
、
そ
れ
ぞ
れ
の
短
期
の
就
労
ご
と
に
保
険
料
法
上
の
就
業
関
係
を
切
断
す
る
こ
と
を
否
定
し
て
い
る
。

　

そ
う
し
た
考
え
方
を
示
し
た
前
掲
連
邦
社
会
裁
判
所
一
九
九
八
年
一
二
月
三
日
判
決
を
基
に
、
州
社
会
裁
判
所
も
失
業
手
当
の
請
求
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権
を
認
め
た
も
の
が
あ
る
。
ザ
ク
セ
ン
ア
ン
ハ
ル
ト
州
社
会
裁
判
所
二
〇
一
二
年
二
月
一
六
日
判（

24
）

決
は
、
失
業
手
当
の
申
請
を
拒
否
し

た
被
告
側
の
控
訴
を
棄
却
し
て
い
る
。
本
件
は
労
働
者
の
原
告
が
失
業
手
当
を
約
一
年
間
受
給
し
た
後
に
、
数
日
間
の
就
労
と
不
就
労

を
反
復
し
て
い
た
事
例
で
あ
る
。
原
告
は
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
の
プ
ロ
デ
ュ
ー
サ
ー
と
し
て
翌
月
の
業
務
を
事
業
者
か
ら
申
し
入
れ
が
あ
れ

ば
個
別
の
合
意
に
よ
り
は
じ
め
て
契
約
が
具
体
的
に
成
立
す
る
も
の
で
あ
り
、
月
の
三
分
の
一
か
ら
半
分
程
度
の
日
数
を
就
業
し
て
い

た
。
争
点
は
原
告
の
不
就
労
を
失
業
と
評
価
で
き
る
の
か
、
そ
う
し
た
短
期
の
不
就
労
を
予
定
し
た
就
労
で
あ
る
の
か
で
あ
り
、
労
働

行
政
は
後
者
の
立
場
か
ら
就
労
の
開
始
を
理
由
に
支
給
処
分
を
取
消
し
た
。
そ
れ
に
対
し
て
、
原
告
は
、
就
労
を
開
始
し
た
の
で
は
な

く
、
む
し
ろ
不
就
労
期
間
に
つ
き
失
業
手
当
を
支
給
す
る
義
務
が
行
政
に
あ
る
と
主
張
し
て
い
る
。
州
裁
判
所
は
、
原
審
と
同
様
に
、

不
就
労
を
「
失
業
」
と
評
価
し
、
支
給
拒
否
処
分
の
取
消
し
と
支
給
の
義
務
づ
け
を
認
容
し
て
い
る
。
本
件
で
は
、
月
の
か
な
り
の
日

数
を
業
務
に
従
事
し
て
い
る
場
合
に
、
不
就
労
期
間
も
含
む
継
続
的
な
労
働
関
係
の
成
立
を
認
め
る
に
は
、
そ
の
期
間
が
六
カ
月
以
上

継
続
す
る
場
合
で
あ
る
こ
と
、
さ
ら
に
不
就
労
期
間
も
支
払
い
の
対
象
で
あ
る
こ
と
が
月
収
か
ら
評
価
で
き
る
こ
と
、
具
体
的
に
は
月

収
が
二
〇
〇
〇
か
ら
八
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
に
至
る
こ
と
で
あ
る
、
と
し
、
本
件
原
告
の
月
収
か
ら
す
れ
ば
不
就
労
期
間
を
予
定
し
た
額
は

一
度
も
な
い
、
と
（
八
月
は
六
三
九
、七
六
ユ
ー
ロ
、
九
月
は
一
三
六
五
、九
四
ユ
ー
ロ
等
）。
つ
ま
り
、
全
体
と
し
て
当
該
就
業
に
つ
く
こ

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

と
が
生
計
を
確
保
で
き
る
就
業
関
係
で
は
な
い

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

、
と
（
強
調
、
筆
者
）。
結
論
と
し
て
三
編
一
一
九
条
の
「
就
業
の
喪
失
」
で
あ
り
、
失

業
手
当
の
要
件
を
充
足
す
る
と
し
て
い
る
。

　

以
上
の
よ
う
に
、
労
働
者
が
老
齢
又
は
傷
病
・
障
害
に
よ
り
年
金
生
活
に
入
ら
な
い
限
り
、
一
時
的
な
雇
用
喪
失
は
雇
用
保
険
法
上

の
要
保
障
事
故
で
あ
る
こ
と
、
ま
た
細
切
れ
雇
用
は
不
就
労
を
含
む
働
き
方
で
は
な
く
、
一
定
の
収
入
が
確
保
さ
れ
て
い
な
い
限
り
、

就
業
し
て
い
な
い
期
間
は
「
失
業
」
で
あ
る
こ
と
が
確
認
で
き
た
。

　

本
章
で
取
り
上
げ
た
「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
」
の
解
釈
は
、
給
付
制
限
規
定
の
自
己
都
合
退
職
の
要
件
で
あ
る
「『
就
業
関
係
』
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の
解
消
（Lösung des Beschäftigungsverhältnis

）」
に
も
継
承
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
次
章
で
は
労
働
者
の
行
為
・
態
度
に
注
目

し
て
給
付
制
限
を
検
討
し
た
い
。

注

（
1
）　BSG U

rt.v.28.9.1993 E 73, 126. A
uch vgl. Schw

eiger, D
ie A

usw
irkungen des 

§623 BGB auf das Recht der Lohnersatzleistun-

gen im
 SGB III, N

ZS 2001, 519, 521; W
ilke, D

as V
erhältnis des sozialversicherungsrechtlichen Beschäftigungsverhältnisses zum

 

zivilrechtlichen A
rbeitsverhältnis, 2009, S.266.

な
お
、
上
田
真
理
「
被
用
者
保
険
法
に
お
け
る
保
険
関
係
の
成
立
及
び
存
続
に
関
す
る
法
的
課

題
」『
東
洋
法
学
』
五
六
巻
一
号
（
二
〇
一
二
年
）
一
二
七
頁
以
下
参
照
。

（
2
）　Gagel, Problem

e m
it A

nfang und Ende des Beschäftigungsverhältnisses, der M
itgliedschaft und der Beitragspflicht, SGb 1985, 

268ff.. A
uch BSG a.a.O

., E 73, 126, 128; BSG U
rt. v. 05. 02. 1998, SGb 1999, 85ff.; BSG U

rt. v. 03. 06. 2004, SozR 4-4300

§123 N
r. 2; 

BSG U
rt. v. 24. 09. 2008 SozR 4-2400 

§ 7N
r 9; LSG N

iedersachsen U
rt. v. 13. 12.2001 L 8A

L 368/00.

（
3
）　BSG U

rt. v. 25. 09. 1981 E 52, 152, 156.

（
4
）　W

ilke, a. a. O
., S. 432 u. S. 433.

（
5
）　BSGE 52, 152.

（
6
）　BSG U
rt. v. 18. 09. 1973 SozR N

r 73zu

§165 RV
O

; BSG U
rt. v. 25. 09. 1981 E 52, 152; BSG U

rt. v. 26. 11. 1985 E 59, 183, 185 

;BSG U
rt. v. 15. 06. 1976 E 42, 76, 81f..

（
7
）　U

SK
 79268.

（
8
）　SozR 4-4300

§123 N
r. 6.

本
件
で
は
早
期
に
老
齢
年
金
を
受
給
し
た
被
保
険
者
が
失
業
手
当
の
資
格
取
得
期
間
（A

nw
artschaftzeit

）
を
充
足

し
て
い
る
の
か
が
争
い
に
な
り
、
当
該
期
間
は
充
足
し
て
い
な
い
と
、
原
告
側
の
請
求
を
棄
却
し
て
い
る
。
な
お
、
本
件
の
原
審
で
あ
る
Ｌ
Ｓ
Ｇ　

Ｎ
Ｒ
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Ｗ
二
〇
一
一
年
六
月
三
〇
日
（L 16 

（1

） A
L 33/09

）
は
、
使
用
者
は
一
方
的
に
提
供
さ
れ
た
労
務
の
受
領
を
拒
否
し
て
社
会
保
険
保
護
の
存
続
（Be-

stand

）
を
「
恣
意
的
に
使
う
（disponieren

）」
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
。
典
型
的
に
は
非
自
立
的
業
務
の
遂
行
と
結
び
つ
い
た
労
働
者
の
保
護
の
必
要
性

（Schutzbedürfnis

）
は
、
使
用
者
が
労
働
関
係
存
続
中
に
労
働
力
を
求
め
る
こ
と
を
拒
否
す
る
こ
と
で
、
小
さ
く
な
る
わ
け
で
は
な
い
、
と
強
調
し
て

い
る
。

（
9
）　BSG U

rt.v.24.09.2008 SozR 4-2400 

§7 N
r. 9.

（
10
）　

二
つ
の
就
業
関
係
に
つ
い
て
、O

ckenga, D
as A

rbeitsverhältnis- W
echselw

irkungen von SGB III und A
rbeitsrecht, in: M

ittag/ 

O
ckenga/ Schierle/ V

orbau/W
ischnath

（H
rsg.

）, D
ie Sicherung von A

rbeitnehm
errechten, 2008, 56, 60ff.

が
あ
る
。A

uch vgl. Geiger, 

D
ie Beschäftigungslosigkeit als A

nspruchsvoraussetzung für den Bezug von A
rbeitslosengeld,info also 2009, H

. 6, S. 243ff.; Rolfs 

A
nm

erkung zu BSG U
rt. v. 21. 07. 2009 SGb 2010, 307, 308.

（
11
）　BSG U

rt. v. 09. 09. 1993E 73, 90, 94; BSG U
rt. v. 28. 09. 1993E 73, 126, 128; BSG U

rt. 17. 10. 2002 SozR 4-4300

§144 N
r. 12.

（
12
）　H

anau/Greiner, Fortsetzung des Beschäftigungsverhältnisses bei U
nterbrechung der Beshäftigung, in:Bieback/Fuchsloch/

K
ohte, A

rbeitsm
arktpolitik und Sozialrecht, Zu Ehren von Gagel, 2011, 103, 116

で
は
、
二
〇
〇
九
年
七
月
二
一
日
判
決
を
あ
げ
て
、
従
来

の
判
決
を
変
更
し
、
給
付
制
限
の
期
間
を
法
的
に
終
了
す
る
時
点
か
ら
起
算
さ
せ
る
と
し
て
い
る
。

（
13
）　BSGE 59, 183, 185. 

学
説
で
も
特
に
雇
用
保
険
で
は
機
能
に
よ
り
区
別
さ
れ
た
解
釈
が
お
こ
な
わ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
解
さ
れ
て
い
る
（W

ilke,a.

a.O
.,S.338ff.

）。

（
14
）　

本
稿
で
は
検
討
で
き
な
い
が
、
労
働
者
の
「
失
業
」
の
認
定
に
、「
障
害
」
年
金
と
の
継
続
性
が
視
野
に
入
れ
ら
れ
て
い
る
点
に
ド
イ
ツ
法
の
特
徴

が
あ
る
。「
失
業
」
に
対
す
る
雇
用
保
険
は
、
継
続
的
に
長
期
に
わ
た
り
労
務
が
提
供
で
き
な
い
場
合
に
は
適
用
さ
れ
な
い
た
め
、
そ
こ
に
本
来
は
「
障

害
」
年
金
と
の
画
定
問
題
が
生
じ
る
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
雇
用
保
険
の
対
象
の
「
失
業
」
は
、
被
用
者
保
険
の
対
象
で
あ
る
高
齢
、
障
害
、
傷
病
と

ち
が
っ
て
、
労
働
能
力
を
有
す
る
こ
と
が
前
提
に
な
っ
て
い
る
。
わ
が
国
の
雇
用
保
険
法
四
条
三
項
に
失
業
の
定
義
が
「
意
思
及
び
能
力
を
有
し
て
い

る
」
と
さ
れ
て
い
る
が
、「
労
働
能
力
を
有
す
る
」
と
い
う
要
素
に
関
連
す
る
論
点
で
あ
る
。
わ
が
国
で
は
労
働
能
力
が
十
分
に
あ
る
と
は
言
え
な
い
失

業
者
に
関
心
が
小
さ
い
こ
と
か
ら
、
あ
ま
り
争
点
に
な
っ
て
い
な
い
が
、
わ
が
国
で
は
老
齢
年
金
の
開
始
に
は
ま
だ
早
い
世
代
の
非
労
働
力
人
口
の
増
加
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に
関
連
し
て
い
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
労
働
能
力
は
、
健
康
状
態
に
よ
る
だ
け
で
は
な
く
、
健
康
状
態
が
良
く
な
い
た
め
に
フ
ル
タ
イ
ム
で
仕
事
が

で
き
な
い
場
合
に
、
労
働
市
場
の
状
況
に
よ
り
職
場
数
が
十
分
に
提
供
さ
れ
な
い
と
い
う
事
情
に
も
影
響
を
受
け
る
。
そ
こ
で
、
労
働
能
力
の
有
無
を
判

断
す
る
際
に
は
、
健
康
状
態
か
ら
能
力
が
あ
る
と
い
え
る
だ
け
で
は
な
く
、
労
働
者
に
提
供
さ
れ
る
職
場
が
あ
る
の
か
も
勘
案
す
る
こ
と
が
、
重
要
な
ポ

イ
ン
ト
に
な
っ
て
い
る
。

（
15
）　BT

-D
rucks.15/1515 N

r.62

§119.

（
16
）　Steinm

eyer, in: Gagel

（H
rsg.

）,　

SGB II/SGB III, 2013, 

§119 Rn. 60.

（
17
）　Steinm

eyer, in: Gagel （H
rsg.

） a. a. O
., SGB III

§119Rn. 61.

（
18
）　BSG U

rt. v. 03. 06. 1975, 7RA
r 81/74,juris; BSG U

rt. v. 15. 06. 1976, E 42, 76, 7RA
r 50/75, SozR 4100

§101 N
r. 2; BSG U

rt. v. 

20. 03. 1984, 7RA
r 7/83, Juris.

（
19
）　BSG U

rt. v. 10. 09. 1998 SozR 3-4100

§101 N
r. 9. A

uch vgl. BSG U
rt. v. 05. 02. 1998 SGb 1999, 85ff..

（
20
）　BSG U

rt. v. 09. 09. 1993 E 73, 90, 93; BSG U
rt. v. 28. 09. 1993 E73, 126, 128; BSG U

rt. v. 10. 09. 1998 SozR 3-4100
§101 N

r. 9.

（
21
）　BSG a. a. O

., E 73, 90, 94.

（
22
）　L 9A

L 303/07. A
uch vgl. Sächsisches LSG v. 19. 11.2009.

本
件
で
は
同
一
の
使
用
者
に
、
停
止
、
中
断
を
挟
ん
で
雇
用
さ
れ
て
い
る
場
合

に
、
停
止
期
間
を
「
就
業
の
喪
失
」
＝
失
業
で
あ
る
と
し
て
い
る
。

（
23
）　BSG U

rtv. 03. 12. 1998 SozR 3-4100 

§104 N
r. 16. A

uch vgl. BSG U
rt. v. 10. 09. 1998 SozR 3-4100 

§101 N
r. 9.

（
24
）　L 2A

L 42/08.

本
件
原
告
の
不
就
労
の
期
間
（
二
〇
〇
四
年
一
〇
月
五
月
か
ら
七
日
、
一
〇
日
か
ら
一
四
日
等
）
を
失
業
と
し
て
認
定
し
、
行
政

の
支
給
義
務
を
認
め
て
い
る
。A

uch vgl. LSG U
rt. des Sächsischen v. 21. 02. 2005.

東洋法学　第57巻第 1号（2013年 7 月）

143



Ⅲ 

積
極
的
行
為
に
よ
る
自
己
都
合
退
職

１　

給
付
制
限
の
要
件
と
し
て
の
「
自
己
都
合
」
退
職

（
１
）
給
付
制
限
の
運
用

　

わ
が
国
の
雇
用
保
険
法
三
三
条
に
よ
る
給
付
制
限
の
趣
旨
は
、「
離
職
し
た
被
保
険
者
が
基
本
手
当
の
支
給
を
受
け
る
こ
と
が
で
き

る
た
め
に
は
、
失
業
が
非
任
意
的
な
も
の
で
あ
る
と
社
会
的
に
是
認
さ
れ
、
そ
れ
に
対
す
る
保
護
の
必
要
性
が
社
会
的
に
要
求
さ
れ
る

べ
き
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」、
と
さ
れ
て
い（

1
）
る
。
わ
が
国
で
は
「
自
発
的
」
退
職
と
認
定
さ
れ
る
割
合
が
高
い（

2
）
が
、「
任
意
」

で
、
保
護
の
必
要
性
が
求
め
ら
れ
な
い
失
業
に
果
た
し
て
給
付
制
限
が
限
定
さ
れ
て
い
る
の
か
、
改
め
て
検
討
が
必
要
で
あ
る
。

　

ド
イ
ツ
で
は
二
〇
一
一
年
の
統
計
に
よ
れ
ば
、
約
八
割
の
労
働
者
が
雇
用
保
険
の
失
業
手
当
請
求
権
を
有
し
て
い（

3
）
る
。
し
か
し
、

二
〇
一
一
年
の
失
業
者
総
数
二
九
七
・
六
万
人
の
う
ち
失
業
手
当
Ⅰ
受
給
者
は
七
二
万
八
〇
〇
〇
人
で
あ
り
、
そ
れ
に
加
え
て

一
九
九
万
二
〇
〇
〇
人
の
失
業
者
が
失
業
手
当
Ⅱ
と
い
う
租
税
に
よ
る
給
付
を
受
給
し
て
い（

4
）
る
。
な
お
、
後
者
の
失
業
手
当
Ⅱ
は
雇
用

保
険
の
受
給
資
格
を
充
た
さ
な
い
又
は
所
定
給
付
日
数
を
過
ぎ
た
場
合
に
最
低
生
活
を
保
障
す
る
が
、
失
業
手
当
Ⅱ
受
給
者
の

四
三
・
二
％
が
失
業
者
で
あ
る
。
失
業
者
全
体
で
み
れ
ば
、
約
九
割
の
失
業
者
が
失
業
手
当
Ⅰ
か
Ⅱ
を
受
け
て
い（

5
）
る
。
雇
用
保
険
の
基

本
手
当
に
該
当
す
る
失
業
手
当
Ⅰ
の
受
給
資
格
者
に
対
す
る
給
付
制
限
が
適
用
さ
れ
た
失
業
者
の
う
ち
（
二
〇
一
一
年
、

七
二
万
八
二
二
三
人
）、
自
己
都
合
退
職
を
理
由
と
す
る
の
は
失
業
者
の
う
ち
二
五
・
七
％
で
あ
り
、
届
け
出
の
懈
怠
が
三
三
・
九
％
、
求

職
届
の
遅
滞
が
三
二
・
九
％
で
あ（

6
）
る
。
三
編
で
は
届
け
出
の
懈
怠
は
二
〇
〇
五
年
か
ら
、
求
職
の
届
け
出
が
二
〇
〇
六
年
か
ら
の
統
計

で
あ
り
、
そ
れ
ま
で
給
付
制
限
規
定
の
大
半
を
一
号
の
離
職
が
占
め
て
い
た
。
と
く
に
二
〇
〇
〇
年
ま
で
は
給
付
制
限
の
約
八
割
が
自
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己
都
合
退
職
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
が
、
二
〇
〇
三
年
に
五
六
・
二
％
に
、
二
〇
〇
五
年
に
四
三
・
九
％
と
、
減
少
し
、
二
〇
〇
八
年
以

降
は
ほ
ぼ
二
五
％
で
あ
る
。

　

連
邦
議
会
の
資
料
か
ら
も
最
近
の
給
付
制
限
規
定
の
適
用
に
関
す
る
動
向
を
み
れ
ば
、
二
〇
一
〇
年
に
給
付
制
限
に
か
か
っ
た
の
は

総
数
七
六
万
五
四
九
七
件
で
あ
り
、
そ
の
う
ち
離
職
又
は
契
約
違
反
の
行
為
に
よ
る
も
の
が
一
九
万
四
九
四
三
件
、
労
働
拒
否
を
理
由

と
す
る
給
付
制
限
が
二
万
四
一
六
四
件
、
自
己
努
力
の
不
十
分
さ
に
よ
る
も
の
一
万
四
三
八
九
件
、
統
合
措
置
の
拒
否
は

一
万
二
五
八
五
件
、
統
合
措
置
の
中
断
六
二
九
四
件
、
求
職
の
届
け
出
の
遅
滞
に
よ
る
の
が
二
五
万
三
八
一
〇
件
、
届
け
出
の
懈
怠
に

よ
る
の
が
二
五
万
九
三
〇
九
件
で
あ（

7
）

る
。
二
〇
〇
五
年
ま
で
は
、
多
く
は
自
己
の
都
合
に
よ
る
退
職
で
あ
っ
た
。
給
付
制
限
規
定
が
適

用
さ
れ
る
な
か
で
自
己
都
合
を
理
由
と
す
る
も
の
は
一
九
九
〇
年
に
八
三
％
、
二
〇
〇
四
年
に
五
七
％
を
占
め
て
い
る
。
近
年
、
届
け

出
の
懈
怠
や
求
職
の
遅
滞
を
理
由
と
す
る
給
付
制
限
規
定
の
適
用
が
総
数
の
約
三
分
の
二
以
上
を
占
め
て
い
る
と
い
う
変
化
が
あ
る

が
、
自
己
都
合
退
職
に
よ
る
も
の
も
少
な
く
は
な
い
。
し
か
し
、
ド
イ
ツ
で
は
、
争
訟
が
多
く
提
起
さ
れ
、
し
か
も
二
〇
〇
七
年
か
ら

受
給
者
の
請
求
の
認
容
率
が
高
く
な
っ
て
い
る
の
も
特
徴
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
二
〇
一
〇
年
に
給
付
制
限
を
め
ぐ
る
提
訴
は
、
給
付

制
限
全
体
で
五
二
一
三
件
あ
っ
た
が
、
そ
の
う
ち
二
二
六
〇
件
は
原
告
側
の
主
張
が
認
容
さ
れ
て
お
り
、
ほ
ぼ
四
三
・
三
五
％
の
認
容

率
に
な
っ
て
い（

8
）
る
。

（
２
）「
自
己
都
合
」
退
職
に
対
す
る
給
付
制
限
の
要
件

　

給
付
制
限
は
、
労
働
者
が
自
ら
失
業
を
過
失
又
は
重
過
失
に
よ
り
惹
起
し
た
場
合
に
適
用
さ
れ
る
が
、
そ
の
性
格
に
つ
い
て
、
連
邦

社
会
裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
判
示
し
て
い
る
。
雇
用
保
険
法
の
資
格
を
取
得
し
て
い
る
労
働
者
は
、
被
保
険
者
と
し
て
、
保
険
関
係
の

成
立
に
よ
り
同
一
の
被
保
険
者
共
同
体
の
仲
間
に
故
意
又
は
重
過
失
に
よ
り
「
損
害
」
を
生
じ
さ
せ
る
こ
と
を
回
避
す
る
義
務
を
負
っ
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て
い
る
。
そ
の
よ
う
な
保
険
関
係
か
ら
生
じ
る
一
般
的
な
義
務
（O

bliegenh

（
9
）

eit

）
を
負
っ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、「
重
大
な
理

由
」
な
く
退
職
す
る
場
合
に
、
義
務
違
反
に
対
す
る
制
裁
的
効
果
が
認
め
ら
れ
る
。
要
件
と
効
果
を
概
観
し
て
お
こ
う
。

　

雇
用
保
険
の
失
業
手
当
は
、
一
方
で
、
労
働
者
又
は
労
使
の
双
方
が
そ
の
合
意
に
よ
り
公
的
な
社
会
保
険
を
濫
用
し
て
事
業
所
の
リ

ス
ト
ラ
を
す
る
危
険
を
内
在
し
、
そ
れ
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
こ
と
が
課
題
に
な
る
。
他
方
で
、
失
業
者
が
新
た
に
雇
用
を
探
す
際

に
、
失
業
者
が
不
本
意
な
職
業
に
就
く
こ
と
を
事
実
上
強
制
さ
れ
な
い
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

　

雇
用
関
係
を
終
了
す
る
際
に
、
日
本
と
ち
が
っ
て
、
雇
用
関
係
の
終
了
に
つ
い
て
の
契
約
を
締
結
し
、
文
書
で
条
件
に
つ
い
て
取
り

ま
と
め
る
こ
と
が
課
さ
れ
て
い
る
（
Ｂ
Ｇ
Ｂ
六
二
三
条
）。
他
方
で
、
雇
用
保
険
法
の
給
付
請
求
権
に
か
か
わ
る
「
失
業
」
は
、
雇
用
関

係
（
労
働
契
約
）
の
解
消
と
は
独
立
し
て
判
断
さ
れ
る
た
め
、
三
編
は
「
就
業
関
係
の
解
消
」
と
い
う
文
言
を
用
い
て
い
る
（
一
三
八

条
、
一
五
九
条
一
項
一
号
）。
し
た
が
っ
て
、
雇
用
関
係
の
終
了
の
条
件
を
満
た
し
て
い
な
い
た
め
、
形
式
的
に
は
雇
用
関
係
は
存
続
し

て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
就
業
関
係
は
「
解
消
」
し
て
い
る
、
つ
ま
り
失
業
し
て
い
る
と
判
断
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
。

　

連
邦
社
会
裁
判
所
は
、
二
〇
〇
二
年
一
〇
月
一
七
日
判
決
で
、
事
実
上
の
「
就
業
の
喪
失
」
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
失
業
手
当

の
請
求
権
が
成
立
す
る
、
と
し
て
い
る（

10
）
が
、
本
件
は
、
雇
用
関
係
を
法
的
に
終
了
す
る
前
に
労
務
の
停
止
・
免
除
（Freistellung

）
に

つ
い
て
合
意
し
、
事
実
上
就
業
し
て
い
な
い
事
案
で
あ
り
、
そ
の
時
点
に
失
業
が
発
生
し
て
い
る
と
し
て
い
る
。
一
一
小
法
廷
は
、
す

で
に
事
実
上
の
「
就
業
の
喪
失
」
に
つ
い
て
、
雇
用
促
進
法
一
一
九
条
一
項
一
号
も
三
編
一
四
四
条
一
項
一
号
（
二
〇
一
二
年
四
月
か

ら
一
五
九
条
一
項
一
号
）
も
客
観
的
事
実
に
結
び
付
け
て
判
断
す
る
、
と
し
て
い（

11
）
る
。
そ
れ
は
同
時
に
、
社
会
法
典
三
編
が
自
己
都
合

退
職
に
よ
る
給
付
制
限
規
定
の
失
業
者
と
は
だ
れ
か
を
規
定
す
る
際
に
も
依
拠
す
べ
き
考
え
方
で
あ
る
、
と
い
う
。
つ
ま
り
、
給
付
制

限
に
よ
る
効
果
が
生
じ
る
の
は
、
客
観
的
に
判
断
し
て
、
事
実
上
の
失
業
が
い
つ
生
じ
て
い
る
の
か
（
就
業
関
係
の
喪
失
）
が
基
準
に

な
る
。
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社
会
法
典
三
編
一
五
九
条
は
、
わ
が
国
の
雇
用
保
険
法
三
三
条
に
よ
る
自
己
都
合
退
職
に
類
似
の
規
定
を
定
め
て
い
る
（
一
項
一

号
）。
そ
れ
に
よ
る
と
、「
保
険
に
違
反
す
る
行
為
」
の
一
つ
に
、
自
己
都
合
退
職
が
あ
り
、
す
な
わ
ち
、
失
業
者
が
就
業
関
係
を
解
消

し
（lösen
）
又
は
労
働
契
約
に
違
反
す
る
行
為
に
よ
り
就
業
関
係
の
解
消
の
き
っ
か
け
を
作
り
、
そ
れ
を
通
じ
て
故
意
又
は
重
過
失
に

よ
り
失
業
を
惹
起
し
た
場
合
に
、
退
職
に
際
す
る
給
付
制
限
（Sperrzeit bei A

rbeitsaufgabe

）
が
生
じ
る
。
そ
の
要
件
は
、
ま
ず
、

「
就
業
関
係
の
解
消
」（
ⅰ
）、
そ
の
結
果
と
し
て
の
失
業
の
発
生
、
つ
ま
り
離
職
と
失
業
の
因
果
関
係
（K

ausalität

）
が
あ
る
こ
と

（
ⅱ
）、
失
業
が
故
意
又
は
重
過
失
に
よ
る
こ
と
（
ⅲ
）
で
あ
る
。
そ
の
上
で
、
自
己
都
合
退
職
に
「
重
大
な
理
由
」
が
あ
れ
ば
、
給
付

制
限
は
生
じ
な
い
た
め
、「
重
大
な
理
由
」
の
有
無
が
審
査
に
加
わ
る
。
な
お
、
三
編
一
五
九
条
は
、
保
険
に
違
反
す
る
行
為
を
し
た

者
は
「
重
大
な
理
由
」
の
判
断
の
基
準
と
な
る
べ
き
事
実
が
自
ら
の
領
域
（Sphäre

）
又
は
自
ら
の
責
任
領
域
（V

erantw
ortungs-

bereich

）
に
あ
る
場
合
に
は
、
そ
れ
ら
の
事
実
を
主
張
し
（darlegen

）、
か
つ 

立
証
し
（nachw

eisen

）
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と
す

る
（
一
項
三
文
）。
以
下
で
は
、
失
業
者
の
積
極
的
な
行
為
に
基
づ
く
就
業
関
係
の
解
消
（
ⅰ
）、
因
果
関
係
の
存
在
（
ⅱ
）、
重
大
な

過
失
が
あ
る
こ
と
（
ⅲ
）、
に
つ
い
て
の
判
断
を
、
順
に
検
討
し
、「
重
大
な
理
由
」
の
有
無
に
つ
い
て
は
次
章
で
扱
う
。

２　
「
自
己
都
合
退
職
」
概
念
の
捉
え
直
し

（
１
）「
就
業
関
係
の
解
消
」

（
ⅰ
）
契
約
期
間
の
満
了
に
よ
る
終
了
は
自
己
都
合
か

　

社
会
法
典
三
編
は
、
自
己
都
合
退
職
に
つ
い
て
の
詳
細
な
基
準
を
明
文
化
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
連
邦
社
会
裁
判
所
が
判
例
を

蓄
積
す
る
こ
と
に
よ
り
ル
ー
ル
が
形
成
さ
れ
て
き
た
。
退
職
が
「
自
己
都
合
」
か
否
か
に
つ
い
て
、
最
初
の
メ
ル
ク
マ
ー
ル
は
、
被
保

険
者
が
「『
就
業
関
係
』
を
『
解
消
』
し
て
い
る
」
の
か
否
か
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
失
業
者
の
「
就
業
関
係
」
が
終
了
し
、
そ
れ
が
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失
業
者
の
「
積
極
的
な
行
為
・
態
度
（V

erhalten

）」
に
よ
る
の
か
否
か
が
争
点
に
な
っ
て
い
る
。「『
就
業
関
係
』
の
解
消
」
と
い
う

場
合
に
は
、「
就
業
関
係
」
は
労
働
関
係
と
区
別
さ
れ
、
事
実
主
義
に
基
づ
く
判
断
で
あ
る
こ
と
は
上
で
確
認
し
た
通
り
で
あ
る
。「
就

業
関
係
の
『
解
消
』」
と
い
う
文
言
を
用
い
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
も
、「
解
消
」
と
さ
れ
る
よ
う
な
積
極
的
な
行
為
に
よ
り
、
労
働
者

が
失
業
に
強
く
関
与
し
て
い
る
の
か
、
が
争
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
こ
で
は
、「
解
消
」
に
つ
い
て
争
い
に
な
っ
た
事
例
を
み
て
い

こ
う
。

　

ま
ず
、
被
保
険
者
に
よ
る
「
解
消
」
と
評
価
さ
れ
る
行
為
が
必
要
で
あ
る
と
し
て
も
、
ど
の
よ
う
な
事
態
を
も
っ
て
「
積
極
的
な
関

与
」
と
い
え
る
の
か
が
問
題
に
な
る
。
最
初
に
と
り
あ
げ
た
い
の
は
、
わ
が
国
に
重
要
な
示
唆
を
与
え
る
、
有
期
労
働
契
約
の
期
間
満

了
に
よ
る
退
職
で
あ
る
。
有
期
労
働
契
約
が
締
結
さ
れ
る
と
、
期
間
満
了
に
よ
り
雇
用
関
係
が
終
了
す
る
。
わ
が
国
で
は
、
定
年
退
職

も
有
期
労
働
契
約
も
、
将
来
の
一
定
の
時
期
に
雇
用
関
係
の
終
了
が
予
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
捉
え
、「
予
定
さ
れ
た
失
業
」
に
つ
い

て
は
保
障
の
必
要
性
が
大
き
く
な
い
、
と
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
そ
れ
は
雇
用
保
険
法
三
三
条
が
適
用
さ
れ
る
自
己
都
合
退
職
で
あ
る

こ
と
に
疑
い
が
も
た
れ
て
い
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
一
定
の
時
間
の
経
過
に
よ
り
雇
用
関
係
が
終
了
す
る
な
ら
ば
、
被
保
険
者
の

「
積
極
的
な
行
為
・
態
度
」
が
あ
る
と
い
え
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
む
し
ろ
、
労
働
者
は
失
業
の
惹
起
に
積
極
的
に
関
与
し
て
い
な
い
、

と
評
価
さ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
自
己
都
合
に
よ
る
「
離
職
」
で
は
な
い
、
と
捉
え
直
す
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
ド
イ
ツ
で
は
、
有
期
労

働
契
約
の
期
間
満
了
に
よ
る
退
職
は
、
雇
用
保
険
法
（
社
会
法
典
三
編
）
の
給
付
制
限
が
生
じ
る
「
自
己
都
合
」
の
要
件
を
満
た
さ
な

い
と
い
う
点
に
何
ら
争
い
が
な
い
。
有
期
労
働
契
約
の
期
間
の
満
了
は
、
雇
用
関
係
の
終
了
に
つ
い
て
の
「
合
意
」
が
存
し
て
い
な
い

た
め
、
合
意
退
職
で
は
な
い
。　

　

見
解
が
一
致
し
て
い
な
い
の
は
、
契
約
更
新
の
可
能
性
が
あ
っ
た
場
合
に
労
働
者
が
そ
れ
を
利
用
し
な
い
で
雇
用
関
係
を
終
了
し
た

と
す
れ
ば
、
契
約
更
新
を
し
な
か
っ
た
の
は
「
解
消
」
と
認
め
ら
れ
る
と
す
る
立
場
が
あ
る
一
方（

12
）

で
、
有
力
説
は
、
有
期
労
働
契
約
の
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期
間
の
満
了
自
体
が
解
消
で
な
い
の
で
、
給
付
制
限
の
要
件
を
そ
も
そ
も
充
足
し
な
い
、
と
い（

13
）

う
。

　

有
期
労
働
契
約
の
場
合
に
は
、
期
間
の
満
了
を
も
っ
て
雇
用
関
係
が
自
動
的
に
終
了
す
る
た
め
、
積
極
的
な
行
為
は
存
在
せ
ず
、
し

た
が
っ
て
、
期
間
の
満
了
は
社
会
法
典
三
編
（
雇
用
保
険
）
一
五
九
条
二
文
一
号
の
「
解
消
」
に
該
当
し
な（

14
）
い
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

　

有
期
労
働
契
約
で
は
な
い
が
、
一
定
の
期
間
業
務
が
中
断
す
る
場
合
に
も
類
似
の
論
点
が
あ
る
。
前
掲
連
邦
社
会
裁
判
所
一
九
九
八

年
九
月
一
〇
日
事（

15
）
件
で
は
大
学
の
学
生
食
堂
で
働
い
て
い
た
原
告
が
、
春
休
み
の
約
一
ヵ
月
の
労
務
関
係
の
停
止
期
間
に
失
業
手
当
の

申
請
を
し
た
が
、
失
業
で
あ
る
と
し
て
も
、
休
業
に
つ
い
て
合
意
し
て
い
た
の
で
あ
れ
ば
、
給
付
制
限
に
か
か
る
か
が
な
お
争
点
に
な

る
。
裁
判
所
は
、
給
付
制
限
と
い
う
の
は
、
被
保
険
者
が
自
ら
の
一
般
的
な
義
務
に
違
反
し
て
失
業
を
惹
起
し
た
こ
と
に
責
め
が
あ
る

場
合
に
生
じ
る
の
で
あ
り
、
契
約
当
事
者
が
就
業
関
係
を
一
時
的
に
終
了
さ
せ
、
停
止
期
間
（A

ussetzzeiten

）
を
設
け
る
合
意
を
す

る
こ
と
に
よ
り
、
失
業
を
生
じ
さ
せ
て
い
る
の
は
雇
用
促
進
法
（
一
一
九
条
）
の
意
味
で
の
「
失
業
の
惹
起
」
と
は
い
え
な
い
、
と
い

う
。
確
か
に
、
給
付
制
限
は
就
業
関
係
の
合
意
に
よ
る
解
消
（einvernehm

liche　

A
uflösung

）、
と
く
に
合
意
退
職
に
よ
り
終
了
す

る
場
合
に
も
適
用
さ
れ
る
が
、
就
業
関
係
の
特
定
さ
れ
た
又
は
特
定
可
能
な
期
間
に
向
け
ら
れ
た
労
働
契
約
を
締
結
し
た
と
し
て
も

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

、

そ
れ
は
同
時
に
就
業
関
係
の
終
了
に
つ
い
て
合
意
し
た
と
は
い
え
な
い

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

。
そ
の
点
で
は
期
間
の
定
め
が
あ
る
労
働
関
係
の
締
結
に
際
し

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

て
も
同
じ
で
あ
る

4

4

4

4

4

4

4

（
強
調
、
筆
者
）。
失
業
の
惹
起
は
、
原
告
が
停
止
期
間
の
な
い
就
業
関
係
を
、
そ
れ
を
含
む
就
業
関
係
に
変
更
し
た

場
合
に
だ
け
生
じ
る
こ
と
に
な
る
。
本
件
で
は
そ
の
よ
う
な
手
掛
か
り
は
存
し
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
雇
用
促
進
法
一
一
九
条
（
給
付

制
限
）
の
構
成
要
件
を
充
足
し
て
い
な
い
。

（
ⅱ
）
変
更
解
約
告
知
の
拒
否
は
「
解
消
」
か

　

変
更
解
約
告
知
の
方
法
で
（
解
雇
制
限
法
二
条
一
文
）、
変
更
さ
れ
た
労
働
条
件
で
の
継
続
雇
用
の
申
し
出
を
、
労
働
者
が
拒
否
し
た
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場
合
で
も
、「
解
消
」
で
は
な
い
、
と
い
う
点
で
学
説
で
一
致
し
て
い（

16
）

る
。
と
い
う
の
も
、
そ
も
そ
も
労
働
関
係
を
問
題
に
し
て
い
る

の
は
使
用
者
で
あ
り
、
労
働
者
が
積
極
的
に
関
与
し
て
い
る
の
で
は
な
い
か
ら
で
あ
る
。

　

フ
ル
ダ
社
会
裁
判（

17
）
所
は
使
用
者
の
変
更
の
申
し
出
を
、
労
働
者
が
拒
否
し
た
こ
と
に
、
社
会
法
典
三
編
制
定
前
の
雇
用
促
進
法
に
関

す
る
給
付
制
限
規
定
（
一
一
九
条
）
の
適
用
が
争
い
に
な
っ
た
。
裁
判
所
は
、
給
付
制
限
の
規
定
が
あ
る
か
ら
と
い
っ
て
、
合
意
し
て

い
な
い
労
働
条
件
で
の
契
約
を
締
結
す
る
義
務
が
労
働
者
に
生
じ
る
の
で
は
な
い
こ
と
を
判
示
し
て
い
る
。
給
付
制
限
規
定
は
、
い
っ

た
ん
受
け
入
れ
、
そ
し
て
契
約
締
結
時
に
受
け
入
れ
た
仕
事
を
簡
単
に
や
め
な
い
よ
う
に
被
保
険
者
に
義
務
づ
け
て
い
る
の
で
あ
る
。

職
場
や
就
業
の
方
法
を
選
択
す
る
自
由
は
給
付
制
限
規
定
（
雇
用
促
進
法
一
一
九
条
一
文
一
号
）
に
よ
っ
て
も
狭
め
ら
れ
て
い
な
い
と
し

て
い
る
。

　

社
会
法
典
三
編
（
雇
用
保
険
）
の
「
自
己
都
合
」
退
職
に
該
当
す
る
の
か
は
、「
自
己
都
合
」
と
い
え
る
程
度
に
離
職
が
労
働
者
の

積
極
的
な
行
為
に
よ
る
も
の
か
否
か
に
よ
り
、
退
職
過
程
を
踏
ま
え
て
実
質
的
に
判
断
さ
れ
る
。
裁
判
所
で
は
、
使
用
者
の
解
雇
を
労

働
者
が
消
極
的
に
た
だ
受
け
入
れ
た
場
合
も
こ
れ
に
該
当
す
る
の
か
な
ど
、
失
業
を
労
働
者
が
積
極
的
に
惹
起
し
た
の
か
が
「
就
業
関

係
の
解
消
」
概
念
を
め
ぐ
り
争
わ
れ
て
き
た
。
し
か
し
、
連
邦
社
会
裁
判
所
は
、「
就
業
関
係
の
解
消
」
概
念
を
こ
れ
以
上
拡
大
し
て

解
釈
す
る
必
要
は
無
い
、
と
す
る
立
場
を
明
確
に
し（

18
）
た
。
こ
れ
を
契
機
に
、「
自
己
都
合
」
に
よ
る
解
消
と
い
え
る
と
し
て
も
、
わ
が

国
の
雇
用
保
険
法
三
三
条
の
「
正
当
な
理
由
」
に
ほ
ぼ
該
当
す
る
、「
重
大
な
理
由
」
が
あ
る
の
か
が
争
い
に
な
っ
て
い
る
（
Ⅳ
章
で

後
述
）。

（
ⅲ
）「
合
意
解
約
」
の
締
結
か
、
解
雇
の
受
忍
・
甘
受
か

　

わ
が
国
で
は
退
職
を
偽
装
し
た
解
雇
が
行
わ
れ
て
も
、
雇
用
保
険
の
自
己
都
合
退
職
該
当
性
を
否
定
す
る
こ
と
は
容
易
で
は
な
い
。
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た
と
え
ば
、
経
営
悪
化
を
背
景
と
し
た
実
質
的
解
雇
と
し
て
の
退
職
へ
の
圧
力
を
受
け
て
、
労
働
者
が
自
ら
退
職
の
意
思
を
表
明
し
て

し
ま
っ
た
場
合
に
、
と
く
に
退
職
届
が
存
在
す
れ
ば
、
容
易
に
そ
れ
を
有
効
と
認
め
、
雇
用
保
険
法
で
は
給
付
制
限
が
行
わ
れ
る
。
労

働
者
の
一
方
的
解
約
を
別
に
し
て
、
使
用
者
に
よ
る
解
約
を
受
け
入
れ
、
退
職
届
を
だ
す
よ
う
に
と
い
う
指
示
に
従
っ
た
場
合
に
は
、

「
合
意
」
解
約
と
は
い
え
ず
、
雇
用
保
険
法
の
就
業
関
係
の
「
解
消
」
と
評
価
さ
れ
な
い
と
解
さ
れ
る
べ
き
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

　

社
会
法
典
三
編
の
自
己
都
合
に
該
当
す
る
の
か
を
判
断
す
る
の
に
、
労
働
者
の
行
為
・
態
度
が
単
に
「
受
動
的
な
」
場
合
に
は
、

「
解
消
」
で
は
な
い
、
と
さ
れ
る
。
と
い
う
の
も
、「
解
消
」
と
い
う
文
言
を
用
い
て
い
る
の
は
、
そ
も
そ
も
「
積
極
的
な
行
為
・
態

度
」
を
前
提
に
す
る
か
ら
で
あ（

19
）

る
。
そ
れ
で
は
、「
解
消
」
と
評
価
さ
れ
な
い
、
労
働
者
の
「
受
動
的
な
行
為
・
態
度
」
に
は
、
ど
の

よ
う
な
も
の
が
あ
る
の
だ
ろ
う
か
。
典
型
例
と
し
て
は
、
労
働
者
が
使
用
者
の
解
約
に
た
だ
黙
っ
て
い
た
場
合
で
あ
り
、
そ
こ
に
は
、

何
ら
「
積
極
的
な
行
為
・
態
度
」
が
な
い
の
で
、
給
付
制
限
の
要
件
を
満
た
さ
な（

20
）
い
。
あ
る
い
は
、
解
約
告
知
に
対
し
て
、
労
働
者
が

訴
訟
を
提
起
し
て
争
う
こ
と
を
し
な
い
旨
を
使
用
者
に
約
し
た
と
し
て
も
、
そ
れ
だ
け
で
は
「
積
極
的
な
行
為
・
態
度
」
で
は
な（

21
）
い
。

不
本
意
な
が
ら
退
職
す
る
に
至
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
労
働
者
が
訴
訟
を
提
起
し
な
い
場
合
に
、
そ
れ
で
も
労
働
者
の
「
自
己
都

合
」
に
よ
る
離
職
と
い
え
る
の
か
に
つ
い
て
は
、
解
雇
に
対
し
訴
訟
を
提
起
し
な
い
こ
と
に
労
働
者
の
関
与
を
認
め
る
の
か
が
争
点
に

な（
22
）
る
。
確
か
に
、
提
訴
し
な
い
と
い
う
行
為
・
態
度
が
解
約
の
合
意
な
の
か
に
つ
い
て
の
判
断
は
容
易
で
は
な
い
。
し
か
し
、
参
考
に

な
る
の
は
、「
合
意
解
約
」
に
関
す
る
次
の
連
邦
社
会
裁
判
所
の
判
断
で
あ
る
。
社
会
法
典
三
編
の
自
己
都
合
退
職
（
一
五
九
条
一
項
二

文
一
号
）
の
要
件
で
あ
る
「
解
消
」
に
つ
い
て
、
使
用
者
の
解
約
を
甘
受
し
、
そ
し
て
解
雇
に
対
し
提
訴
し
な
い
場
合
で
も
、
そ
れ
は

「
合
意
」
解
約
で
は
な
い
こ
と
が
明
確
に
な
っ
て
い
る
点
で
あ（

23
）
る
。
労
働
者
の
「
受
動
的
な
行
為
・
態
度
」
は
就
業
関
係
の
「
解
消
」

と
し
て
は
評
価
さ
れ
な
い
か
ら
で
あ
る
。
何
度
も
繰
り
返
し
て
裁
判
所
が
強
調
し
て
い
る
よ
う
に
、
給
付
制
限
が
行
わ
れ
る
よ
う
な
就

業
関
係
の
「
解
消
」
と
評
価
さ
れ
る
の
は
、
常
に
被
保
険
者
の
「
積
極
的
な
行
為
」
と
結
び
つ
か
な
け
れ
ば
な
ら
な（

24
）

い
。
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以
上
を
踏
ま
え
る
と
、
わ
が
国
の
よ
う
に
使
用
者
に
求
め
ら
れ
て
、
形
式
的
に
退
職
届
を
だ
し
た
場
合
で
も
、
退
職
届
に
用
い
ら
れ

た
言
葉
に
拘
束
さ
れ
、
表
示
さ
れ
た
言
葉
や
形
式
を
重
視
す
る
の
で
は
な
く
、
就
業
関
係
の
喪
失
に
い
た
る
ま
で
の
実
際
の
経
過
に
つ

い
て
の
確
認
が
不
可
欠
に
な
る
。
ド
イ
ツ
で
は
、
給
付
制
限
を
も
た
ら
す
合
意
解
約
を
、
そ
れ
を
も
た
ら
さ
な
い
「
受
動
的
な
行
為
・

態
度
」
と
区
別
す
る
に
は
、
意
図
さ
れ
て
い
る
法
的
効
果
に
向
け
ら
れ
た
有
効
な
意
思
を
探
求
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と
指
摘
さ
れ

て
い（

25
）
る
。
一
九
九
五
年
一
一
月
九
日
事
件
は
、
協
約
に
よ
り
解
雇
は
し
な
い
こ
と
が
約
さ
れ
て
い
た
が
、
使
用
者
は
労
働
関
係
を
経
営

上
の
理
由
に
よ
り
終
了
し
た
。
争
点
は
、
本
件
の
離
職
は
、
労
働
者
が
合
意
解
約
に
い
た
っ
た
の
か
、
そ
れ
と
も
解
雇
を
単
に
甘
受
し

た
だ
け
な
の
か
で
あ
る
。
前
者
の
場
合
に
は
就
業
関
係
の
「
解
消
」
で
あ
る
が
、
後
者
で
あ
れ
ば
積
極
的
な
行
為
で
は
な
い
の
で
「
解

消
」
で
は
な
い
。
本
件
は
、
表
示
さ
れ
た
言
葉
や
形
式
が
重
要
な
の
で
は
な
く
（BGB133

条
）、
事
実
の
経
過
に
つ
い
て
の
確
認
が
重

要
で
あ
る
。
個
別
事
例
の
諸
般
の
事
情
は
、
契
約
当
事
者
の
行
為
態
度
を
信
義
則
に
よ
れ
ば
取
引
慣
行
（V

erkehrssitte

）
を
考
慮
に

入
れ
る
と
合
意
解
約
の
締
結
と
し
て
解
釈
さ
れ
る
の
か
否
か
に
基
づ
き
、
調
査
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、（

26
）
と
。

　

解
約
の
合
意
が
な
さ
れ
た
後
に
条
件
に
つ
い
て
の
取
決
め
が
な
さ
れ
た
の
か
、
そ
れ
と
も
す
で
に
退
職
条
件
に
つ
い
て
取
り
決
め
た

後
に
雇
用
が
終
了
し
た
の
か
は
、
争
点
に
な
っ
て
い
る
。
連
邦
社
会
裁
判
所
二
〇
〇
三
年
一
二
月
一
八
日
判（

27
）
決
で
は
被
保
険
者
の
「
積

極
的
な
関
与
」
が
必
要
で
あ
り
、
雇
用
の
終
了
及
び
そ
の
条
件
に
つ
い
て
の
合
意
が
な
さ
れ
て
い
る
場
合
に
認
め
ら
れ
、
使
用
者
の
解

約
告
知
を
単
に
労
働
者
が
受
け
入
れ
る
だ
け
で
は
「
解
消
」
と
認
定
さ
れ
な
い
と
し
て
い
る
。
労
働
者
が
明
ら
か
に
違
法
な
解
雇
で
あ

る
の
に
訴
訟
を
提
起
し
て
い
な
い
場
合
で
も
、
そ
こ
に
は
「
積
極
的
な
関
与
」
を
み
る
こ
と
は
で
き
な
い
、
と
。
本
件
で
は
、
証
明
書

の
発
行
（Zeugniserteilung

）
を
合
意
し
て
い
た
が
、
契
約
書
に
記
載
さ
れ
な
い
付
帯
的
取
り
決
め
を
し
た
だ
け
で
は
、
給
付
制
限
が

生
じ
る
積
極
的
関
与
で
は
な
い
、
と
い
う
。

　

さ
ら
に
、
二
〇
〇
四
年
一
月
一
日
か
ら
解
雇
制
限
法
一
ａ
条
に
よ
り
、
差
し
迫
っ
た
経
営
上
の
理
由
に
よ
る
使
用
者
の
解
約
告
知
に
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よ
り
労
働
者
が
労
働
関
係
を
解
消
し
な
い
こ
と
の
確
認
の
訴
え
を
提
起
し
な
い
場
合
に
は
、
解
約
告
知
期
間
の
経
過
に
よ
り
補
償
金
の

請
求
権
を
労
働
者
は
有
す
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
よ
う
に
使
用
者
の
解
約
告
知
を
受
け
入
れ
、
解
雇
制
限
法
一
ａ
条
二
項
に
よ
り
雇
用

の
喪
失
に
対
す
る
包
括
的
な
調
整
を
す
る
補
償
金
（A

bfindung

）
を
得
る
場
合
で
も
、
単
に
使
用
者
の
解
約
告
知
を
労
働
者
が
受
け

入
れ
た
だ
け
で
は
失
業
手
当
の
給
付
制
限
の
要
件
を
満
た
さ
な（

28
）

い
。

　

給
付
制
限
は
、
日
本
の
よ
う
に
退
職
届
を
だ
し
た
こ
と
、
そ
の
文
言
だ
け
を
根
拠
と
し
て
判
断
す
る
の
で
は
な
く
、
事
実
の
経
過
を

踏
ま
え
て
法
的
な
評
価
が
必
要
で
あ（

29
）

る
。
ヘ
ッ
セ
ン
州
社
会
裁
判
所
二
〇
〇
六
年
一
一
月
二
七
日
事（

30
）

件
で
は
、
使
用
者
の
解
約
と
同
日

に
協
約
に
基
づ
き
補
償
金
（
本
件
で
は
毎
月
架
橋
手
当
（Ü

berbrückungsgeld

）
の
支
払
い
）
の
確
約
が
な
さ
れ
、
雇
用
関
係
が
終
了
し

た
。
こ
れ
を
労
働
行
政
は
合
意
解
約
と
評
価
し
て
給
付
制
限
を
適
用
し
た
。
そ
こ
で
、
被
保
険
者
が
行
政
の
処
分
に
対
し
て
争
っ
た
結

果
、
州
社
会
裁
判
所
は
行
政
の
控
訴
を
棄
却
し
た
。
本
来
は
、
協
約
で
は
解
約
の
合
意
後
に
補
償
金
の
交
渉
を
し
、
労
働
者
の
申
し
出

に
よ
り
補
償
金
を
支
払
う
こ
と
が
定
め
ら
れ
て
い
た
が
、
本
件
で
は
解
約
の
申
し
出
と
同
時
に
補
償
金
も
確
約
さ
れ
た
な
か
で
、
労
働

者
が
合
意
し
た
の
か
、
そ
れ
と
も
使
用
者
の
申
し
出
を
甘
受
し
た
に
す
ぎ
な
い
の
か
、
が
問
題
に
な
る
。
裁
判
所
は
、
解
約
と
同
日
に

協
約
に
基
づ
き
補
償
金
の
確
約
を
し
て
、
使
用
者
の
解
約
の
申
し
出
を
労
働
者
が
甘
受
し
て
い
る
と
し
、
そ
の
場
合
に
は
、
被
保
険
者

の
「
積
極
的
行
為
」
は
認
定
さ
れ
な
い
、
と
判
示
し
て
い
る
。
本
件
の
被
保
険
者
の
行
為
は
、
給
付
制
限
規
定
の
「
解
消
」（
一
号
）

で
は
な
い
。
と
い
う
の
も
、
解
約
を
最
初
に
申
し
出
た
の
は
原
告
で
は
な
く
、
そ
の
使
用
者
で
あ
り
、
違
法
な
解
雇
で
あ
っ
て
も
、
甘

受
し
た
だ
け
で
は
、
労
働
関
係
の
「
解
消
」（A

uflösung

）
と
み
る
こ
と
は
で
き
な
い
か
ら
で
あ
る
。

　

こ
こ
で
も
基
本
に
な
っ
て
い
る
考
え
方
は
、
事
実
主
義
に
基
づ
い
て
「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
」
か
解
消
し
て
い
る
の
か
否
か
を
判

断
す
る
、
と
い
う
点
で
あ
る
。
前
掲
判
決
に
よ
れ
ば
、「
解
消
」
の
概
念
に
と
っ
て
適
切
な
手
掛
か
り
を
な
す
の
は
、
労
働
関
係
の
存

続
と
は
原
則
と
し
て
独
立
し
て
判
断
さ
れ
る
、「
就
業
関
係
の
給
付
法
上
の
概
念
」
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
労
働
者
が
就
業
関
係
を
解
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消
し
た
の
か
否
か
と
い
う
問
題
に
答
え
る
基
準
と
な
る
の
は
、
労
働
関
係
を
終
了
さ
せ
る
意
思
表
示
の
合
法
性
だ
け
で
は
な
く
、
む
し

ろ
実
際
の
出
来
事
の
経
過
（Geschehensablauf

）
な
の
で
あ
る
。
そ
う
し
た
判
断
は
労
働
関
係
の
終
了
及
び
そ
れ
と
結
び
つ
い
た
労

働
契
約
当
事
者
の
意
思
表
示
の
様
式
（M

odalitäten

）
の
評
価
で
は
な
く
、
就
業
関
係
の
終
了
を
認
め
る
た
め
の
事
実
上
の
理
由
に
よ

れ
ば
（nach dem

„tatsächlichen Grund

）
就
業
関
係
の
解
消
と
は
何
か
を
問
題
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な（

31
）

い
。
そ
れ
は
、
給
付
制
限
規

定
の
目
的
で
あ
る
、
労
働
者
に
就
業
関
係
の
終
了
に
自
ら
積
極
的
に
関
与
す
る
こ
と
を
妨
げ
る
（abhalten

）
こ
と
に
応
じ
た
も
の
で

あ
る
。
実
態
と
し
て
は
、
本
件
は
使
用
者
が
解
雇
し
、
補
償
金
を
支
払
う
旨
の
確
約
を
し
て
い
る
の
で
あ
り
、
そ
こ
に
は
労
働
者
の
積

極
的
関
与
を
み
る
こ
と
は
で
き
な
い
、
と
帰
結
す
る
。

（
ⅳ
）
小
括

　

日
本
法
へ
の
示
唆
と
し
て
は
次
の
点
が
重
要
で
あ
る
。
確
か
に
、
雇
用
関
係
の
終
了
に
つ
い
て
も
ド
イ
ツ
の
慣
行
と
ち
が
う
が
、
使

用
者
の
申
し
出
を
「
積
極
的
に
受
け
い
れ
た
」
と
い
え
る
の
か
否
か
を
基
準
に
判
断
す
る
こ
と
は
、
雇
用
保
険
法
の
「
自
己
都
合
」
退

職
に
よ
る
制
限
の
趣
旨
に
も
合
致
し
て
い
る
の
で
は
な
い
か
。
た
と
え
ば
、
退
職
の
条
件
に
つ
い
て
協
議
し
、
合
意
に
い
た
っ
て
い
る

場
合
に
は
、
被
保
険
者
も
雇
用
関
係
の
終
了
に
積
極
的
に
関
与
し
た
と
い
え
る
が
、
そ
う
で
な
い
場
合
に
、
例
え
ば
、
労
働
者
に
そ
の

意
思
が
な
い
の
に
退
職
届
を
書
く
よ
う
に
圧
力
を
加
え
る
、
早
期
退
職
制
度
に
応
募
す
る
よ
う
に
圧
力
を
加
え
る
、
退
職
勧
奨
に
応
じ

る
よ
う
に
圧
力
を
加
え
る
な
ど
、
解
雇
を
単
に
受
け
入
れ
た
、
拒
否
し
て
い
な
い
、
訴
訟
を
提
起
し
て
い
な
い
等
で
は
、
退
職
届
が
提

出
さ
れ
て
い
る
と
し
て
も
雇
用
保
険
の
給
付
が
制
限
さ
れ
る
自
己
都
合
退
職
と
は
認
め
ら
れ
な
い
。

　

自
己
都
合
退
職
と
判
断
さ
れ
れ
ば
、
雇
用
保
険
法
で
は
基
本
手
当
が
給
付
制
限
に
か
か
る
、
ま
た
特
定
資
格
受
給
者
で
は
な
い
と
給

付
日
数
も
短
縮
さ
れ
る
な
ど
、
労
働
者
に
不
利
益
が
生
じ
る
。
そ
の
よ
う
な
重
大
な
不
利
益
を
与
え
る
意
思
表
示
は
、
労
働
者
が
熟
慮
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に
基
づ
い
て
な
し
た
行
為
で
あ
る
と
認
め
る
に
足
り
る
「
積
極
的
な
行
為
」
が
存
在
す
る
場
合
に
限
り
、
自
己
都
合
退
職
と
し
て
の
要

件
を
充
足
す
る
と
解
す
べ
き
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

（
２
）
因
果
関
係

　

三
編
一
五
九
条
一
項
二
文
一
号
に
よ
る
と
、
労
働
者
が
自
ら
離
職
す
る
場
合
に
、
そ
れ
が
「
原
因
と
な
っ
て
（dadurch

）」
失
業
を

生
じ
さ
せ
た
場
合
に
、
そ
れ
は
保
険
に
違
反
す
る
行
為
に
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
二
番
目
の
要
件
と
し
て
、
離
職
と
失
業
に
因
果
関
係

が
あ
る
こ
と
が
あ
げ
ら
れ（

32
）

る
。

　

期
間
の
定
め
の
な
い
雇
用
を
終
了
し
、
そ
の
後
有
期
雇
用
に
転
職
し
た
場
合
に
、
有
期
雇
用
の
期
間
満
了
を
も
っ
て
失
業
が
生
じ
た

と
す
れ
ば
、
期
間
の
定
め
が
な
い
雇
用
が
終
了
し
た
こ
と
と
失
業
に
因
果
関
係
が
あ
る
の
で
、
給
付
制
限
が
生
じ
る
。
後
述
す
る
よ
う

に
、
た
と
え
、
期
間
の
定
め
が
な
い
雇
用
を
終
了
す
る
時
点
で
は
ま
だ
受
給
資
格
期
間
（A

nw
artschaftzeit

）
を
み
た
し
て
い
な
く

て
も
、
給
付
制
限
は
生
じ
る
と
い
う
の
が
連
邦
社
会
裁
判
所
の
判
断
で
あ
る
。
有
期
労
働
契
約
の
期
間
満
了
に
よ
る
離
職
は
、
確
か
に

積
極
的
な
行
為
に
よ
る
「
解
消
」
で
は
な
い
た
め
、
給
付
制
限
の
要
件
を
満
た
す
も
の
で
は
な
い
が
、
被
保
険
者
が
期
間
満
了
に
よ
る

終
了
日
よ
り
も
早
く
退
職
し
た
場
合
に
は
、
退
職
を
早
め
た
こ
と
と
、
失
業
に
は
因
果
関
係
が
認
め
ら
れ（

33
）
る
。
と
は
い
え
、
給
付
制
限

の
効
果
に
つ
い
て
も
、
過
剰
介
入
の
禁
止
か
ら
審
理
の
対
象
に
な
り
、
停
止
期
間
の
短
縮
が
生
じ
う
る
こ
と
が
あ
る
た
め
、
労
働
者
に

と
っ
て
の
不
利
益
は
緩
和
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
（
一
五
九
条
三
項
二
文
一（

34
）

号
）（
Ⅴ
章
で
後
述
）。

（
３
）
故
意
又
は
重
過
失

　

失
業
が
過
失
に
よ
る
と
評
価
さ
れ
る
の
は
、
被
保
険
者
が
転
職
後
の
職
場
（A

nschlußarbeitsplatz

）
を
得
る
た
め
に
当
然
に
考
え
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ら
れ
う
る
努
力
（nahe liegende A

nstrengungen 

）
を
し
な
か
っ
た
場
合
で
あ
り
、
退
職
後
の
職
場
へ
の
具
体
的
な
見
込
み
が
な
い

の
に
退
職
す
る
場
合
で
あ（

35
）

る
。
失
業
が
「
故
意
又
は
重
過
失
」
に
よ
る
と
い
う
の
は
、
も
っ
と
も
単
純
に
考
え
う
る
こ
と
を
念
頭
に
お

か
な
い
、
必
要
な
注
意
を
重
大
な
程
度
に
違
反
し
て
い
る
も
の
を
い（

36
）

う
。
予
測
可
能
な
展
開
を
無
視
し
た
こ
と
へ
の
批
判
を
う
け
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
失
業
者
に
典
型
的
に
帰
責
さ
れ
る
、
次
の
職
場
を
み
つ
け
る
努
力
を
す
る
こ
と
は
法
律
上
個

別
に
定
め
ら
れ
て
い
な
い
義
務
に
つ
い
て
も
認
め
ら
れ
う
る
と
し
た（

37
）

が
、
二
〇
〇
三
年
か
ら
求
職
の
努
力
を
す
る
責
務
は
明
文
化
さ
れ

て
い
る
（
二
条
五
項
二
号
）。
い
ず
れ
に
し
て
も
、
失
業
者
が
「
重
大
な
過
失
又
は
故
意
」
に
よ
り
そ
の
義
務
に
違
反
し
た
場
合
だ
け
、

帰
責
さ
れ
う（

38
）

る
。
た
と
え
ば
、
次
の
雇
用
が
開
始
す
る
ま
で
の
一
定
の
期
間
が
休
業
す
る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る
場
合
に
、「
予
定

さ
れ
た
失
業
」
を
生
じ
さ
せ
た
重
過
失
は
認
容
さ
れ
る
の
だ
ろ
う
か
。
裁
判
所
は
、
停
止
期
間
を
理
由
に
、
そ
の
間
に
失
業
す
る
こ
と

を
予
測
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
に
は
（Rechnungen

）、
重
大
な
過
失
に
よ
る
と
評
価
で
き
な
い
、
と
し
て
い（

39
）

る
。
と
い
う
の

も
、
過
失
審
査
に
際
し
て
は
、
自
ら
が
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を
と
っ
て
離
職
し
た
労
働
者
が
、
職
場
の
自
由
な
選
択
を
求
め
る
基
本
的
権

利
（
基
本
法
一
二
条
一
項
一
文
）
を
行
使
し
て
い
る
こ
と
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
か
ら
で
あ
る
。

　

給
付
制
限
と
し
て
、
失
業
者
の
基
本
的
権
利
を
過
剰
に
制
約
す
る
こ
と
は
許
容
さ
れ
な
い
こ
と
は
、
確
認
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

　

ハ
ン
ブ
ル
グ
州
社
会
裁
判
所（

40
）

は
、
本
件
原
告
は
期
間
の
定
め
の
な
い
雇
用
契
約
を
Ｓ
社
と
締
結
し
た
が
、
試
用
期
間
と
し
て
半
年
程

度
別
の
会
社
に
派
遣
さ
れ
、
就
業
し
て
い
た
が
、
期
間
の
満
了
に
基
づ
き
終
了
し
た
。
行
政
は
給
付
制
限
規
定
を
適
用
し
た
が
、
原
告

は
給
付
制
限
規
定
の
要
件
を
充
足
し
な
い
こ
と
、
仮
に
充
足
す
る
と
し
て
も
離
職
に
「
重
大
な
理
由
」
が
あ
る
旨
を
主
張
し
て
い
る
。

州
裁
判
所
は
、
給
付
制
限
決
定
の
処
分
が
違
法
で
あ
り
、
原
告
の
権
利
を
侵
害
し
て
い
る
と
し
、
原
告
側
の
請
求
を
認
容
し
て
い
る
。

本
件
は
、
確
か
に
、
原
告
は
Ｓ
社
を
離
職
し
て
い
る
が
、
そ
の
後
の
職
場
を
退
職
し
た
こ
と
に
よ
り
生
じ
た
失
業
は
「
故
意
又
は
重
過
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失
」
に
よ
り
惹
起
さ
れ
た
も
の
で
は
な
い
、
と
し
て
い
る
。
州
裁
判
所
は
、
離
職
時
に
、
転
職
す
る
新
し
い
職
場
へ
の
見
込
み
が
確
約

さ
れ
て
い
る
必
要
は
な
い
に
し
て
も
、
見
込
み
が
た
た
な
い
と
、
重
過
失
に
よ
る
も
の
と
な
る
、
と
し
つ
つ
、
本
件
原
告
は
、
試
用
期

間
満
了
後
は
Ｓ
社
と
の
安
定
し
た
就
業
関
係
に
入
る
で
あ
ろ
う
し
、
も
し
そ
う
で
な
い
な
ら
ば
、
試
用
さ
れ
た
会
社
と
の
契
約
が
期
間

の
定
め
の
な
い
契
約
に
な
る
と
い
う
前
提
が
あ
る
と
主
観
的
に
は
感
じ
て
い
た
、
と
認
定
さ
れ
て
い
る
。
裁
判
所
は
、
本
件
原
告
に
失

業
を
発
生
さ
せ
た
過
失
は
な
い
と
す
る
。
州
裁
判
所
は
、
行
政
も
原
審
も
審
査
の
時
点
で
客
観
的
な
基
準
を
基
に
原
告
の
行
為
を
評
価

し
て
い
る
が
、
そ
う
で
は
な
く
主
観
的
な
基
準
が
基
礎
に
置
か
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
立
場
を
と
っ
て
い（

41
）

る
。
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（
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〇
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Ⅳ　

自
己
都
合
退
職
の
「
重
大
な
理
由
」

１　
「
重
大
な
理
由
」

　

Ⅲ
章
で
み
た
よ
う
に
積
極
的
な
行
為
に
よ
る
離
職
は
自
己
都
合
退
職
に
該
当
す
る
こ
と
が
あ
る
が
、
失
業
を
惹
起
さ
せ
た
こ
と
に

「
重
大
な
理
由
」
が
な
い
の
か
が
さ
ら
に
争
点
に
な
る
。
裁
判
所
は
、
給
付
制
限
の
目
的
に
そ
っ
た
解
釈
を
、
過
剰
介
入
の
禁
止
を
論

拠
に
蓄
積
し
て
い
る
。
わ
が
国
で
は
自
己
都
合
退
職
の
「
正
当
な
理
由
」
に
つ
い
て
の
認
定
は
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
基
準
に
従

う
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
（
雇
用
保
険
法
三
三
条
二
項
）、
ド
イ
ツ
で
は
「
重
大
な
理
由
」
に
つ
い
て
は
、
連
邦
社
会
裁
判
所
の
柔
軟
な

判
断
が
蓄
積
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
ド
イ
ツ
で
も
、
か
つ
て
は
、
わ
が
国
の
雇
用
保
険
法
と
同
様
に
「
正
当
な
理
由
」
と
い
う
文
言
を

用
い
て
い
た
。
現
在
の
給
付
停
止
規
定
は
、
自
己
都
合
退
職
の
「
重
大
な
理
由
」
と
い
う
文
言
を
用
い
る
が
、
か
つ
て
職
業
紹
介
及
び

失
業
保
険
に
つ
い
て
の
法
律
（Gesetz über A

rbeitsverm
ittlung und A

rbeitslosenversicherung

）［A
V

A
V

G

］（
七
八
条
二
項
）

で
は
、
職
業
領
域
に
応
じ
た
も
の
を
自
己
都
合
退
職
の
「
正
当
な
理
由
（berechtigte Gründe

） 

と
規
定
し
て
い
た
。
そ
れ
と
並
ん

で
、
同
法
八
〇
条
一
項
一
文
に
「
重
大
な
理
由
」
を
労
働
法
の
諸
規
定
に
依
拠
し
て
審
査
す
る
旨
が
定
め
ら
れ
て
い（

1
）
た
。
雇
用
促
進
法

（
一
一
九
条
）
で
は
、「
正
当
な
理
由
」
と
「
重
大
な
理
由
」
の
相
違
は
な
く
、
一
般
条
項
に
代
替
し（

2
）
た
。
そ
の
後
、
雇
用
促
進
法
改
正

法
（A

rbeitsförderungs-Reform
gesetz 

［A
FRG

］）
に
よ
り
社
会
法
典
三
編
一
四
四
条
に
、
内
容
を
本
質
的
に
変
更
し
な
い
で
、
雇

用
促
進
法
一
一
九
条
を
継
承
し
た
、
と
い
う
経
緯
が
あ
る
。
雇
用
促
進
法
の
施
行
後
、
労
働
者
の
職
業
上
の
理
由
に
限
定
し
な
い
で
、

個
人
的
な
理
由
を
含
め
、「
重
大
な
理
由
」
と
捉
え
て
い
る
。

　

労
働
者
の
退
職
理
由
の
「
重
大
な
理
由
」
の
具
体
化
に
際
し
て
は
、
裁
判
所
は
、
給
付
制
限
の
目
的
と
、
憲
法
上
の
過
剰
介
入
の
禁
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止
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と
繰
り
返
し
判
示
し
て
い（

3
）

る
。
判（

4
）

決
に
よ
る
と
、
自
己
都
合
退
職
に
給
付
制
限
を
設
け
て
い
る
目

的
は
、
失
業
の
発
生
に
対
す
る
責
任
を
被
保
険
者
自
身
が
負
っ
て
い
る
、
又
は
失
業
を
克
服
す
る
協
力
を
、
理
由
が
な
く
、
被
保
険
者

自
身
が
行
わ
な
い
と
い
っ
た
リ
ス
ク
か
ら
、
被
保
険
者
共
同
体
を
ま
も
る
こ
と
に
あ
る
と
い
う
。
そ
れ
ゆ
え
、
給
付
が
制
限
さ
れ
る
の

は
、
あ
ら
ゆ
る
個
別
事
情
を
考
慮
に
入
れ
、
被
保
険
者
自
ら
の
利
益
と
被
保
険
者
共
同
体
の
利
益
を
衡
量
す
れ
ば
、
別
の
行
動
を
と
る

こ
と
が
被
保
険
者
で
あ
る
労
働
者
に
期
待
で
き
る
場
合
だ
け
で
あ
る
、
と
判
示
し
て
い
る
。
た
と
え
ば
、
使
用
者
の
圧
力
を
う
け
、
解

雇
に
瀕
し
て
い
る
場
合
に
、
労
働
者
が
自
ら
退
職
し
た
な
ら
ば
、
実
際
に
解
雇
さ
れ
る
ま
で
離
職
し
な
い
、
と
い
う
別
の
行
動
を
と
る

よ
う
に
当
該
労
働
者
に
受
忍
さ
せ
る
の
か
否
か
と
い
う
問
題
で
あ
る
。
連
邦
社
会
裁
判（

5
）

所
は
、
連
帯
に
よ
る
被
保
険
者
共
同
体
に
と
っ

て
、
使
用
者
に
よ
る
解
雇
に
利
益
の
あ
る
こ
と
が
明
白
で
な
い
場
合
に
、
労
働
者
が
有
し
て
い
る
利
益
、
と
く
に
労
働
関
係
の
終
了
を

自
己
に
有
利
に
形
成
す
る
こ
と
へ
の
固
有
の
利
益
を
考
慮
し
な
い
の
で
あ
れ
ば
、
過
剰
介
入
の
禁
止
に
抵
触
す
る
疑
い
が
生
じ
る
と
判

示
し
て
い
る
。

　

裁
判
所
は
、
給
付
制
限
規
定
の
「
重
大
な
理
由
」
は
、
失
業
者
の
主
観
的
な
思
い
（subjektive V

orstellungen

）
で
判
断
す
る
の

で
は
な
く
、
客
観
的
に
認
め
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と
い（

6
）
う
。

２　
「
重
大
な
理
由
」
を
め
ぐ
る
柔
軟
な
判
断

（
１
）
有
期
雇
用
へ
の
転
職
後
の
雇
用
終
了

　

そ
れ
で
は
、「
重
大
な
理
由
」
の
認
否
が
問
題
に
な
っ
た
争
訟
例
の
う
ち
、
ま
ず
、
有
期
雇
用
に
関
す
る
も
の
を
と
り
あ
げ
た
い
。

確
か
に
、
期
間
満
了
に
よ
る
退
職
は
、
被
保
険
者
の
「
積
極
的
行
為
」
に
よ
る
も
の
で
は
な
い
の
で
、
給
付
制
限
の
要
件
を
充
足
し
な

い
（
Ⅲ
章
参
照
）。
し
か
し
、
問
題
に
な
る
の
は
、
期
間
の
定
め
の
な
い
雇
用
の
終
了
後
に
す
ぐ
に
有
期
雇
用
に
転
職
し
た
場
合
に
、
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有
期
雇
用
の
期
間
満
了
に
よ
り
失
業
が
生
じ
る
と
、
そ
の
失
業
は
そ
も
そ
も
期
間
の
定
め
の
な
い
就
労
を
や
め
て
有
期
雇
用
に
就
い
た

こ
と
と
因
果
関
係
が
あ
る
、
と
解
さ
れ
る
（
Ⅲ
章
参
照
）。
つ
ま
り
、
期
間
の
定
め
の
な
い
就
労
か
ら
有
期
雇
用
に
変
更
し
た
こ
と
に

つ
い
て
「
重
大
な
理
由
」
が
な
け
れ
ば
、
有
期
雇
用
に
つ
い
た
こ
と
が
失
業
を
惹
起
し
た
と
さ
れ
、
給
付
制
限
規
定
が
適
用
さ
れ
る
。

そ
れ
で
は
、
有
期
雇
用
に
変
更
す
る
「
重
大
な
理
由
」
は
、
何
な
の
だ
ろ
う
か
。

　

連
邦
社
会
裁
判
所
二
〇
〇
四
年
一
〇
月
二
六
日
事（

7
）
件
の
原
告
は
、
本
屋
の
販
売
員
で
あ
っ
た
が
、
別
の
職
場
に
移
っ
た
と
こ
ろ
、
新

し
い
雇
用
関
係
は
、
か
つ
て
の
そ
れ
と
比
べ
る
と
、
労
働
時
間
が
週
六
時
間
短
縮
さ
れ
る
が
、
報
酬
は
増
額
す
る
（
約
一
四
〇
マ
ル
ク
）

面
で
は
好
条
件
と
い
え
る
も
の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
三
ヵ
月
程
度
の
有
期
雇
用
で
あ
っ
た
。
有
期
労
働
契
約
は
一
度
だ
け
更
新
さ
れ

た
が
（
約
四
ヵ
月
）、
期
間
満
了
に
よ
り
終
了
し
た
た
め
、
原
告
は
失
業
手
当
を
申
請
し
た
も
の
の
、
社
会
法
典
三
編
の
給
付
制
限
に

よ
り
失
業
手
当
の
受
給
期
間
が
九
〇
日
間
短
縮
さ
れ
た
。
本
件
で
は
、
新
た
な
職
場
が
有
期
雇
用
で
あ
っ
た
が
、
か
つ
て
の
条
件
と
比

べ
る
と
当
該
被
保
険
者
に
と
っ
て
有
利
な
労
働
条
件
で
あ
っ
た
こ
と
は
「
重
大
な
理
由
」
で
あ
る
。
そ
し
て
続
け
て
、
基
本
法
一
二
条

一
項
（
職
業
遂
行
の
自
由
）
か
ら
む
し
ろ
導
か
れ
う
る
の
は
、
労
働
者
が
、
原
則
と
し
て
、
魅
力
的
に
見
え
る
有
期
労
働
契
約
を
、
期

間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約
に
有
利
に
な
る
よ
う
に
（zu Gunsten

）
受
け
入
れ
る
こ
と
は
労
働
者
の
自
由
で
あ
る
。
本
件
で
は
さ
ら

に
、
新
た
に
成
立
し
た
有
期
契
約
が
期
間
の
定
め
の
無
い
契
約
に
転
換
す
る
見
込
み
が
あ
る
こ
と
に
「
重
大
な
理
由
」
が
あ
る
と
判
示

し
て
い
る
。
同
様
に
、
判（

8
）
決
で
は
、
九
ヵ
月
の
有
期
雇
用
が
終
了
し
た
後
に
次
の
仕
事
の
見
込
み
が
あ
り
、
期
間
の
満
了
の
一
ヵ
月
前

に
終
了
し
た
場
合
で
も
、
職
業
上
よ
り
良
い
可
能
性
が
あ
る
こ
と
が
「
重
大
な
理
由
」
に
該
当
す
る
と
さ
れ
て
い
る
。

　

前
掲
二
〇
〇
四
年
一
〇
月
二
六
日
判
決
を
確
認
し
な
が
ら
「
重
大
な
理
由
」
に
つ
い
て
州
社
会
裁
判
所
は
、
興
味
深
い
判
断
を
し
て

い
る
。
ハ
ン
ブ
ル
グ
州
社
会
裁
判（

9
）
所
は
、
給
付
制
限
規
定
の
目
的
を
考
慮
に
い
れ
た
上
で
、
個
別
事
例
に
あ
ら
ゆ
る
事
情
を
考
慮
に
入

れ
て
労
働
者
の
利
益
と
共
同
体
の
利
益
を
衡
量
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
、
と
連
邦
社
会
裁
判
所
の
従
来
の
見
解
を
確
認
し
た
上
で
、
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次
の
よ
う
に
判
示
し
て
い
る
。
そ
の
衡
量
に
は
、
労
働
社
会
の
生
活
関
係
に
お
い
て
生
じ
て
い
る
変
化
も
ま
た
考
慮
に
入
れ
る
こ
と
が

で
き
る
と
し
つ
つ
、
し
か
し
、
労
働
世
界
の
法
的
現
実
に
お
い
て
は
、
短
期
の
有
期
労
働
契
約
を
締
結
す
る
傾
向
に
あ
る
が
、
た
と
え

政
策
的
に
望
ま
れ
て
い
よ
う
と
も
、
期
間
の
定
め
の
な
い
就
業
関
係
か
ら
期
間
の
定
め
の
あ
る
関
係
に
変
わ
る
こ
と
は
一
般
的
に
は

「
重
大
な
理
由
」
と
み
な
さ
れ
な
い
、
と
す
る
。
そ
し
て
続
け
て
、
前
掲
二
〇
〇
四
年
一
〇
月
二
六
日
判
決
を
確
認
し
て
、
本
法
一
二

条
一
項
（
職
業
遂
行
の
自
由
）
か
ら
む
し
ろ
導
か
れ
う
る
の
は
、
労
働
者
が
、
原
則
と
し
て
、
魅
力
的
に
見
え
る
有
期
労
働
契
約
を
、

期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約
に
有
利
に
な
る
よ
う
に
受
け
入
れ
る
こ
と
は
労
働
者
の
自
由
で
あ
る
。 

原
審
は
、
新
し
い
事
業
所
の

従
業
員
の
証
言
か
ら
、
最
初
は
有
期
労
働
契
約
を
締
結
し
て
い
る
が
、
そ
れ
が
無
期
に
転
化
す
る
よ
う
な
具
体
的
な
見
込
み
が
あ
っ

た
、
と
い
う
結
論
は
ひ
き
だ
せ
な
い
と
い
う
。
し
か
し
、
十
分
に
証
明
が
な
さ
れ
て
い
な
い
の
で
、
本
法
廷
で
は
次
の
職
場
へ
の
転
職

の
具
体
的
な
見
込
み
が
原
告
に
は
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
、
そ
れ
ゆ
え
に
前
職
を
退
職
し
た
「
重
大
な
理
由
」
が
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
を

前
提
に
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
そ
の
際
に
は
、
労
働
者
は
、
有
期
雇
用
を
中
断
な
く
（nahtlos

）
受
け
入
れ
る
こ
と
が
別
の
職
業
領
域

に
変
わ
る
こ
と
と
結
び
つ
き
、
そ
し
て
そ
れ
と
結
び
つ
い
て
さ
ら
に
技
能
（Fertigkeiten

）
を
得
ら
れ
る
こ
と
と
結
び
つ
い
て
い
る
な

ら
ば
、
い
ず
れ
も
「
重
大
な
理
由
」
が
あ
る
と
い
え（

10
）
る
。
さ
ら
に
、
連
邦
社
会
裁
判
所
二
〇
〇
六
年
七
月
一
二
日
判（

11
）
決
は
、「
重
大
な

理
由
」
を
柔
軟
に
解
釈
す
る
立
場
を
明
確
に
し
、
こ
れ
を
使
用
者
の
解
雇
が
労
働
者
の
職
務
の
継
続
に
不
利
益
が
生
じ
る
お
そ
れ
が
あ

る
場
合
に
限
定
す
る
の
で
は
な
く
、
過
剰
介
入
の
禁
止
の
観
点
か
ら
解
釈
す
る
べ
き
で
あ
る
、
と
い
う
。

（
２
）
積
極
的
な
行
為
に
よ
る
退
職

（
ⅰ
）
職
場
で
の
「
圧
力
」
に
よ
る
退
職
（
過
密
労
働
や
職
場
で
の
い
じ
め
）

　

退
職
強
要
の
圧
力
だ
け
で
は
な
く
、
過
密
労
働
を
強
い
る
こ
と
も
ま
た
、
退
職
届
を
だ
す
こ
と
を
正
当
化
す
る
よ
う
な
「
圧
力
」
と
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み
る
こ
と
が
で
き
る
。
下
級
審
も
含
め
、
興
味
深
い
判
断
が
示
さ
れ
て
い
る
。

　

使
用
者
が
労
働
者
に
過
剰
な
労
働
を
求
め
て
い
た
場
合
に
、
労
働
者
の
解
約
に
よ
る
退
職
に
は
「
重
大
な
理
由
」
が
あ（

12
）

る
。
ヘ
ッ
セ

ン
州
社
会
裁
判
所
二
〇
〇
九
年
六
月
一
八
日
判（

13
）

決
は
、
本
件
被
保
険
者
が
次
の
職
場
へ
の
具
体
的
な
見
込
み
が
な
い
の
に
退
職
し
た
場

合
に
は
、
確
か
に
「
重
過
失
」
に
よ
る
自
己
都
合
退
職
で
あ
る
と
し
た
上
で
、
本
件
で
は
具
体
的
な
業
務
の
状
況
を
み
れ
ば
業
務
が
過

剰
な
要
求
で
あ
る
な
ら
、
自
己
都
合
退
職
の
「
重
大
な
理
由
」
で
あ
る
、
と
。
本
件
は
バ
ス
の
運
転
手
で
あ
る
が
、
本
件
原
告
に
突
き

付
け
ら
れ
た
要
求
は
も
は
や
正
当
と
は
評
価
で
き
な
い
し
、
退
職
届
を
だ
す
の
が
正
当
で
あ
る

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

（berechtigterw
eis

4

4

4

4

4

4

4
4
4

4
4

4

4

4
4
4e

4

）
ほ
ど
に
圧
力

4

4

4

4

4

を
う
け
て
い
た

4

4

4

4

4

4

（
強
調
筆
者
）、
と
判
示
し
て
い
る
。
本
件
で
考
慮
さ
れ
て
い
る
の
は
、
原
告
が
翌
日
に
勤
務
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

の
か
、
そ
れ
と
も
休
め
る
の
か
を
知
る
こ
と
が
で
き
る
の
は
夕
方
か
夜
（
二
〇
時
か
ら
二
三
時
）
に
な
っ
て
は
じ
め
て
わ
か
る
た
め
、

休
日
も
予
定
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
週
末
に
も
つ
い
て
も
同
様
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
乗
車
時
間
も
ゆ
と
り
が
な
い
程
タ
イ
ト
に

計
画
さ
れ
て
い
た
。
そ
の
よ
う
な
条
件
で
は
原
告
の
集
中
力
も
乗
務
の
安
全
性
も
、
損
な
わ
れ
る
こ
と
も
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
、
と
州
裁
判
所
は
判
示
し
て
い
る
。
つ
ま
り
、
退
職
届
を
だ
し
て
労
働
者
の
都
合
に
よ
り
退
職
す
る
場
合
で
も
、
そ
れ
ま
で
の
労
働

条
件
が
退
職
届
を
だ
す
の
も
当
然
だ
と
考
え
ら
れ
る
程
に
過
密
で
あ
る
な
ら
ば
、
そ
れ
は
退
職
の
「
重
大
な
理
由
」
に
な
る
。

　

連
邦
社
会
裁
判
所
二
〇
〇
三
年
一
〇
月
二
一
日
判（

14
）

決
で
は
、
労
働
者
が
退
職
し
た
が
、
本
件
で
職
場
で
の
い
じ
め
、
健
康
侵
害
及
び

精
神
的
圧
力
（D
ruck

）
を
う
け
た
と
い
う
「
重
大
な
理
由
」
が
あ
っ
た
の
か
否
か
が
審
査
さ
れ
、
審
査
の
程
度
（Prüfdichte

）
が
問

題
に
な
っ
て
い
る
。
連
邦
社
会
裁
判
所
が
退
職
の
「
重
大
な
理
由
」
と
し
て
の
「
い
じ
め
」
に
つ
い
て
詳
細
な
基
準
を
は
じ
め
て
定
立

し
た
事
案
で
あ
り
、
紹
介
し
て
お
き
た
い
。
給
付
制
限
が
生
じ
る
の
は
、
失
業
者
が
就
業
関
係
を
解
消
し
、
そ
し
て
そ
れ
を
通
じ
て
故

意
又
は
重
大
な
過
失
に
よ
り
失
業
を
惹
起
し
た
が
、
そ
れ
に
対
す
る
「
重
大
な
理
由
」
が
な
い
場
合
で
あ
る
。
個
別
の
諸
般
の
事
情
を

考
慮
に
入
れ
て
、
そ
し
て
自
己
の
利
益
と
保
険
共
同
体
の
利
益
を
衡
量
す
れ
ば
、
別
の
行
為
・
態
度
が
被
保
険
者
に
期
待
で
き
る
場
合
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に
は
、「
重
大
な
理
由
」
は
認
定
さ
れ
な
い
。
本
件
で
は
、
被
保
険
者
に
胃
痛
、
鬱
、
睡
眠
障
害
が
あ
っ
た
と
原
審
で
認
定
さ
れ
、
そ

れ
が
「
重
大
な
理
由
」
で
あ
る
と
み
る
こ
と
は
で
き
る
も
の
の
、
そ
の
不
調
が
ど
の
程
度
に
達
し
て
い
る
の
か
が
確
認
さ
れ
て
い
な

い
、
と
原
告
側
の
請
求
を
一
部
認
容
し
つ
つ
、
差
し
戻
し
た
。
問
題
は
、
精
神
的
圧
力
に
よ
る
健
康
侵
害
を
「
重
大
な
理
由
」
と
認
定

す
る
に
は
、
ど
の
程
度
の
審
査
が
必
要
か
、
と
い
う
点
に
あ
る
。
本
件
で
は
、
病
気
で
あ
る
と
判
断
す
る
の
に
、
医
師
の
診
察
を
う
け

て
い
る
か
否
か
ま
で
は
必
要
で
は
な
い
こ
と
、
精
神
状
態
の
障
害
や
健
康
問
題
が
本
件
原
告
の
上
司
と
の
緊
張
関
係
に
起
因
す
る
こ
と

が
確
認
さ
れ
て
い
る
。
そ
う
で
あ
れ
ば
、
自
己
の
健
康
を
犠
牲
に
し
て
ま
で
仕
事
を
す
る
こ
と
は
原
則
と
し
て
労
働
者
が
受
忍
す
べ
き

こ
と
で
は
な
い
。
し
か
し
、
職
場
の
緊
張
関
係
が
あ
る
場
合
で
も
、
病
気
が
短
期
間
で
治
療
で
き
る
と
か
、
発
症
を
回
避
で
き
る
な
ら

ば
、
継
続
雇
用
が
期
待
さ
れ
う
る
、
と
原
審
は
判
示
し
て
い
る
。
そ
こ
で
、
連
邦
社
会
裁
判
所
は
、
精
神
的
圧
力
（
い
じ
め
）
の
た
め

に
原
告
に
就
労
が
期
待
不
可
能
で
あ
る
の
か
否
か
は
上
司
の
警
告
が
合
法
か
否
か
に
よ
る
が
、
原
審
の
事
実
認
定
で
は
不
十
分
で
あ
り

判
断
が
で
き
な
い
、
と
い
う
。
適
法
で
な
い
又
は
社
会
的
に
不
適
切
な
上
司
の
言
動
だ
け
が
労
働
者
の
退
職
の
「
重
大
な
理
由
」
に
な

る
、
と
判
示
す
る
。
上
司
の
批
判
が
適
切
で
あ
れ
ば
、
退
職
の
「
重
大
な
理
由
」
に
は
な
ら
な
い
が
、
上
司
の
不
適
切
な
言
動
に
は

4

4

4

4

4

4

4

4

、

個
々
4

4

の
労
働
者
を
職
場
集
団
か
ら
排
除
す
る

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

、
過
小
評
価
す
る

4

4

4

4

4

4

、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
か
ら
排
除
す
る

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

、
差
別
す
る
こ
と
が
す
で
に

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

含
ま
れ
て
い
る

4

4

4

4

4

4

、
と
判
示
し
て
い
る
。
そ
し
て
、
上
司
の
個
々
の
言
動
が
法
的
限
界
を
た
と
え
超
え
て
い
な
い
と
し
て
も

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

、
ち
く
ち
く

4

4

4

4

と
嫌
み
を
言
う
場
合
に
は

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

、
適
切
な
範
囲
を
超
え
る
と
評
価
で
き

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

、
そ
し
て
そ
の
事
を
通
じ
て
労
働
者
は
も
は
や
受
忍
で
き
な
い
状
況

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

に
お
か
れ
て
い
る

4

4

4

4

4

4

4

。
原
審
は
、
そ
の
観
点
に
た
っ
て
全
体
の
諸
事
情
を
詳
細
に
評
価
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
り
、
原
告
の
人
格

4

4

4

4

4

権
が
長
期
に
わ
た
っ
て
侵
害
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
の
か
否
か
を
審
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

、（
強
調
、
筆
者
）
と
判
示
す
る
に
い
た
っ

た
。
そ
し
て
、
本
件
で
は
他
の
同
僚
と
比
べ
る
と
、
原
告
は
、
上
司
の
正
当
で
な
い
強
い
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
下
に
お
か
れ
、
し
ば
し
ば
長

期
に
わ
た
り
叱
責
を
う
け
、
精
神
的
圧
力
を
う
け
た
こ
と
が
も
は
や
継
続
雇
用
を
受
忍
で
き
な
い
、
と
判
断
さ
れ
る
。
あ
る
い
は
こ
れ
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か
ら
も
共
に
働
く
た
め
に
必
要
な
期
待
可
能
な
信
頼
関
係
が
基
盤
に
も
は
や
存
し
て
い
な
い
、
と
判
断
で
き
る
、
と
い
う
。
以
上
の
よ

う
に
、
医
師
の
診
断
書
が
な
い
場
合
で
も
、
退
職
の
「
重
大
な
理
由
」
の
有
無
に
つ
い
て
、
人
格
権
の
侵
害
可
能
性
が
な
い
の
か
を
詳

細
に
事
実
に
基
づ
き
事
後
審
査
す
る
こ
と
が
必
要
に
な
る
。
被
保
険
者
に
対
す
る
給
付
制
限
の
判
断
を
す
る
過
程
に
お
い
て
、
上
司
に

よ
る
精
神
的
圧
力
を
含
む
事
実
に
つ
い
て
立
証
す
る
責
任
を
負
う
の
は
行
政
で
あ
る
（
三
編
一
五
九
条
一
項
四
文
）。

（
ⅱ
）
解
雇
に
よ
る
職
業
生
活
へ
の
不
利
な
影
響

　

労
働
者
に
と
っ
て
基
本
手
当
の
給
付
制
限
に
か
か
る
自
己
都
合
退
職
は
解
雇
よ
り
不
利
で
あ
る
が
、
労
働
者
が
解
雇
よ
り
も
退
職
扱

い
を
望
む
と
い
う
面
も
あ
る
。
解
雇
扱
い
に
よ
り
再
就
職
が
困
難
に
な
る
と
考
え
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
点
を
、
解
雇
扱
い
に
よ
る
職

業
生
活
へ
の
不
利
を
避
け
る
こ
と
も
、
自
ら
退
職
す
る
「
重
大
な
理
由
」
に
な
る
と
し
た
判
決
も
あ
る
。
あ
る
事（

15
）
件
で
は
、
労
働
者
が

解
雇
に
瀕
し
た
た
め
、
使
用
者
と
合
意
解
約
を
締
結
し
た
が
、
雇
用
終
了
前
の
三
カ
月
間
に
労
働
者
は
労
務
を
提
供
し
て
い
な
か
っ
た

が
、
賃
金
を
受
け
と
っ
て
い
た
た
め
、
本
件
に
「
重
大
な
理
由
」
が
あ
る
か
が
主
た
る
争
点
に
な
っ
た
。
本
件
は
、「
重
大
な
理
由
」

は
「
職
業
上
の
進
歩
（berufliche Fortkom

m
en

）」
に
不
利
に
な
る
こ
と
に
限
定
さ
れ
る
の
で
は
な
い
、
と
よ
り
柔
軟
に
解
釈
し
て

い
る
。
本
件
で
は
、
使
用
者
と
合
意
解
約
を
締
結
し
て
い
て
も
、
労
働
者
が
経
営
上
の
理
由
に
よ
り
使
用
者
か
ら
解
雇
さ
れ
る
危
機
が

あ
り
、
解
雇
に
典
型
的
に
伴
う
不
利
益
を
回
避
し
た
い
と
考
え
て
、
退
職
の
合
意
を
し
た
場
合
に
は
「
重
大
な
理
由
」
が
認
定
さ
れ
て

い
る
。
本
件
判
決
は
、
使
用
者
か
ら
補
償
金
を
受
け
て
い
て
も
そ
れ
が
「
重
大
な
理
由
」
を
否
定
す
る
こ
と
に
は
な
ら
な
い
、
と
も
い

う
。
そ
し
て
、
合
意
退
職
に
よ
る
自
己
都
合
の
「
重
大
な
理
由
」
を
、
連
邦
社
会
裁
判
所
は
こ
れ
ま
で
も
使
用
者
に
よ
る
解
雇
を
待
た

ず
に
、
自
ら
の
職
業
上
の
進
歩
に
不
利
に
な
る
こ
と
を
危
惧
し
て
退
職
し
て
い
る
こ
と
に
限
定
し
て
い
る
の
で
は
な
い
、
と
い
う
。
そ

れ
は
理
由
の
一
つ
に
す
ぎ
な
い
と
し
、
憲
法
上
の
過
剰
介
入
の
禁
止
の
観
点
か
ら
、
そ
の
他
の
理
由
も
認
め
ら
れ
て
い
る
、
と
判
示
し
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て
い
る
。
当
該
被
保
険
者
が
使
用
者
の
解
雇
を
待
つ
こ
と
を
、
被
保
険
者
共
同
体
は
期
待
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
以
上
、
当
該
被
保
険

者
が
自
己
の
正
当
な
利
益
を
受
け
る
の
を
妨
げ
る
利
益
は
被
保
険
者
共
同
体
に
存
し
な
い
、
と
い
う
。

（
ⅲ
）
労
働
者
の
家
族
生
活
・
子
の
福
祉

　

連
邦
社
会
裁
判
所
一
九
七
七
年
四
月
二
〇
日
判（

16
）
決
に
よ
る
と
、
次
の
職
場
へ
の
見
込
み
が
な
い
ま
ま
退
職
し
た
場
合
に
は
給
付
制
限

が
生
じ
る
が
、
婚
約
中
の
労
働
者
が
、
遠
距
離
に
い
る
婚
約
者
（
配
偶
者
）
と
の
共
同
生
活
の
た
め
に
退
職
す
る
こ
と
は
「
重
大
な
理

由
」
に
な
る
。
た
だ
し
、
本
件
判
決
は
、
退
職
か
ら
四
カ
月
後
に
結
婚
し
て
い
る
場
合
に
は
、
結
婚
が
就
業
関
係
の
解
消
の
「
重
大
な

理
由
」
と
し
て
は
認
容
さ
れ
な
い
、
と
判
示
し
て
い
る
。
と
い
う
の
も
、「
重
大
な
理
由
」
は
、
単
に
雇
用
の
終
了
に
か
か
わ
っ
て
い

れ
ば
よ
い
の
で
は
な
く
、
雇
用
の
終
了
の
時
点
に
存
し
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
か
ら
で
あ
る
、（

17
）
と
。
本
件
原
告
は
、
次
の
就
業
へ
の

転
職
の
具
体
的
見
込
み
が
な
か
っ
た
の
に
失
業
を
重
過
失
に
よ
り
生
じ
さ
せ
た
、
と
い
う
。
こ
れ
ら
の
判
決
を
継
承
し
つ
つ
、
新
た
に

連
邦
社
会
裁
判
所
二
〇
〇
五
年
一
一
月
一
七
日
判（

18
）
決
は
、
子
の
い
る
労
働
者
が
家
族
と
の
生
活
を
理
由
に
自
己
都
合
退
職
す
る
「
重
大

な
理
由
」
を
、
基
本
法
六
条
二
項
一
文
に
基
づ
く
、
子
の
養
育
に
つ
い
て
の
両
親
の
権
利
及
び
義
務
を
根
拠
に
認
め
て
い
る
。
本
件
判

決
に
よ
れ
ば
、
原
告
は
次
の
職
場
へ
の
具
体
的
な
見
込
み
が
な
い
ま
ま
就
業
関
係
を
解
消
し
、
重
過
失
に
基
づ
き
失
業
を
惹
起
し
て
い

る
、
と
し
た
上
で
、
失
業
者
が
結
婚
の
た
め
共
同
生
活
を
す
る
の
に
転
居
す
る
こ
と
は
連
邦
社
会
裁
判
所
が
す
で
に
「
重
大
な
理
由
」

と
し
て
認
容
し
て
き
た
、
と
い
う
。
し
か
し
、
本
件
で
は
、「
重
大
な
理
由
」
が
離
職
す
る
時
点
に
存
在
し
な
い
こ
と
、
つ
ま
り
、
本

件
で
は
転
居
か
ら
結
婚
ま
で
数
カ
月
間
の
期
間
が
あ
り
、
退
職
時
に
ま
だ
結
婚
し
て
い
な
い
の
に
「
重
大
な
理
由
」
が
あ
る
と
い
え
る

の
か
が
争
点
に
な
る
、
と
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
本
件
で
は
従
来
の
仕
事
を
結
婚
時
点
ま
で
継
続
す
る
こ
と
は
、
原
告
の
一
三
歳
に
な

る
子
の
転
校
の
時
期
を
考
え
る
と
、
授
業
が
す
で
に
開
始
す
る
た
め
に
期
待
困
難
で
あ
る
。
子
が
原
告
の
配
偶
者
と
の
共
同
生
活
の
た
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め
に
転
校
し
、
子
を
新
た
な
配
偶
者
と
世
話
し
、
養
育
す
る
た
め
に
離
職
し
て
い
る
の
で
、
そ
の
点
で
は
被
保
険
者
共
同
体
の
利
益

は
、
子
の
福
祉
を
理
由
に
後
退
す
る
の
で
あ
る
、
と
い
う
。
そ
し
て
、
こ
の
価
値
観
は
基
本
法
六
条
二
項
一
文
か
ら
明
ら
か
で
あ
る
、

と
い
う
の
も
こ
の
基
本
権
は
親
の
責
任
を
子
の
福
祉
の
た
め
に
果
た
す
こ
と
を
保
障
す
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
と
い
う
。
ま
た
加
え

て
、
原
告
は
す
で
に
失
業
前
に
求
職
活
動
を
何
度
か
行
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
原
告
の
行
為
・
態
度
を
評
価
す
る
際
に
、
当
法
廷
は
、

次
の
職
場
を
中
断
な
く
見
つ
け
る
こ
と
で
失
業
を
回
避
す
る
努
力
を
過
剰
に
要
求
す
る
こ
と
は
禁
じ
ら
れ
て
い
る
、
と
い
う
こ
と
か
ら

出
発
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
れ
は
、
給
付
制
限
の
目
的
か
ら
も
、
そ
し
て
そ
の
こ
と
か
ら
導
か
れ
る
、「
重
大
な
理
由
」
の
要
件

が
給
付
制
限
の
構
成
要
件
の
枠
内
で
担
う
機
能
か
ら
も
明
ら
か
で
あ
る
。
以
上
か
ら
判
断
す
れ
ば
、
個
別
事
例
の
あ
ら
ゆ
る
諸
事
情
を

考
慮
に
入
れ
、
か
つ
当
該
被
保
険
者
の
利
益
と
被
保
険
者
共
同
体
の
利
益
を
衡
量
し
て
、
当
該
失
業
労
働
者
に
別
の
行
為
・
態
度
が
期

待
で
き
る
場
合
に
だ
け
、
給
付
制
限
の
効
果
が
生
じ
る
べ
き
な
の
で
あ
る
。

（
ⅳ
）
小
括

　

自
己
都
合
退
職
の
「
重
大
な
理
由
」
は
個
々
の
事
例
ご
と
の
判
断
で
あ
り
、
類
型
化
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
が
、
上
で
紹
介
し
た
よ

う
に
、
労
働
者
の
職
業
選
択
の
自
由
、
人
格
権
、
子
の
養
育
権
等
の
基
本
権
を
尊
重
し
、
柔
軟
に
判
断
し
て
い
る
。
わ
が
国
の
自
己
都

合
退
職
の
「
正
当
な
理
由
」
を
拡
充
す
る
、
重
要
な
示
唆
を
得
ら
れ
る
。
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Ⅴ　

給
付
制
限
の
効
果
の
制
約

１　

給
付
制
限
の
起
算
点
（
三
編
一
五
九
条
二
項
）

（
１
）
給
付
制
限
の
開
始
時
点

　
「
重
大
な
理
由
」
の
な
い
自
己
都
合
退
職
又
は
合
意
解
約
に
よ
る
給
付
制
限
は
い
つ
か
ら
開
始
す
る
の
か
、
が
ド
イ
ツ
で
は
問
題
に

な
っ
て
き
た
。
こ
の
論
点
は
、
ド
イ
ツ
で
は
、
わ
が
国
と
実
務
の
運
用
が
ち
が
う
こ
と
に
端
を
発
し
て
い
る
。
わ
が
国
で
は
労
働
関
係

の
終
了
後
に
失
業
を
届
出
て
、
さ
ら
に
決
め
ら
れ
た
出
頭
日
に
お
い
て
は
じ
め
て
失
業
の
認
定
を
う
け
る
手
続
に
な
っ
て
い
る
（
初
回

認
定
日
）。
そ
し
て
、
初
回
認
定
日
に
給
付
制
限
に
該
当
す
る
か
が
判
断
さ
れ
、
行
政
の
運
用
で
は
、
わ
が
国
の
給
付
制
限
の
期
間
は

「
待
機
の
満
了
の
日
」
の
翌
日
か
ら
起
算
す（

1
）
る
。
他
方
、
社
会
法
典
三
編
は
給
付
制
限
の
開
始
に
つ
い
て
、「
給
付
制
限
の
期
間
は
、
給

付
制
限
を
理
由
づ
け
る
事
柄
の
生
じ
た
翌
日
を
も
っ
て
開
始
」
す
る
旨
を
定
め
て
い
る
（
一
五
九
条
二
項
）。
こ
こ
で
の
「
給
付
制
限
を

理
由
づ
け
る
事
柄
の
生
じ
た
日
」
と
は
い
つ
な
の
か
、
が
問
題
に
な
る
。「
給
付
制
限
を
理
由
づ
け
る
事
柄
」
は
、
た
と
え
ば
労
働
者

の
一
方
的
解
約
、
又
は
合
意
解
約
の
締
結
又
は
労
働
契
約
に
違
反
し
た
行
為
な
ど
を
い
い
、
支
給
停
止
は
そ
の
事
柄
が
生
じ
た
翌
日
に

開
始
す（

2
）
る
。
つ
ま
り
、
労
働
契
約
に
よ
る
雇
用
関
係
が
終
了
し
て
い
な
い
場
合
で
も
、
退
職
す
る
意
思
表
示
を
し
た
日
の
翌
日
か
ら
停

止
が
開
始
す
る
。
失
業
手
当
の
受
給
権
の
成
立
と
は
別
に
進
行
す
る
の
で
、
失
業
手
当
の
要
件
で
あ
る
失
業
、「
紹
介
を
受
け
る
能
力

が
あ
る
」、「
就
業
を
求
め
る
こ
と
」（
三
編
一
三
八
条
）
は
充
足
し
て
い
な
く
て
も
よ（

3
）
い
。
な
お
、
給
付
制
限
が
続
く
期
間
は
通
常
一
二

週
間
で
あ
る
が
、
過
酷
な
場
合
に
は
六
週
間
に
短
縮
さ
れ
る
（
一
五
九
条
三
項
二
文
二
ｂ
号
）。
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起
算
点
に
つ
い
て
事
実
上
の
失
業
を
基
準
に
す
る
と
い
う
考
え
方
は
、「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
」
の
理
解
に
よ
っ
て
い
る
。
重
複

す
る
が
、「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
の
解
消
」
の
意
義
を
確
認
し
て
お
き
た
い
。
自
己
都
合
退
職
は
社
会
法
典
三
編
一
五
九
条
一
号
の

給
付
制
限
を
生
じ
さ
せ
る
要
件
と
し
て
定
め
ら
れ
て
い
る
が
、
そ
れ
は
給
付
法
上
の
意
味
で
の
「
就
業
の
喪
失
」=

失
業
を
も
っ
て
開

始
す（

4
）

る
。
保
険
料
法
上
の
関
係
が
存
す
る
こ
と
が
前
提
に
な
っ
て
い
る
期
間
で
も
、
給
付
法
上
は
「
就
業
の
喪
失
」
が
認
め
ら
れ
る
こ

と
が
あ
り
、
連
邦
社
会
裁
判
所
は
、
労
務
の
免
除
を
合
意
し
て
い
る
場
合
に
は
、
雇
用
関
係
が
あ
っ
て
も
、
免
除
の
日
か
ら
給
付
制
限

が
生
じ
る
と
い（

5
）

う
。
す
な
わ
ち
、
労
働
者
の
退
職
に
際
し
て
ド
イ
ツ
で
は
終
了
に
つ
い
て
の
文
書
が
必
要
と
さ
れ
（
Ｂ
Ｇ
Ｂ
六
二
三

条
）、
労
働
者
は
業
務
に
い
つ
ま
で
従
事
す
る
義
務
が
あ
り
、
使
用
者
の
賃
金
支
払
い
義
務
も
い
つ
ま
で
な
の
か
が
定
め
ら
れ
る
。
そ

れ
に
基
づ
き
労
働
者
は
労
務
提
供
義
務
の
免
除
も
請
求
で
き
る
。
従
来
か
ら
、
継
続
的
な
雇
用
を
終
了
し
た
使
用
者
は
、
労
働
者
に
次

の
職
場
を
探
す
た
め
の
「
自
由
な
時
間
」
を
確
保
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
が
（
Ｂ
Ｇ
Ｂ
六
二
九
条
）、
社
会
法
典
三
編
二

条
二
項
三
号
に
よ
り
二
〇
〇
三
年
一
月
一
日
か
ら
、
使
用
者
は
形
式
的
に
雇
用
関
係
が
終
了
に
至
る
前
に
早
期
に
労
務
を
免
除
・
停
止

す
る
責
任
を
負
い
、
そ
れ
に
よ
り
労
働
者
に
求
職
の
自
由
な
時
間
を
確
保
し
、
失
業
を
回
避
す
る
こ
と
が
目
指
さ
れ
て
い
る
。
し
た

が
っ
て
、
継
続
的
な
雇
用
関
係
が
終
了
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
前
に
、
労
働
者
は
使
用
者
に
労
務
免
除
を
請
求
で
き
る
の
に
応
じ
て
、

使
用
者
に
は
労
務
停
止
の
義
務
が
社
会
法
典
三
編
二
条
に
よ
り
生
じ
る
。
そ
し
て
社
会
法
典
三
編
の
失
業
手
当
を
受
給
し
よ
う
と
す
る

場
合
に
、
労
務
免
除
の
期
間
は
「
就
業
の
喪
失
」
＝
「
事
実
上
の
失
業
」
で
あ
り
、
す
で
に
給
付
停
止
が
進
行
し
、
場
合
に
よ
り
雇
用

関
係
終
了
時
に
は
停
止
期
間
も
満
了
す
る
こ
と
が
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
に
、
給
付
制
限
は
、
雇
用
関
係
が
存
続
し
て
い
よ
う
と
も
、
事
実

上
の
失
業
状
態
で
す
で
に
開
始
し
て
い
る
の
で
、
実
務
上
の
影
響
は
あ
ま
り
な
い
、
と
指
摘
さ
れ
て
い（

6
）
る
。「
労
働
者
が
失
業
手
当
を

申
請
す
れ
ば
、
そ
の
他
の
要
件
を
満
た
し
て
い
れ
ば
失
業
手
当
は
支
給
さ
れ
る
が
、
通
常
は
、
失
業
手
当
は
給
付
制
限
の
発
生
の
た

め
、
又
は
仕
事
が
免
除
さ
れ
て
い
て
も
労
働
者
は
使
用
者
か
ら
賃
金
を
受
け
取
っ
て
い
る
た
め
に
失
業
手
当
が
停
止
す
る
の
で
（
三
編
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一
五
七
条
一
項
）、
支
払
わ
れ
な
い
。
失
業
手
当
の
申
請
を
労
働
者
は
免
除
さ
れ
た
時
点
以
降
で
は
な
く
、
た
と
え
ば
一
二
週
間
の
給

付
制
限
期
間
の
満
了
後
に
申
請
す
れ
ば
、
給
付
制
限
期
間
は
実
務
上
も
は
や
影
響
を
与
え
な
い
。
給
付
制
限
は
労
働
関
係
の
存
続
中
だ

が
停
止
し
て
い
る
期
間
に
、
す
で
に
「 

満
了
し
て
い
る
」
の
で
あ
る
、
と
指
摘
し
て
い
る
。 

つ
ま
り
、
ド
イ
ツ
の
事
実
上
の
失
業
の

捉
え
方
は
、
失
業
手
当
の
支
払
い
と
使
用
者
に
よ
る
時
間
と
金
銭
の
提
供
を
分
担
す
る
こ
と
に
も
な
っ
て
い
る
。
と
い
う
の
も
、
事
実

上
は
失
業
し
て
い
る
期
間
は
、
使
用
者
に
雇
用
関
係
の
存
続
と
保
険
料
の
支
払
い
義
務
を
求
め
、
自
由
な
時
間
も
確
保
さ
せ
る
一
方

で
、
停
止
期
間
が
進
行
し
、
そ
の
満
了
後
に
社
会
法
典
三
編
に
よ
る
失
業
手
当
を
職
安
行
政
（
雇
用
保
険
）
が
引
き
受
け
る
結
果
に
な

る
。（

２
）
起
算
点
を
め
ぐ
る
裁
判
所
の
判
断
の
変
更

　

現
在
の
事
実
主
義
に
基
づ
き
、
実
際
に
失
業
し
た
時
点
か
ら
支
給
停
止
期
間
が
開
始
す
る
、
と
い
う
考
え
方
を
裁
判
所
は
当
初
か
ら

と
っ
て
い
た
わ
け
で
は
な
い
。
第
七
小
法
廷
一
九
八
四
年
一
二
月
一
二
日
判（

7
）
決
は
、
労
働
者
が
有
期
労
働
契
約
に
よ
り
終
了
す
る
時
点

よ
り
も
約
一
週
間
早
く
退
職
し
た
事
案
で
あ
る
。
そ
も
そ
も
労
働
者
が
退
職
日
を
早
め
る
こ
と
に
「
重
大
な
理
由
」
が
あ
れ
ば
、
給
付

制
限
規
定
は
適
用
さ
れ
な
い
が
、
裁
判
所
は
、「
重
大
な
理
由
」
を
認
め
る
に
は
、
失
業
者
の
労
働
市
場
の
統
合
可
能
性
を
考
え
る

と
、
退
職
日
が
月
末
の
ほ
う
が
、
月
の
中
旬
よ
り
も
よ
り
良
い
機
会
が
あ
る
の
で
、
具
体
的
に
翌
月
の
初
め
か
ら
新
し
い
就
業
の
可
能

性
が
前
提
に
な
る
、
と
い
う
。「
重
大
な
理
由
」
が
な
い
自
己
都
合
退
職
の
場
合
に
、
本
件
判
決
は
、
給
付
制
限
の
目
的
か
ら
考
え
る

と
、
起
算
点
は
労
働
契
約
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
時
点
で
あ
る
、
と
判
示
し
た
。
そ
れ
は
、
労
働
者
が
有
期
労
働
関
係
を
早
く
終
了
し
、

期
間
満
了
の
前
の
期
間
に
つ
い
て
も
失
業
を
理
由
と
す
る
給
付
を
請
求
で
き
る
な
ら
ば
、
給
付
の
条
件
を
み
ず
か
ら
引
き
起
こ
し
て
い

る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
よ
う
な
操
作
を
立
法
者
は
ま
さ
に
給
付
制
限
規
定
を
も
っ
て
お
こ
さ
せ
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
を
意
図
し
て
い
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る
の
で
あ
る
、
と
い
う
。

　

し
か
し
、
一
九
八
四
年
判
決
の
起
算
点
の
考
え
方
は
、
第
七
小
法
廷
一
九
九
九
年
八
月
五
日
判（

8
）

決
に
よ
り
変
更
さ
れ
た
。
一
九
九
九

年
判
決
は
給
付
制
限
の
起
算
点
を
「
給
付
法
上
の
就
業
関
係
の
終
了
」
＝
事
実
上
の
失
業
で
あ
る
、
と
明
確
に
判
示
し
た
。
本
件
で
は

原
告
の
労
働
者
に
使
用
者
は
解
約
を
申
し
入
れ
、
原
告
も
合
意
し
た
が
、
合
意
し
た
退
職
日
よ
り
原
告
は
自
ら
四
カ
月
退
職
日
を
早
め

た
。
原
告
は
失
業
手
当
を
使
用
者
の
解
約
の
申
し
出
に
あ
っ
た
退
職
日
の
翌
日
に
申
請
し
た
と
こ
ろ
、
被
告
の
行
政
は
通
常
の
三
カ
月

の
給
付
制
限
に
よ
り
失
業
手
当
を
、
原
告
が
申
し
出
た
実
際
の
早
期
の
退
職
日
の
翌
日
か
ら
停
止
し
た
。
第
七
小
法
廷
は
、
被
告
側
の

請
求
を
認
容
し
、
事
実
認
定
の
た
め
に
差
し
戻
し
て
い
る
。
第
七
小
法
廷
は
、
た
と
え
原
告
が
失
業
手
当
や
職
業
紹
介
を
ま
だ
請
求
し

て
い
な
い
期
間
で
あ
っ
て
も
、
給
付
制
限
は
原
告
の
早
期
退
職
日
の
翌
日
か
ら
生
じ
る
。
給
付
制
限
規
定
は
、
具
体
的
損
害
を
審
査
す

る
の
を
意
図
的
に
放
棄
し
て
い
る
の
で
あ
り
、
失
業
者
が
失
業
を
理
由
と
し
た
給
付
を
受
給
し
て
い
る
の
か
、
受
給
で
き
て
い
る
の
か

否
か
、
そ
し
て
受
給
し
て
い
る
又
は
受
給
可
能
で
あ
る
場
合
に
い
つ
か
ら
、
ど
の
く
ら
い
の
期
間
な
の
か
を
考
慮
す
る
こ
と
な
く
、
統

一
的
に
暦
に
応
じ
て
進
行
す
る
の
で
あ
る
、
と
し
た
。

　

そ
し
て
、
第
一
一
小
法
廷
は
二
〇
〇
二
年
四
月
二
五
日
及
び
第
七
小
法
廷
が
二
〇
〇
二
年
一
〇
月
一
七
日
判
決
を
も
っ
て
一
九
九
九

年
判
決
を
確
認
す
る
に
い
た
っ
て
い
る
。
連
邦
社
会
裁
判
所
二
〇
〇
二
年
四
月
二
五
日
事（

9
）

件
で
は
、
一
九
九
八
年
九
月
一
日
に
、
経
営

上
の
理
由
か
ら
一
五
名
を
解
雇
し
、
そ
の
う
ち
の
一
人
が
原
告
で
あ
る
。
一
九
九
八
年
九
月
一
一
日
に
使
用
者
と
原
告
は
解
雇
訴
訟
を

提
起
し
な
い
こ
と
を
含
め
た
合
意
解
約
を
締
結
し
て
い
る
。
使
用
者
は
賃
金
を
九
九
年
三
月
三
一
日
ま
で
支
払
う
義
務
を
負
う
こ
と
も

約
定
し
て
い
る
。
労
働
行
政
は
失
業
者
の
原
告
に
自
己
の
都
合
に
よ
る
解
消
で
あ
る
と
し
、
九
九
年
四
月
一
日
か
ら
一
二
週
間
の
給
付

制
限
を
決
定
し
た
た
め
、
原
告
が
訴
訟
を
提
起
し
て
い
る
。
第
一
一
小
法
廷
は
、
停
止
期
間
に
つ
い
て
の
連
邦
労
働
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー

の
上
告
を
認
容
し
て
い
な
い
が
、
解
雇
の
合
法
性
等
に
つ
い
て
の
事
実
認
定
が
必
要
で
あ
る
と
し
て
い
る
。
そ
し
て
、
四
月
一
日
か
ら
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の
停
止
期
間
に
つ
い
て
は
行
政
の
主
張
を
認
容
し
て
い
な
い
。
そ
れ
は
三
編
一
五
九
条
二
項
に
よ
る
と
、
給
付
制
限
期
間
の
開
始
時
点

は
、「
給
付
制
限
を
生
じ
さ
せ
る
事
柄
」
が
生
じ
た
時
点
で
あ
り
、
給
付
制
限
期
間
は
給
付
制
限
を
生
じ
さ
せ
る
事
柄
の
翌
日
を
も
っ

て
開
始
す
る
こ
と
、
被
保
険
者
が
就
業
の
喪
失
を
惹
起
し
た
こ
と
、
本
件
で
は
九
八
年
九
月
一
一
日
に
合
意
解
約
を
締
結
し
た
こ
と
、

翌
日
（
九
月
一
二
日
）
に
就
業
の
喪
失
を
惹
起
し
た
こ
と
で
あ
る
。
就
業
の
喪
失
は
労
働
法
で
い
う
労
働
関
係
の
存
在
と
は
独
立
し
て

被
保
険
者
の
事
実
上
の
不
就
業
を
特
徴
と
し
て
い（

10
）
る
。

　

二
〇
〇
二
年
一
〇
月
一
七
日
判（

11
）

決
は
、
三
編
一
四
四
条
一
項
一
号
（
現
一
五
九
条
）
の
失
業
者
は
雇
用
促
進
法
一
一
九
条
一
項
一
号

と
同
様
に
、
就
業
関
係
の
解
消
時
に
は
ま
さ
に
ま
だ
労
働
者
で
あ
り
、
給
付
制
限
期
間
は
、
失
業
手
当
請
求
権
が
成
立
し
て
い
る
の
か

を
考
慮
に
入
れ
る
こ
と
な
く
暦
に
応
じ
て
進
行
す
る
と
い
う
観
点
が
重
要
で
あ
る
、
と
確
認
し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
本
件
で
は
労

働
者
が
使
用
者
と
の
合
意
に
よ
り
労
務
を
停
止
し
た
日
か
ら
、
原
告
で
あ
る
労
働
者
は
、
労
働
関
係
は
存
続
し
て
い
る
に
も
関
わ
ら

ず
、
就
業
し
て
い
な
い
の
で
、
労
務
を
停
止
し
た
時
点
か
ら
給
付
制
限
期
間
が
開
始
す
る
、
と
前
掲
二
〇
〇
二
年
四
月
二
五
日
判
決
を

確
認
し
て
い
る
。
労
務
の
停
止
は
有
給
休
暇
と
し
て
免
除
さ
れ
て
い
る
場
合
に
も
同
様
で
あ
り
、
使
用
者
は
免
除
を
通
じ
て
自
己
の
指

揮
命
令
権
の
行
使
を
放
棄
し
た
の
で
あ
る
、
と（

12
）
し
、
失
業
手
当
請
求
権
は
成
立
し
て
い
な
い
場
合
で
も
、
給
付
制
限
に
よ
る
停
止
は
労

働
関
係
存
続
中
に
も
進
行
し
て
い
る
旨
を
判
示
し
て
い
る
。

　

連
邦
社
会
裁
判
所
二
〇
〇
五
年
一
一
月
一
七
日
事（

13
）
件
で
は
、
労
働
者
が
解
雇
に
瀕
し
た
た
め
、
二
〇
〇
〇
年
三
月
三
一
日
ま
で
の
合

意
解
約
を
一
九
九
九
年
八
月
三
〇
日
に
締
結
し
、
二
〇
〇
〇
年
四
月
一
日
に
失
業
を
届
け
出
た
と
こ
ろ
、
四
月
一
日
か
ら
の
給
付
停
止

が
決
定
さ
れ
た
。
そ
こ
で
、
実
際
に
は
す
で
に
労
務
が
免
除
さ
れ
て
い
た
た
め
（
二
〇
〇
〇
年
一
月
か
ら
三
月
）、「
重
大
な
理
由
」
が

あ
り
、
失
業
手
当
の
給
付
制
限
規
定
が
適
用
さ
れ
な
い
の
か
否
か
が
争
点
に
な
っ
て
い
る
。
結
論
と
し
て
は
、「
重
大
な
理
由
」
が
認

定
さ
れ
、
給
付
制
限
規
定
は
適
用
さ
れ
な
い
た
め
、
雇
用
関
係
の
終
了
後
の
四
月
一
日
か
ら
支
給
さ
れ
て
い
る
。
裁
判
所
は
、
給
付
制
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限
は
そ
れ
を
生
じ
さ
せ
る
事
柄
で
あ
る
就
業
し
て
い
な
い
状
況
の
発
生
時
に
開
始
し
、
そ
れ
は
就
業
関
係
の
給
付
法
上
の
概
念
が
基
準

に
な
る
と
確
認
し
、
も
し
仮
に
何
ら
か
の
停
止
が
生
じ
る
な
ら
ば
、
労
務
が
免
除
さ
れ
て
い
た
二
〇
〇
〇
年
一
月
に
開
始
す
る
こ
と
に

な
る
が
、
そ
う
で
あ
れ
ば
同
年
四
月
に
は
停
止
期
間
が
満
了
し
て
い
る
こ
と
に
な
る
、
と
。
給
付
制
限
規
定
は
、
労
働
契
約
関
係
の
存

続
中
で
も
、
事
実
上
の
指
揮
命
令
関
係
が
な
く
、
賃
金
の
支
払
い
が
な
さ
れ
て
い
な
い
状
態
の
時
点
か
ら
、
適
用
さ
れ
う
る
、
と
い
う

こ
と
に
な
る
。

　

連
邦
社
会
裁
判
所
が
確
認
し
て
い
る
よ
う
に
、
労
働
関
係
の
継
続
中
に
、
給
付
制
限
の
停
止
期
間
が
終
了
し
、
失
業
後
に
中
断
な
く

失
業
手
当
を
受
け
る
こ
と
が
原
則
と
し
て
認
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
例
外
に
つ
い
て
、
連
邦
社
会
裁
判
所
二
〇
〇
九
年
七
月
二
一
日
判

決
に
よ
れ（

14
）
ば
、
高
年
齢
労
働
者
パ
ー
ト
法
に
よ
り
労
働
者
が
労
働
時
間
の
合
意
形
成
に
よ
り
雇
用
を
終
了
す
る
場
合
に
、
高
年
齢
者

パ
ー
ト
の
開
始
後
は
従
来
の
労
働
時
間
で
就
労
し
た
後
に
も
は
や
そ
の
よ
う
な
長
い
時
間
の
就
労
は
し
な
い
こ
と
が
可
能
に
な
っ
て
い

る
（
ブ
ロ
ッ
ク
モ
デ
ル
）。
し
か
し
、
そ
の
場
合
で
も
、
パ
ー
ト
に
従
事
す
る
時
間
を
、
就
業
関
係
が
な
い
ほ
ど
に
短
縮
す
る
こ
と
は
認

め
ら
れ
て
い
な
い
（
高
年
齢
者
パ
ー
ト
法
二
条
二
項
一
号
）。
し
た
が
っ
て
、
事
実
上
の
就
業
の
喪
失
状
態
が
、
か
つ
て
の
労
働
時
間
の

範
囲
に
就
労
し
た
後
に
生
じ
る
こ
と
は
予
定
さ
れ
て
い
な
い
の
で
、
事
実
上
の
就
業
の
喪
失
が
基
準
に
な
ら
な
い
こ
と
は
、
同
法
の
意

義
及
び
目
的
か
ら
も
明
ら
か
で
あ
る
、
と
い
う
。
そ
の
点
で
、
就
業
の
喪
失
の
給
付
法
上
の
概
念
の
従
来
の
理
解
か
ら
離
れ
て
、
機
能

ご
と
に
違
っ
た
解
釈
が
必
要
と
な
る
、
と
判
示
し
て
い
る
。

２　

過
剰
介
入
の
禁
止
と
停
止
期
間
の
短
縮

（
１
）「
適
切
な
」
停
止
期
間

　

自
己
都
合
退
職
の
給
付
制
限
は
、
三
編
一
五
九
条
三
項
に
よ
れ
ば
、
一
二
週
間
停
止
す
る
が
（
一
文
）、
次
の
二
つ
の
類
型
に
つ
い
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て
は
、
比
例
原
則
及
び
過
剰
介
入
の
禁
止
に
よ
り
、
停
止
期
間
が
短
縮
さ
れ
る
。
一
つ
は
、
給
付
停
止
の
発
生
後
六
週
間
以
内
に
雇
用

関
係
が
終
了
す
る
場
合
に
は
、
そ
れ
を
三
週
間
に
短
縮
す
る
（
二
文
一
号
）。
そ
れ
は
比
例
原
則
お
よ
び
過
剰
介
入
の
禁
止
に
よ
る
も

の
で
あ（

15
）
る
。
二
つ
は
、
給
付
停
止
が
「
特
別
に
過
酷
な
場
合
」
に
は
、
六
週
間
に
短
縮
す
る
（
一
五
九
条
三
項
二
文
二
ｂ
号
）。
雇
用
促

進
法
の
制
定
時
か
ら
、
給
付
制
限
の
効
果
が
過
酷
な
場
合
に
つ
い
て
、
裁
判
所
は
過
剰
介
入
の
禁
止
の
観
点
か
ら
審
理
を
つ
く
す
こ
と

が
明
ら
か
に
さ
れ
て
き（

16
）
た
。

　

ま
ず
、
前
者
の
給
付
停
止
か
ら
六
週
間
以
内
に
雇
用
が
終
了
す
る
場
合
に
一
二
週
間
で
は
な
く
三
週
間
に
停
止
期
間
を
短
縮
す
る
と

い
う
内
容
を
み
よ
う
。
こ
れ
は
、
労
働
者
が
、
合
意
解
約
で
定
め
た
日
、
又
は
有
期
雇
用
の
場
合
に
は
期
間
満
了
の
日
よ
り
退
職
日
を

早
め
る
こ
と
に
関
わ
っ
て
い
る
。
連
邦
社
会
裁
判
所
一
九
九
五
年
二
月
九
日
事（

17
）
件
で
は
、
経
営
上
の
理
由
に
よ
る
解
雇
に
瀕
し
た
労
働

者
が
提
示
さ
れ
た
雇
用
終
了
日
よ
り
も
約
一
ヵ
月
早
く
退
職
す
る
旨
を
合
意
し
た
場
合
の
事
件
で
あ
る
。
本
件
で
は
、
労
働
者
が
退
職

日
を
早
め
な
く
て
も
、
一
カ
月
後
に
は
合
意
解
約
に
よ
り
失
業
が
生
じ
る
。
本
件
は
、
事
実
の
認
定
の
た
め
に
、
差
し
戻
し
て
い
る

が
、
第
七
小
法
廷
は
給
付
制
限
規
定
の
解
釈
の
基
準
と
し
て
、
過
剰
介
入
の
禁
止
を
確
認
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
給
付
制
限
の
期
間

が
短
縮
す
る
旨
の
過
酷
条
項
で
は
、
立
法
者
は
、
給
付
制
限
期
間
が
そ
の
原
因
を
作
っ
た
失
業
の
期
間
と
適
切
な
関
係
に
あ
る
こ
と
、

つ
ま
り
、
短
期
の
労
働
関
係
を
離
職
す
る
又
は
有
期
雇
用
の
拒
否
に
よ
り
給
付
が
停
止
す
る
場
合
に
、
停
止
期
間
を
短
縮
す
る
こ
と
を

考
慮
に
入
れ
て
い
る
、
と
判
示
し
て
い
る
。 

こ
こ
で
労
働
関
係
が
短
期
で
あ
る
と
み
ら
れ
る
の
は
、
四
週
間
以
内
の
有
期
雇
用
の
み

な
ら
ず
、
失
業
者
の
行
為
・
態
度
が
な
く
て
も
四
週
間
以
内
に
雇
用
関
係
が
終
了
す
る
で
あ
ろ
う
場
合
で
あ
る
と
。
雇
用
促
進
法

一
一
九
ａ
条
一
号
は
、
標
準
の
停
止
期
間
を
延
長
す
る
旨
を
規
定
し
て
い
た
が
、
そ
の
場
合
で
も
解
釈
の
際
に
は
、
比
例
原
則
及
び
過

剰
介
入
禁
止
に
適
合
す
る
の
は
、
全
て
の
国
家
の
行
為
の
包
括
的
な
指
導
規
律
（übergreifende Leitregeln

）
と
し
て
法
治
国
家
原

理
（
基
本
法
二
〇
条
三
項
）
か
ら
導
か
れ
る
解
釈
だ
け
で
あ
る
。
そ
の
こ
と
か
ら
、
選
択
さ
れ
る
手
段
と
意
図
さ
れ
る
目
的
に
は
合
理
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的
な
関
係
が
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
り
、
侵
害
的
行
為
は
、
立
法
者
が
目
指
し
た
目
的
達
成
に
適
し
て
お
り
、
か
つ
必
要
な
範
囲

で
し
か
認
め
ら
れ
な
い
。

（
２
）
有
期
労
働
契
約
の
終
了
日
を
早
め
た
場
合
の
停
止
期
間

　

有
期
労
働
契
約
の
期
間
満
了
に
よ
る
終
了
は
給
付
制
限
に
か
か
ら
な
い
こ
と
は
す
で
に
示
し
た
通
り
で
あ
る
が
、
労
働
者
が
退
職
日

を
一
週
間
早
め
た
場
合
に
、
給
付
制
限
規
定
が
適
用
さ
れ
る
の
か
、
適
用
さ
れ
る
場
合
に
は
い
か
な
る
効
果
が
生
じ
る
の
か
を
、
連
邦

社
会
裁
判
所
二
〇
〇
四
年
二
月
五
日
事（

18
）

件
を
も
と
に
検
討
し
よ
う
。
本
件
で
は
、
有
契
約
労
働
者
は
、
契
約
に
よ
る
終
了
が
八
月
一
〇

日
で
あ
っ
た
が
、
七
月
三
一
日
に
自
ら
退
職
し
た
。
労
働
行
政
は
失
業
手
当
を
、
実
際
の
退
職
日
で
あ
る
七
月
三
一
日
が
「
給
付
制
限

を
理
由
づ
け
る
事
柄
の
生
じ
た
」
日
で
あ
り
、
そ
の
翌
日
の
八
月
一
日
か
ら
停
止
し
た
（
一
五
九
条
二
項
）。
本
件
で
は
、
起
算
点
に
争

い
は
な
く
、
給
付
制
限
に
よ
り
生
じ
る
給
付
日
数
の
短
縮
が
問
題
に
な
っ
て
い
る
。
原
告
に
適
用
さ
れ
た
給
付
制
限
規
定
に
よ
れ
ば

（
社
会
法
典
三
編
一
四
四
条
三
項
二
文
一
号
）、
八
月
一
日
か
ら
二
一
日
間
支
給
が
な
さ
れ
な
か
っ
た
。
第
七
小
法
廷
は
前
掲
二
〇
〇
四
年

二
月
五
日
判
決
で
は
、
有
期
契
約
労
働
者
が
次
の
職
場
を
探
す
こ
と
な
く
失
業
を
惹
起
し
て
い
る
の
は
重
過
失
に
よ
る
た
め
、
給
付
制

限
に
か
か
る
が
、
そ
の
起
算
点
は
労
働
者
が
自
ら
一
週
間
早
め
た
終
了
日
で
あ
り
、
失
業
者
が
失
業
手
当
を
契
約
に
定
め
た
終
了
時
以

降
に
申
請
し
、
そ
の
申
請
日
以
降
に
失
業
手
当
請
求
権
が
成
立
す
る
と
し
て
も
、
起
算
点
は
請
求
権
の
成
否
と
は
別
に
決
め
ら
れ
る
、

と
判
示
し
て
い
る
。
そ
し
て
、
給
付
制
限
を
う
け
る
期
間
に
つ
い
て
、
社
会
法
典
三
編
に
よ
れ
ば
、
六
週
間
以
内
に
雇
用
が
終
了
す
る

予
定
だ
っ
た
な
ら
ば
、
自
己
都
合
退
職
に
よ
る
停
止
期
間
を
通
常
の
一
二
週
間
を
三
週
間
に
短
縮
す
る
（
一
四
四
条
三
項
二
文
一
号
）。

本
件
は
八
月
一
日
か
ら
三
週
間
の
停
止
に
い
た
る
、
と
い
う
。

　

わ
が
国
の
給
付
制
限
に
よ
る
不
利
益
効
果
を
再
検
討
す
べ
き
視
点
を
連
邦
社
会
裁
判
所
の
判
決
か
ら
確
認
で
き
る
で
あ
ろ
う
。
す
な
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わ
ち
、
保
険
加
入
義
務
を
負
う
こ
と
を
通
じ
て
、
一
定
の
資
格
取
得
期
間
を
充
た
し
て
い
る
失
業
者
に
対
し
て
、
給
付
制
限
に
よ
り
比

例
原
則
、
と
く
に
過
剰
介
入
の
禁
止
に
違
反
す
る
処
分
は
許
容
さ
れ
な
い
、
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
給
付
制
限
は
刑
罰
で
は
な
く
、
失

業
の
惹
起
に
つ
い
て
の
帰
責
の
問
題
に
止
ま
る
。
そ
こ
で
、
本
件
判
決
は
、
従
来
も
給
付
制
限
規
定
に
標
準
の
給
付
制
限
期
間
よ
り
も

短
縮
す
る
旨
を
定
め
て
い
る
の
は
比
例
原
則
及
び
過
剰
介
入
の
禁
止
を
論
拠
と
し
て
い
る
。

３
「
特
別
な
過
酷
さ
」
に
よ
る
停
止
期
間
の
短
縮

　
「
特
別
な
過
酷
さ
」
は
、
給
付
制
限
を
生
じ
さ
せ
た
事
実
を
勘
案
す
れ
ば
、
一
二
週
間
の
通
常
の
給
付
制
限
期
間
を
生
じ
さ
せ
る
こ

と
は
全
体
の
諸
事
情
を
判
断
し
、
比
例
し
て
い
な
い
と
み
な
さ
れ
る
場
合
に
、
認
め
ら（

19
）
れ
、
六
週
間
に
停
止
期
間
が
短
縮
さ
れ
る

（
一
五
九
条
三
項
二
文
二
ｂ
号
）。
退
職
に
「
重
大
な
理
由
」
が
あ
る
と
ま
で
は
い
え
な
い
が
、
失
業
者
の
行
為
を
理
解
で
き
る
又
は
是

認
で
き
る
場
合
に
、「
特
別
な
過
酷
さ
」
が
認
定
さ
れ
う（

20
）
る
。
た
と
え
ば
、
使
用
者
の
い
じ
め
等
の
行
為
が
退
職
の
「
重
大
な
理
由
」

と
ま
で
認
定
さ
れ
な
い
と
し
て
も
、
労
働
者
が
使
用
者
の
圧
力
に
さ
ら
さ
れ
、
自
ら
の
労
務
提
供
や
健
康
状
態
に
好
ま
し
く
な
い
影
響

を
与
え
る
な
ら
ば
、「
過
酷
」
で
あ
る
と
認
め
る
下
級
審
が
あ
る
。
本
件
は
、
い
じ
め
等
の
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
が
自
己
都
合
退
職
の
「
重

大
な
理
由
」
に
な
る
基
準
を
明
示
し
た
前
掲
二
〇
〇
三
年
一
〇
月
二
一
日
の
原
審
で
あ
る
が
、
自
己
都
合
退
職
に
「
重
大
な
理
由
」
は

な
い
が
、「
特
別
な
過
酷
さ
」
が
あ
り
、
六
週
間
に
給
付
制
限
期
間
を
短
縮
で
き
る
特
別
な
事
情
が
あ
る
と
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、

原
告
で
あ
る
労
働
者
は
同
僚
と
比
べ
る
と
、
上
司
の
よ
り
強
い
監
視
下
に
不
当
に
も
お
か
れ
て
い
た
。
ス
ト
レ
ス
が
大
き
く
な
る
と
、

原
告
の
労
務
提
供
及
び
健
康
状
態
に
悪
い
影
響
を
及
ぼ
す
で
あ
ろ
う
、
と
。
上
司
の
警
告
と
は
い
え
な
い
よ
う
な
監
視
や
、
不
当
か
つ

頻
繁
に
な
さ
れ
る
叱
責
に
よ
り
、
原
告
労
働
者
と
上
司
の
信
頼
関
係
は
、
後
に
影
響
が
残
る
ほ
ど
壊
れ
て
い
る
こ
と
が
特
別
な
事
情
で

あ
る
と
認
定
し
て
い
る
。
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連
邦
社
会
裁
判
所
二
〇
〇
〇
年
八
月
一
〇
日
事（

21
）

件
は
、
あ
る
会
社
の
幹
部
だ
っ
た
が
、
使
用
者
か
ら
突
然
、
信
頼
関
係
を
失
っ
た
と

さ
れ
、
解
約
を
申
し
込
ま
れ
、
し
か
も
翌
日
に
は
職
場
を
離
れ
ざ
る
を
得
な
い
状
況
に
追
い
込
ま
れ
た
。
し
か
も
、
使
用
者
は
す
で
に

新
し
い
幹
部
を
採
用
し
、
会
社
の
新
た
な
経
営
方
針
の
も
と
で
事
業
を
早
く
展
開
し
た
い
と
い
う
意
図
か
ら
、
解
約
を
申
し
込
ん
で
い

る
場
合
に
、
当
該
失
業
者
に
補
償
金
を
渡
し
、
元
幹
部
も
退
職
に
合
意
し
て
い
る
と
は
い
え
、「
特
別
な
過
酷
さ
」
が
あ
る
と
認
定
し

て
い
る
。
裁
判
所
は
、
本
件
で
は
使
用
者
に
退
職
せ
ざ
る
を
え
な
い
状
況
に
追
い
込
ま
れ
る
だ
け
で
は
な
く
、
当
該
失
業
者
は
い
か
な

る
理
由
で
解
約
さ
れ
る
の
か
も
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
と
い
う
事
情
も
勘
案
し
、
本
件
の
原
告
で
あ
る
失
業
者
は
使
用
者
に
追
い
出

さ
れ
た
、
と
原
審
の
認
定
を
基
に
判
断
し
て
い
る
。
従
っ
て
、
合
意
に
よ
る
就
業
関
係
の
終
了
の
問
題
と
は
い
い
き
れ
な
い
。
そ
う
で

あ
れ
ば
、
停
止
に
よ
る
効
果
を
考
慮
し
な
い
ま
ま
で
あ
っ
て
は
い
け
な
い
。
そ
う
し
た
効
果
に
よ
り
ま
さ
に
「
特
別
な
過
酷
さ
」
が
生

じ
る
か
ら
で
あ
る
。
そ
し
て
、「
特
別
な
過
酷
さ
」
と
し
て
は
、
一
般
的
な
個
人
的
又
は
経
済
的
な
事
情
を
考
慮
に
い
れ
る
こ
と
は
で

き
な
い
、
と
し
つ
つ
、
一
二
週
間
の
通
常
の
停
止
期
間
で
は
比
例
性
に
合
わ
な
い
と
み
な
さ
れ
う
る
の
か
否
か
と
い
う
問
題
は
個
別
事

例
に
お
い
て
給
付
制
限
期
間
を
生
じ
さ
せ
る
際
に
考
慮
に
値
す
る
事
情
で
あ
る
、
と
い
う
。
本
件
で
は
、
通
常
の
停
止
期
間
を
認
め
る

こ
と
は
原
告
に
「
特
別
な
過
酷
」
で
あ
り
、
明
確
な
理
由
を
つ
げ
ら
れ
て
も
い
な
い
よ
う
な
状
況
で
使
用
者
に
解
雇
の
威
嚇
を
う
け
て

い
る
こ
と
に
加
え
て
、
合
意
退
職
の
ほ
う
が
当
該
労
働
者
の
労
働
市
場
へ
の
統
合
可
能
性
に
影
響
を
及
ぼ
す
で
あ
ろ
う
し
、
そ
う
で
あ

れ
ば
雇
用
保
険
の
連
帯
共
同
体
に
も
利
益
に
な
る
、
と
判
示
し
て
い
る
。

　

上
で
示
し
た
判
決
を
踏
ま
え
る
と
、「
重
大
な
理
由
」
の
あ
る
自
己
都
合
退
職
と
し
て
評
価
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
で
も
、
実
質
的
に

は
解
雇
さ
れ
て
い
る
状
況
を
勘
案
す
れ
ば
、
単
に
予
定
さ
れ
た
通
常
の
期
間
を
停
止
す
る
こ
と
は
、
過
剰
な
介
入
に
該
当
す
る
こ
と
が

あ
る
、
と
い
え
よ
う
。

　

自
己
都
合
退
職
の
「
重
大
な
理
由
」
で
は
な
い
事
情
で
も
、
個
別
事
例
に
お
い
て
通
常
の
停
止
期
間
を
生
じ
さ
せ
る
の
は
「
特
別
に
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過
酷
」
で
あ
る
と
認
容
さ
れ
る
こ
と
が
あ（

22
）

る
。
労
働
者
が
解
雇
を
威
嚇
さ
れ
て
退
職
せ
ざ
る
を
え
な
い
圧
力
を
う
け
て
自
ら
退
職
し
た

場
合
に
、
労
働
者
が
自
己
都
合
退
職
に
「
重
大
な
理
由
」
が
あ
る
と
考
え
た
こ
と
は
、
客
観
的
に
誤
っ
て
い
よ
う
と
も
、
過
失
が
な
い

な
ら
ば
、
連
邦
社
会
裁
判
所
は
、
そ
れ
に
一
二
週
間
の
給
付
制
限
規
定
を
適
用
す
る
の
は
「
過
酷
さ
」
を
生
じ
さ
せ
る
、
と
い
う
。
連

邦
社
会
裁
判
所
二
〇
〇
二
年
一
〇
月
一
七（

23
）

日
で
は
、
給
付
制
限
を
発
生
さ
せ
る
基
準
と
な
る
事
実
か
ら
判
断
す
れ
ば
一
二
週
間
の
期
間

が
「
特
別
に
過
酷
」
で
あ
る
場
合
に
は
、
そ
れ
を
六
週
間
に
短
縮
す
る
。
本
件
で
は
解
雇
が
合
法
で
あ
り
、
そ
れ
が
自
己
都
合
退
職
の

重
大
な
理
由
に
な
る
、
と
考
え
た
こ
と
が
「
無
過
失
の
錯
誤
」
で
あ
っ
た
と
言
え
る
の
か
が
重
要
で
あ
る
、
と
。
そ
の
錯
誤
は
回
避
で

き
な
か
っ
た
に
ち
が
い
な
い
の
か
否
か
で
あ
る
。
合
意
し
て
就
業
関
係
を
解
約
し
て
い
る
場
合
で
も
、
就
業
関
係
の
解
消
の
前
に
そ
の

事
象
か
ら
社
会
法
上
生
じ
る
結
果
を
習
熟
し
、
注
意
深
い
労
働
者
が
不
利
に
扱
わ
れ
て
し
ま
う
こ
と
が
な
い
よ
う
に
、
上
の
よ
う
に
評

価
を
す
る
こ
と
が
支
持
で
き
る
の
で
あ
る
。

　

最
後
に
、
婚
姻
の
た
め
に
転
居
が
必
要
で
あ
る
が
、
退
職
す
る
時
点
で
は
ま
だ
そ
の
必
要
性
が
な
い
た
め
に
「
重
大
な
理
由
」
が
認

定
さ
れ
な
か
っ
た
と
し
て
も
（
Ⅳ
章
参
照
）、
共
同
生
活
の
基
盤
を
形
成
し
よ
う
と
し
た
目
的
は
理
解
で
き
る
事
情
で
あ
り
、
一
二
週

間
の
給
付
制
限
期
間
は
「
特
別
に
過
酷
」
で
あ
る
た
め
、
六
週
間
に
短
縮
さ
れ
う（

24
）
る
。

　

わ
が
国
で
は
給
付
要
件
の
充
足
自
体
を
再
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
は
も
と
よ
り
、
給
付
制
限
の
効
果
（
起
算
点
及
び
期
間
）
に

つ
い
て
も
過
剰
介
入
禁
止
、
つ
ま
り
退
職
の
自
由
へ
の
過
剰
な
制
約
が
な
い
の
か
と
い
う
視
点
か
ら
、
吟
味
す
る
必
要
が
あ
る
。
と
く

に
連
邦
社
会
裁
判
所
は
比
例
原
則
及
び
過
剰
介
入
の
禁
止
を
理
由
と
し
て
給
付
制
限
を
一
定
の
範
囲
を
超
え
る
こ
と
を
許
容
し
て
い
な

い
事
態
に
つ
い
て
、
な
ぜ
わ
が
国
で
は
そ
れ
を
許
容
し
て
い
る
の
か
。
典
型
的
な
例
と
し
て
は
、
期
間
満
了
に
よ
る
雇
用
終
了
を
労
働

者
が
自
ら
早
め
た
場
合
に
、
自
己
都
合
退
職
と
さ
れ
る
と
し
て
も
、
失
業
手
当
の
資
格
取
得
期
間
を
充
足
す
る
被
保
険
者
に
、
失
業
手
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当
を
契
約
に
よ
る
満
了
日
を
超
え
て
停
止
す
る
こ
と
が
過
剰
な
自
由
の
制
約
に
な
ぜ
な
ら
な
い
の
だ
ろ
う
か
。
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お
わ
り
に

　

本
稿
で
は
、
自
己
都
合
退
職
に
対
す
る
給
付
制
限
の
制
約
の
法
理
に
つ
い
て
ド
イ
ツ
法
を
検
討
し
た
。
任
意
の
失
業
に
対
す
る
給
付

制
限
規
定
の
要
件
及
び
効
果
を
、
過
剰
介
入
の
禁
止
の
観
点
か
ら
事
後
審
査
す
る
、
と
い
う
立
脚
点
に
た
つ
か
否
か
は
日
独
の
大
き
な

相
違
点
で
あ
る
。
積
極
的
な
行
為
が
な
い
自
己
都
合
退
職
の
み
な
ら
ず
（
安
定
し
た
雇
用
で
は
な
い
有
期
労
働
契
約
、
解
約
の
甘
受
等
）、

「
正
当
な
理
由
」
の
判
断
に
加
え
て
（
過
剰
な
労
働
、
い
じ
め
等
）、
原
則
三
カ
月
の
停
止
効
果
を
及
ぼ
す
こ
と
が
許
容
で
き
な
い
、
退

職
に
追
い
込
ま
れ
た
事
例
（
Ⅴ
章
参
照
）
を
み
れ
ば
、「
失
業
」
は
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・
ワ
ー
ク
で
な
い
状
況
（
い
わ
ば
イ
ン
・
デ
ィ
ー
セ

雇用保険法における給付制限規定の検討―「自己都合」退職とは何か〔上田　真理〕

182



ン
ト
・
ワ
ー
ク
）
か
ら
の
脱
却
で
あ
り
、
失
業
時
の
生
活
保
障
は
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・
ワ
ー
ク
の
選
択
自
由
の
前
提
条
件
で
あ
ろ
う
。
過

剰
介
入
の
禁
止
の
観
点
か
ら
、
わ
が
国
の
職
安
行
政
を
検
討
す
る
こ
と
は
他
日
を
期
し
た
い
。
本
稿
の
検
討
の
結
果
、
明
ら
か
に
な
っ

た
こ
と
を
確
認
し
て
き
た
い
。

　

一
つ
に
、
自
己
都
合
退
職
と
し
て
給
付
が
制
約
さ
れ
る
の
は
、
失
業
の
惹
起
に
労
働
者
の
明
確
な
関
与
が
必
要
で
あ
り
、
そ
れ
を
就

業
関
係
の
「
解
消
」
と
い
う
概
念
を
労
働
者
の
積
極
的
行
為
を
必
要
と
す
る
。
わ
が
国
で
は
、
む
し
ろ
定
年
退
職
も
有
期
雇
用
の
期
間

満
了
も
、「
予
定
さ
れ
た
失
業
」
で
あ
り
、
ド
イ
ツ
法
で
規
定
の
適
用
に
必
要
と
さ
れ
る
積
極
的
行
為
が
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
期

間
の
満
了
に
よ
る
退
職
も
労
働
者
に
負
担
さ
せ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
積
極
的
行
為
に
よ
ら
な
い
た
め
に
要
件
を
充
足
し
な
い
場
合
に
、

特
定
受
給
資
格
者
の
範
囲
が
極
め
て
狭
く
画
定
さ
れ
て
い
る
た
め
、
非
特
定
受
給
資
格
者
の
受
給
権
を
過
剰
に
制
約
し
て
い
る
可
能
性

が
高
い
。
ま
た
、「
予
定
さ
れ
た
失
業
」
は
、
ド
イ
ツ
の
給
付
制
限
規
定
の
要
件
で
は
「
重
過
失
」
に
よ
り
惹
起
さ
れ
た
失
業
に
密
接

に
関
連
し
て
い
る
が
、
こ
れ
も
ま
た
容
易
に
「
重
過
失
」
が
認
定
さ
れ
る
傾
向
が
あ
る
。

　

二
つ
に
、
給
付
制
限
の
効
果
に
つ
い
て
も
、
わ
が
国
の
雇
用
保
険
法
三
三
条
に
つ
い
て
、
行
政
の
運
用
で
は
一
律
に
三
ヵ
月
の
停
止

に
い
た
る
が
、
給
付
制
限
規
定
の
解
釈
に
際
し
て
過
剰
介
入
の
禁
止
の
観
点
に
た
つ
べ
き
で
あ
る
こ
と
を
連
邦
社
会
裁
判
所
は
判
示
し

て
お
り
、
ま
た
立
法
者
も
柔
軟
に
短
縮
を
定
め
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

　

Ⅲ
章
で
言
及
し
た
よ
う
に
、
わ
が
国
の
雇
用
保
険
法
三
三
条
に
よ
る
給
付
制
限
も
、
失
業
手
当
を
受
け
る
に
は
「
失
業
の
非
任
意

性
」、「
保
護
の
必
要
性
が
社
会
的
に
要
求
さ
れ
る
」
と
い
っ
た
点
を
判
断
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
任
意
か
否
か
を
「
積
極
的
な
行
為
」
と

し
て
労
働
者
の
行
為
・
態
度
を
評
価
で
き
る
の
か
を
一
つ
の
基
準
と
す
る
ド
イ
ツ
連
邦
社
会
裁
判
所
の
判
断
は
大
い
に
参
考
に
で
き
る

の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
加
え
て
、「
保
護
の
必
要
性
」
へ
の
社
会
的
要
求
を
判
断
す
る
基
準
も
、「
重
大
な
理
由
」
又
は
給
付
制
限
の

効
果
の
制
約
（「
過
酷
さ
」
の
考
慮
）
で
紹
介
し
た
判
断
と
大
き
な
相
違
は
な
い
で
あ
ろ
う
。
雇
用
保
険
法
の
給
付
制
限
規
定
は
、
わ
が
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国
の
よ
う
に
「
惰
眠
養
成
の
防
止
」
を
意
図
し
、「
任
意
的
失
業
」
を
「
非
任
意
的
失
業
に
転
化
」
さ
せ
る
機
能
（
Ⅰ
章
参
照
）
の
み

か
ら
考
え
ら
れ
る
べ
き
で
は
な
い
。
わ
が
国
の
給
付
制
限
規
定
の
立
法
・
行
政
の
運
用
は
、
過
剰
介
入
の
禁
止
に
抵
触
す
る
可
能
性
も

否
定
で
き
な
い
の
で
あ
る
。

　

ド
イ
ツ
法
の
示
唆
を
得
て
、
給
付
制
限
の
要
件
及
び
効
果
は
も
と
よ
り
、
そ
も
そ
も
雇
用
保
険
法
の
失
業=

就
業
の
喪
失
概
念
に

つ
い
て
も
、
検
討
す
る
こ
と
が
急
務
で
あ
る
。

［
付
記
］
本
稿
は
、
平
成
二
五
年
度
科
学
研
究
費
補
助
金
（
基
盤
研
究
Ｃ
）、
課
題
番
号　

二
四
五
三
〇
〇
六
五
）
の
助
成
を
受
け
た
研

究
成
果
の
一
部
で
あ
る
。

―
う
え
だ　

ま
り
・
法
学
部
准
教
授
―

雇用保険法における給付制限規定の検討―「自己都合」退職とは何か〔上田　真理〕
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